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経済性の 観 点か らみ た君 子蘭の 生産計画に つ い て

丸 山　義 博
＊

〈論文要 旨〉

　温室で 生 産す る 鉢花 の 生 産計画 問題 に つ い て
， 経済性 の 面か ら検討 し，不確定要素

に つ い て種種 の 優劣分 岐分析 を行 っ た ．検討の 対象 と して
， 君子 蘭をモ デ ル に し ， 生

産計画期間 を有限 と した ．開花率 を考慮 し
， 仕上 げ鉢の 大 きさを4．5 号か ら 7 号 の 範

囲で 互 い に排 反的な 関係 に ある複数 の 生 産計画案 を設定 し，
こ れ らの 案 の 選択 に あた

り種子 の 供給 に関す る複数の 方策 を立 て た．検 討す べ き項 目は
， （1）資本 コ ス トの 種子

の 供給の 仕方，（2）苗の 確保 ，（3）種子 の 購 入価格 と購 入 間隔，の 3項 目と した．結果

に つ い て ，（1）は標準利率 を考慮 し
， 種子費 C

、
と出荷価 格 α ，

に 関 して
， （2）は方策の 間

で 相違する 費用 に 着 目 し
， 歩留 ま り率 τ と苗費 CN に関 して ， （3）は 出荷価格 α 6 ，

　 a7 に

関 して ，それ ぞれ平 面上 の 領域 で 示 した ．検討で 得 られ た結 果 と して の 歩留 ま り率 τ，

開花率 ， 出荷価格 に関 して は
， 他 の 鉢花の 生産計画の 検討 に も応用 で きる と考える．
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生 産計画，優劣分岐分析，経済性 ，君子蘭 ， 温室 ， 棚面積
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1． は じ め に

　本稿 は
，
1戸 の 園芸農 家が

， 主幹生 産品 目の 副 品目 と して 家族の 労働力 の み で 温 室で 生

産 し出荷す る鉢花 の 生 産計画 に つ い て ，複数 の 代替案の 経済性 を検討す る．

　具体 的な検討 品 目と して 君子 蘭 を取 り上 げる． こ の 鉢花の 播種数に対す る発芽後の 生育

の 良好な 1 − 2葉の 幼苗 （以下 で 苗 と記す ）が得 られ る 比率 （以 下 で 歩留 ま り率 と記す ）

と開花率 ， 種苗 費お よび 出荷価 格は確 率的 に も未知 な要 因 とす る ． また 生産開始か ら出荷

終了 まで の 1生 産期 間の 長 さ に対 し資本 コ ス トの 標準利率 を考慮 し， 生 産計画 を立 て る に

あ た り， （1）種 子 の 供 給 （種子 の 自給 あ る い は購 入お よび 種子 の 購 入 間隔） と標準 利率 ，

（2）苗の 確 保 と種子 費 ， （3）出荷価 格 ，
の 3 つ の 項 目に つ い て 検討す る ．検討に あた り， 中

村 ・山口 ［61 に よる利益図表を活用 した安全性の 分析 ， 伏見 ・野 々 村 ［2］に よ る戦略的投

資計画の 感度分析お よ び優劣 分岐 文節 の 応用事例 に つ い て
， 伏見 ［2］千住 ［7］， 千住 伏見

［81， 千住 ・山陰 ［9］を
，

おの お の 参考 に した ，鉢花 を題 材 に した 生 産計画問題 の 検討 に つ

い て は ， 丸 山 ［41， ［5ユが あ り， 前者は シ ャ コ （葉）サ ボ テ ン を題材 に生産期 間の 長 さ を考

慮 し， 標 準利率 と出荷価格 に 関 し
， 後者 は シ ク ラ メ ン の 生 産で

， 生産期 間中の 苗の 損失 を

考慮 した 場合お よ び作図 に よる簡便な利益 の 算出 に つ い て の
， お の お の の 検討が あ る．

　君子蘭の 生産 に つ い て は 阿部他編 ［11鶴 島 ［101が あ り，
こ の 鉢花 を生産 して い る 富 山県

内 の 園芸農家の 生 産 状 況 を参考 に した ．参考 農家 で は
，

シ ク ラ メ ン
，

野 菜苗お よ び 稲作 を

主幹 品 目 と し，
こ れ ら の 主幹 品 目の 生 産の 合間 に副品 目 と して 君子 蘭お よ び他 の 鉢花 ， 花

苗 お よび野菜 を生 産 し生計 を立 て て い る ． こ の 農家で 君子 蘭 は，温室 内で 2段 に 設 置 した

下 段 の 棚 （以下 で 棚下 と記す） で 生産 し， 花芽 を付 けた 頃に上段 の 棚 （以下で 棚 上 と記す）

で 生 産 し
， 開花 の 後 3 月 に 出荷 して い る．播種後発芽 す る稚 苗数は播 種数 1袋 （100 （粒））

あた り85 （本）か ら 90 （本）で あ る
， 発 芽後の 苗は ，総苗数に対 しその 90 ％ は 同 じ早 さ

で 生 育 し
， 残 り 10％ は 生 育 が 1 年遅 れ る ．花芽 を付 けた 頃 の 棚 上 の 利用 状況 は

，
シ ク ラ

メ ン の 出 荷が 終 わ る 時期 （1 月末）で棚 上 に空 きが 出 る．棚 下 は 主 に 君 子蘭の 生 産に使用

し， 他 に シ ャ コ （葉）サ ボ テ ン の 親鉢 を生産 して い る ．調査 を始 め た 昭和 50 年当時 は 年

間お よそ 500 鉢 の 生 産 に
， 年あ た り 10 日の 作 業 日数が 充 て られ て い た ，平成 6 年現 在 ，

こ の 鉢花は
， 全 て 注文 した顧客お よ び 直接生産者の 温室 まで 買い に くる 顧客に 対 し庭先で

販 売 して い る ．出荷す る仕上 げ鉢の 大 きさは主 に 6 号鉢 と 7 号鉢で
，

こ の 鉢花の 生産 は現

在 も継続 して い る ．

　 本稿 で は ，君子蘭の 生 産計画 の 検討 に 2 つ 以 上 の 複数の 代 替案が提 案 され た と き， こ れ

ら複数の 案の 中か ら
， 経 済性 の 観点か ら よ り有利 な案 の 選択 に つ い て 検討 する ．検討 に あ
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た り，不確実な要素 に つ い て の 感度 分析 と して 優劣分 岐分 析 を用 い る．

2 ． 君子 蘭の 生産様式 と問題 の 前提

　生 産 に つ い て は
， 種子 （あ る い は苗 ），用 土 ，肥 料 ，栽培箱 お よ び鉢 の 発注 （発注 日は

10 月 1 日と仮定 ）か ら，播種 ・移植 ・開花 お よび 出荷 まで の 生産過程 が あ り，図 1 に示 す

とお りで ある． 図 1で 苗は 国 内の 種苗会社 か らの 購 入 と し種子 は国内の 種苗会社か らの 購

入 と 自家株 に よ る 自給 とす る．播種 は 1 月中旬 （1 月 16 日 と仮定）に 栽培箱に 行 う．播種

後 30 〜 40 日で 発 芽 した 苗あ る い は購 入 した 苗 （購入 した苗 の 植 え付 け 日 は 3 月 16 日 と

仮定） は
， 次 年 の 5 月初 め か ら 5 月末 まで の 1 カ 月 間に 3 号鉢 に 移植 す る． 3 号鉢 に移 植

後，次 年 の 5 月 中旬か ら 6 月中旬 の 1 カ 月間 に よ り大 きい 4．5 号鉢 に移植 す る。4．5号 鉢

に 移植 した個体で 次 年の 年初 め に 花芽 を付 け出荷 を計画 した個体 は
， 同年の 2月中旬 に棚

上 に上 げ開花 を促進させ る． 開花 した個体は 同年の 3 月初め か ら4 月初め （3 月 15 日 と仮

定）に か けて 出荷す る ．開花 しなか っ た苗は
， 同年の 5 月中旬か ら 6 月末に か けて よ り大

きい 6 号鉢 に 移植 す る． 6 号鉢 に移植 した 個体で 次 年の 年初 め に 花 芽 をつ けた 個体 は
， 開

花 の 後 同 年の 3 月 初旬か ら 4 月 初 め （3 月 15 日 と仮定） に 出荷す る ．開花 し なか っ た個体

は ，同年 の 5 月中旬か ら 6 月末 に か けて 7 号鉢 に 移植 し ， 次年 の 3 月初旬 か ら 4 月 初 め （3

月 15 日 と仮定） に 出荷す る ． こ の 鉢花 は
一

度開花 した 個体 は 次年 も開花す る 。

　播種あ る い は購 入 した苗 の 植 え付けか ら よ り大 きい 鉢へ の 移植 ， さ ら に 開花お よ び 出荷

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年 度

（〉一一一一一一一一

発注

は種 　　 　購入 した苗の 植 え付 け

一 一

　　　　　　　　　移植 1（3？鉢）

一 一

　　　　　　　　　　移植 2 （4．5号鉢）
一 一一一一

［｝
一一

｛］
一一一

くγへ＿O −一一 一

　　 出荷 C4．5号鉢）　 移植 3 （6号鉢 ）
一一一一一一一

［コト
ー一

匸 ト
ー一一

〇
（
一

　　 出荷 （6号鉢 ）　　 移植 4 （7号鉢）
一一一一一

〇
一一

｛コ
　　 出荷 （7号鉢）

　　 　　　　 　　　 図 1　 君子蘭 の 生産様式

’
初年度

：2年度

：3年 度

：4年度

：5年度

：6年度

：7年度

（播種あ るい は購入 した苗の 植え付 けか ら始め る場 合 ・O 印 ：用 土，肥料，栽 培箱，鉢，種，苗の，おの お の の 発 注 を示す ）
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　終 了 まで の 生産期 間 を ，
こ の 鉢花 の 1 生産期 間 とす る ．

　　問題 の 定式化の た め に
，

以 下 の 前提条件 を設 定す る ．

　 （1）発 芽後の 苗の 生育の 早 さに個体差 は な い もの と仮定 し， 発芽 か ら 3年 目以後出荷 ま

　　　で毎年 5 月中旬か ら 6 月中旬 に よ り大 きな鉢 に移植 を行 うもの とす る． こ の と き複

　　　数 回の 移植 に よ り，
1鉢 あた りの 個体 の 占有面積 は よ り拡大 して い くもの とす る．

　 （2）出荷 は全 て 開花 した個体 とす る 。開花 は 人為的 に コ ン ト ロ ール で きな い もの とす

　　　る ．一度開花 した 個体は ， 次年以 後 も確実 に 開花す る もの とし ， 前提（1）よ り ， 播

　　　種以 後生 産 を続 け ，
7 号鉢 に 移植 した個体 は確実 に 開花 し出荷す る もの とす る ．

　 （3）同
一

の 大 きさの 出 荷鉢 （鉢植 えの 開花 した個 体）の 価 格 は ，生 育状 態の い か ん に

　　 　かか わ らず
一

定 とする ．

　 （4）費用 は
，

生 産計画 ある い は 方策 が 変 わ る こ とに よ り変化す る費用の み を対象 と し，

　　　国内 の 種苗会社よ り種子 ある い は 苗を購 入 す る場合の 種子 費 （円／粒 ）ある い は苗

　　　費 （円／本）， 用 土 費 （円 〃 ）， 肥料 費 （円〃 ）， 仮 植 （償却 ）用栽培箱 お よび消

　　　耗 （出 荷）用 と仮植 （償却）用 の 鉢 の 費用 （円 ／個 ） とす る．用 土 と肥 料 は
， 苗 の

　　　3号鉢 へ の 移植 ， さ ら に よ り容 量の 大 きい 鉢 へ の 移植の 場合 に の み鉢の 容量 の 増加

　　　に 応 じて 追加す る ，用土 費 と肥料 費 は
，

こ れ ら用 土 と肥料 の 追 加分 に よ る追加 費

　　 　用 の 総和 とす る ．

　 （5）毎年
一

定量 を永続 的 に生 産する もの とす る ．

　 （6）需要 は
，

出荷量 に対 して
，

十 分に あ る もの とす る ．出 荷 は期末 と し
， 費用 は期首

　　　に，収入 は期末に，お の お の 発 生 す る もの と仮定す る．

　生産 にあ た り， 購入 を必 要 とす る 用土 ， 肥 料，栽培箱 ，鉢お よび 種子，苗は ，共 に 生

産 を開始 す る 前 にあ らか じめ 発注 し ， 生 産開始時 お よ び生 産期 間中の 作業 日程 に 間合 わ

せ ，使用で きる状態に ある もの とする．

　播種か ら 6 号鉢仕上 げ まで の 生 産期問中の
， 各開花期 に お け る開花率が 不確実 な状 況

の 下 で， 出荷鉢 の 大 きさは 4．5 号 ， 6 号お よ び 7 号 とす る ． こ の と き出荷鉢 の 大 きさに 対

し毎年
一

定の 棚面 積 を使用 し，開花率に対 し毎年等量 つ つ 生 産 を続 け る と き，安 定 した

生産状 況下 で
， 生産計 画期 間 丁 を有限 と し ，

こ の 期 間 中 の 年あ た りの 利益 を最大 に す る

生 産計画案 （以 下 で 案 と記 す ）の 選択 に つ い て 検討 す る ．以 下 で 発 芽後の 苗 は
， 出荷 ま

で の 生産期間中 ， 病害虫に よ る損失が 0 の 場合 に つ い て 検討す る．収集 した資料 をもと

に表 1 の 数 値 を作成 し， 以下 の 検 討 に適用 す る ．表 1 の 数値は
， 昭和 50 年 と平成 2 年お

よび平成 6 年 に 生 産者 か ら，お の お の 提供 して い た だ い た資料 をもと に して い る ．
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3． 方策 と費用

3．1　方策

　2．の 前 提（4）に対 し， 生産す る 品種 を もとに互 い に排 反 的な関係 にあ る 4 つ の 方策 と費

用 を，以 下 に定め る ．

　 1．種子 を 自家株 か ら採 取 （自給 ） し生 産 す る ．総 費用 （円） を C
。、

とお き， 用 土 費

　　　 （円），肥 料費 （円），栽培 箱の 償 却費（円／年 ）お よび鉢 費 （円〉の 和 とす る ．

　 2．b，品 種 の 種子 を購入 し生 産す る ．総 費用 （円）をC 。、 とお き，
　 b、 品種 の 種子 費 （円）

　　　用 土費 （円）， 肥料費 （円〉， 栽培箱の 償却費 （円／年）お よび鉢費 （円）の 和 とす

　 　 　 る ．

　 3．a 品種 の 種子 を購入 し生 産す る ．総費用 （円） を C
。、

とお き
，
　 a 品種 の 種子 費 （円），

　　　用 土 費 （円），肥 料 費 （円 ），栽培箱の 償 却費 （円 ！年）お よび鉢 費 （円 ）の 和 と す

　 　 　 る ．

　 4，b、品種の 種子を購 入 し生産す る．総費用 （円）をC ，、
とお き，

　 b， 品種の 種子費 （円），

　　　用土 費 （円），肥料費 （円），栽培箱の 償却費 （円1年）お よび鉢費 （円）の 和 とす

　 　 　 る ．

3．2 　1鉢 あた りの 費用

　種子 を購 入 す る場合の 種子 費 （円）は ， 歩留 ま り率 τ （0 ≦ τ ≦ 1．0）を考慮 した種子 の購

入 量 （粒） と購入 単価 （円／粒）の 積で 与える ．次に君子蘭の 生産に使用す る 用土 と肥料

の 購入状 況 を表 2 に 示す ．仕上 げ鉢 1鉢 あ た りの 用土 費 （円） と肥料 費 （円）は
， 容量 が

12 で 直径が 13．5cm の 容器 で ある 4．5号鉢 を基準 に用 土 と肥 料の 必 要量 とこ の ときの 費用

を算出 し ， 仕上 げ鉢 が 6号お よ び 7号 に つ い て は
，

こ れ らの 鉢 の 容 量（の に比例 す る もの

とす る ．は じめ に用土 は
， 田土 ，

ピー トモ ス お よび腐葉土 を混合 した もの を使用す る と し
，

こ の 場合の 1 鉢の 使用量 に対 し ，
2 ： 1 ： 1 の 割合で 混合す る もの とする ． 田土 は 1t （ト

ン ）を 40 立方 フ ィ
ー ト（1．13267   ）と した と き，

10七車 に よ る 田土 の 運搬量 を 1．13267 ×

104（の とす る．肥料費 に つ い て ，肥 料 の 購 入状 況 と 4．5号 鉢 1鉢 あ た りの 肥 料 の 必 要量 を

表 2 に定め る．鉢 費に つ い て ，2．の 前提（4）に対 し， 4．5 号鉢あ るい は 6号鉢 に移植 した個

体が 開花 し出荷す る場合 ， 移植 に用 い た こ れ らの 鉢 は
， 定植鉢 と して 出荷す る もの とす る ．

こ の と き4．5号鉢仕上 げに 対する 鉢費 （円）は
，
3号鉢の 償却費 と出荷鉢の 4．5 号鉢の 鉢

費の 和 となる ． また播種 に使用す る 栽培箱の 1 粒あ た りの 償 却費は
，
1箱 あた りの 播種数

を 150 （粒 〉 と して 算 出す る もの とする ． こ の と き仕上 げ鉢の 大 き さが 4．5 号 ，6 号 お よ
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び 7号 につ い て
，
1鉢 あた りの 用 t 費 （円）， 肥料 費 （円），鉢費 （円）を表 3 に示す ，品

種別 の 種子費 ある い は苗費 は，平成 2 年に 国内種苗 会社 2 社 か ら提 供 して い た だ い た資料

を もとに 表 3 に 示す．

　3．1 の 4 つ の 方策に対 し ， 表 1 ， 表 3 よ り， 仕上 げ鉢 1鉢あた りの 費用 を，表 4 に 示す．

表 1 数値

S　 10 s7 ：0．165 d6 ：2．5 c45 ：18 Cb ：3．5764N7 ：5．5

s3 ：0．0165 d
  ：0．09 d7 ：4．0 c6 ：42 α 45 ：500 ns ：3

s45 ： 0．0413d3 ：0．3 Co ：450 c7 ：65 N4．5 ：3．5

s6 ：0．0826 d45 ： 1．0 c3 ： 2．20 c 　 9，0152
y　
’ N6 ：4．5

S ：棚下 使用棚面積 （m
’1年〉， s3

，
s。、 ，

s6
，
s ， ： 3 号，4．5号，6 号，7 号の ，各鉢に 植 え付け た 個体 の 使用棚面積

（mL
’
X個），　 d，，，

d45，d， ，
d7 ： 3 号，4．5 号，6 弓，7号の，各鉢 の 容量 〔eノ個），　 c 。，c ，， c4 ，， ，cs ，c 、

：栽培箱 の 購 入費

（円 ／個），3 号鉢，4．5 号鉢，6 号鉢，7 号鉢 の ，各鉢費 （円 ノ個），Cy ，CI、：用土費 （円 〃 ｝ と肥料費 （円〃 ），　 N

4 、，Ne ，N ，
：4．5 号，6 号 お よ び 7 号の ，各仕 ヒげ 鉢 の fi・産 期 間 （年），α 、，： 4．5 号鉢仕 上 げ の 出 荷価 格 （円 〆個），

ns ：栽培箱 と償却用 鉢 の 耐用年 数 （年 ）．

3． 3　生産量

　播種 に必 要な棚面 積 （播種面積（m り）は ，播種数に対 し僅小 な の で ，播種面積は考察か

ら除 くもの とす る． さ らに 3 号鉢 か ら 7 号鉢仕 ヒげ まで の 生 産期 間 中 に花芽 を付け 出荷 を

計画 した個体 の み ，2 月中旬 に棚上 で 開花 を促 進 し3 月中旬 に出荷 する もの とす る ．鉢 の

大 きさ m1 （m1 ＝ 3
，
4．5

，
6

，
7）に よる棚 の 使用面積 を Sm

、 （  ／個），4．5号鉢 と 7号鉢に移植

した個 体の 出荷率 を p、 、，p，
とお く．い ま 2．の 前提（5）よ り， 播種後棚下 で 生産 を続け ， 3

号鉢へ の 移植か ら移植 した 7号鉢 を棚上 に上 げる 直前 まで の 1生 産期 間 あた りの 生産量 x

（個 ／年） とこ の と きの 棚 下 の 使用面 積 S （  ／年）の 関係 を（1）式に 示す ．

　　s3x ＋ s45x ＋ s6 （1 − P4．5 ）x ＋ s7P7x ＝ S 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　　（1）式 に表 1 の 数値 を適用 し， （2）式 を得る ．

　 　 　 　 　 　 606 ．0606
　 　 X ＝　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　（2）
　　　　 p7 − 0．5p4 ．s ＋ 0．85
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表 2 　用土 と肥料の 購入費お よび肥料 の使用量

用　 土 購 　入　費 肥 　 料 購 　 入 　 費 使 用 量

田　　土

ピートモ ス

腐 葉 土

15
，
000（円）！10（t）

4，500（円）！370（61袋）

　 850（円）！ 40（臼袋）

油 カ ス

骨 　 　粉

化成肥料

マ グアンプK

1
，
100（円）／20（kg1袋）

1
，
650（円）／20（kg！袋）

2
，
200（円）／20（kg1袋）

13
，
800（円）／22（kg／袋）

3（9／4 ．5号鉢）

2（9／4．5 号鉢）

1（9／4．5号鉢）

5（9／4．5号鉢）

表 3 仕上 げ鉢 1鉢あ た りの 費用

表 4 　方策 と費用

方策 と仕上 げ鉢1鉢 あた りの 費用（円）仕上 げ 鉢
の 大 きさ 1 2 3 4

4．5 号鉢

6 号鉢

7 号鉢

32．3249

812123

137．0997

94．8249

143．7123

199，5997

113．5749

162．4623

218。3497

194．8249

243．7123

299．5997
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4。 案の 優劣

　収入 は 出荷量 （個 ）と出荷価格 （円／個）の 積 と し
， 総 費用 は 2．の 前提（4）に 対 し

，
1 鉢

あた りの 総費用 （円 ／個）と生 産量 （個 ）の 積で 与 え る とす る ．利益 は 収入 と総費用 の 差

で 与 える とす る ． こ の と き生産計 画期 間 T で 得 られ る総収 入 と総 費用の 差 を総 利益 RT と

お き， さら に総利益 R
，
を年平均利益 R に 置 き換 え ， 出荷価 格 α6 ，

α
，， 種子費 Cs

， 苗費 CN， 歩

留 ま り率 τ（0 ＜ τ ≦ 1．0）お よび 出荷 量 X （生 産量 と出荷率 の 積で 与 え る ） を変数 とす る 目

的関数 と して （3）式に示す．次 に鉢の 大 きさが m （m ＝ 4．5
，
6

，
7）の 開花率 qm に対 し出荷率

Pm に 関す る制約条件 を（4）式 に示 す ．（4）式 は
，
2，の 前提（2）よ り， 出荷率 p、、，

　p，，
　p ，

はお の

お の 開花率 q 、 ，，q 、 ，
　q ，

の 範囲で 設 定 しか つ 出荷す る仕上 げ鉢 の 大 きさ は 4．5 号 ，6号 お よび

7 号 で あ る こ とを示す．

　　 MAX ：R ＝ R （α 6 ，
α 7 ，

　C
。 ，
　CN

，
τ

，
X ）　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （3）

　制約条件 ；

　　　　　0 ≦ P4．5 ≦ q45

　　　　　 0 ≦ P6 ≦ q6

　　　　　0 ≦ P7 ≦ q7

　　　　　P、，
＋ P、

＋ P，
＝ ・LO 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （4）

　　　　　 0 ≦ q45＜　1．0

　　　 　　 0 〈 q6く　1．O

　　　　　 q7＝ 1．0

　は じめ に 生産 に 必 要 な種 子 （ある い は 苗）， 用 土 ， 肥 料，栽培箱お よ び鉢 に対 し
，
1 生

産期 間あた りの
， 仕上 げ鉢 の 大 きさが m の 総 費用 を CmT （円 ／個），出 荷価格 （円／個） を

α m お よ び生 産期間 （年）を Nm とお く． こ の と き以 下 で
， 経 済性 に 関 して 最 有利 とな る方

策 と案お よ び こ の と きの 条件 に つ い て 検討す る ．

　（3）式 の 生 産計 画期 間 T （年）あ た りの 年平均利益 R（円 ）に つ い て ，以 下 で 1生 産期間の

長 さを生 産計画期間 T とお き，生 産は 1 回の み とす る場合 を（5）式 に 定め る ．

　R ＝ ［｛α 45 × ［S → P ］（i，
N ，．， ）− C4．ST ｝P45x

　　　 ＋ ｛α 6
× ［S → P1 （i，

N6 ）− C6T ｝P6x

　　　 ＋ ｛α 7X ［S → P ］（i，
N7 ）− C7T ｝p7x ］× ［P → Ml （i，

T ）　 　 　 　 　 　 　 　 （5）

　（5）式 お よび以 下 の 式 で
， ［S − P ］（i，

七）， ［P → M ］（i，
t）は ，

　 iを標準利率（％），
　t を年数

（年） とす る現価 係数 と資本 回収係 数 を表 し， 以下 の よ うに定義す る．

　　［・一 ・ 】（i’
・）一

、、1、）
，

… − M ］（i’ …
、一（f． 、F
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4．1　方策 に対 す る案の優 劣

　3．1 の 4 つ の 方策 に対 し
，
2．の 前 提（5）の 下 で

， 開花 した個 体か ら順次 出荷 して い く案 と

開花 した 個体を 7号鉢 に仕 上 げた後 出荷 す る案の
， 2 つ の 排反 な 関係 に あ る案を設定 し ，

こ れ ら 2 つ の 案を経済性の 面か ら比較する．

　第 1案 ：出荷 は 4，5号 ， 6号 お よ び 7号の
， おの お の の 大 きさの 仕上 げ鉢 とす る ．

　　　　　出荷率は ，p45 ＝ q4 ， ，
　 p6 ＝ q ，

＿q4 ，，
　 p7 ＝ q7 ＿q 、

．

　第 ∬案 ：出荷は 7号鉢仕上 げの み とす る．出荷率は ，p ，
＝ 1．0．

　検討 に あた り ， 生 産計 画期 間T （年）は 1生産期 間の 長 さN （年）で 与 え ， か つ こ の 期

間に生 産は 1 回の み行 うとする ．（5）式で ，3．の 方策に 対す る種子費 Cs （円！粒） と出荷

α 7

α6

α4、5

0123

．54 ．55 ，5

CT

（a）第 1 案 の 場合

t

α 7 α 7 α 7 α 7 α 7 α 7

0　 1　 2　 3　4　 5

T　　T

　 　 5．5　 　 7．5　 　 9．5
　 　　　 6．5　 　　　　 　　　 8．5　 　　　　 　　　 　　　　 10，5
TCT

t

　 　 　 CTN 　　 CTN

　　　　 （b）第 1案の 場合（n ＝ 3
，
N ＝10．5の 場合）

図 2 　キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

2263 ．7509

2217．2578

出
荷
価
格
a7 　 2000

甫
ノ

璽

100

里。 ，
． 2263 ，75。9 ．、．8249c 、 （i ． 3％ の 場合）

（1）
＼ 、　 a7 　＝ 　2217 ．257S − 1．6390 　Cs （i≡ 1％ の 場 合）

＼

x
（2）

　
、

＼ （3）
　 　 　 K 、
（2）　　　

＼ 、
　 　 （3）　　

、
＼

＼ 、　 （4）
　

Hx

　 （4）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 0　　　　　　　　　　 50　　65　　　　　　　100 　　　　　130

　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　 種子 費Cs （円f粒）

　　　　　　　　 図 3　種 子費 C 、 と出荷価格 α ，
に 関 する案の優 劣

（（ ）内 の 数字 は 方策を表わ す．τ ＝0．8 の 場合，第 1案 ：p4　s ＝ O．2
，
　ps　＝ 　O．6

，p7 ニO．2
，
α 6 ＝1

，
000 の 場合〉
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P710P4

08
P3

0．6
△

0，4

0．2P1P2

0P5 P6

00 、20 ，40 ．60 ．81 ，0P4
ゐ

（a ）実行可能領域 △

4，
Ba．

　 　 　 　 　 　 　 2e　　　　　　　　　　 ？お fi095m ’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　年平均棚上 使用而 積SK　｛m
“
）

　　 （b）年平均棚上使 用面積 SK と年平均利益RK

　　　（点 A
、

〜点eg：α
，
　＝ 　2，000，α

7
＝4，500 の 場 合，

　　　 点B
ユ

〜点B6 ：α 6
＝ 1，500，　a7 ＝4 ，500 の 場 合）

図 4　実行可 能領域 と利益

を生産計 画期 間の 期 末 まで 持 ち越 した と きの 出荷 価格 α ， （円／個 ）を外生 変数 と し ，
こ れ

らの 外 生 変数 に 数値 を与 える こ と に よ り年平均 利益 R （内生 変数） が定 まる とす る。い ま

第 K1 （K1 ＝ 1
，
　 H ）案 に よる年平均 利益 を RK

、 （円） とお く．他方仕上 げ鉢 1鉢あた りの

総 費用 （円）Cm
，
は

， 方策 J （J ＝ 1
，

…
，
4）に対 し CmT

、
とお き， さ らに 生 産 計画期 間 中の 総費

用 （円）を C
， 、

とお く． こ の と き総費 用 C
， 、

は 各仕上 げ鉢 の 大 きさ別 の 費用 の 和 （C 、、 T」

＊ p 、、
x ＋ C

， T 、 p 、
x ＋ C

， T 、p ，
x ）で 与 え る． い ま第 1案に よ る キ ャ ッ シ ュ フ ロ ーを図 2（a ）に

示す． い ま（5）式 で
， 標準利 率 i（％）の 値 に 対 しお の お の 表 1，表 3 の 数値 を適用 し，3．1の

4 つ の 方策 に 対 し
， 各方策 ご とに 個別 に 第 1案 と第 II案 の 生 産 計画 期 間 中 の 年平 均利 益 を

求 め る ．次 に こ れ ら 2 つ の 案 に よ る年平均利益 を求め ， こ れ らの 利益 が 等 しい と きの 7 号

鉢仕上 げの 出荷価格 を az 、 とお くと き， 出荷価格 α，．　B は 2 つ の 案 に関す る 優劣分 岐点価格

を表す ．以 下 で 種子費 C ，と優劣分岐点価格に 関 して
， 図 3 に 優劣 分岐線 と して 示す ．図 3

で
， 種子 費Csが 0 ≦ C ，

≦ 130 の 範 囲で か つ 標準利率 が 1％ 以 上 の と き ， 種 子 を 自給 す る

場 合 に 出荷 価 格 α ， が 2，200 円以下 の と きR 、
＞ R

， を得 ， さ ら に種子 を購 入す る 場合 ， 種子

費 Cs に 対 し出荷価格 α7が α ，
＜ 2，217 ．2578 − 1．639 　Cs の と き，

　 RI ＞ R
，
を得 ，

お の お の の

方策に対 し第 1案が 経済性 の 面 で有利 となる こ とが わかる ．

4 ． 2　案の 設定

4．1 に 関 して ， こ の 鉢花 の 開花率 に 対 し ， 出荷率の 面 か ら さ らに 検討す る．

以下 で
， （4）式の 制約条件式 を もとに ， 互 い に排 反的 な関係 にあ る 4 つ の 案 を設定す る ．
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　第 1案 ： 6 号鉢 と 7号鉢に仕上 げて 出荷す る．出荷率 は
， p 、

＝ q ， ， p ，
＝ q ，

− q 、
．

　第 2 案 ：4，5号鉢，6号鉢 お よ び 7号鉢 にお の お の 仕上 げて 出荷す る。

　　　　　出荷率 は， p 、，
＝ q 、， ， p ，

＝ q6 − q 、 5 ， p7 ＝ q7 ＿q6 ．

　第 3 案 ：4．5 号鉢 と 7号鉢 に仕上 げ て 出荷す る ．

　　　　　出荷率 は ， P　4．5 ＝ q4．5 ，P7 ＝ q7 − q4．5 ．

　第 4 案 ：全 て 7 号鉢に 仕上 げて 出荷す る．出荷率は
， p ，

＝ q ， ．

　い ま開花率 q45 ， q 、 ， q ，
が お の お の o．2

，
0．8

，
1．o の と きの 出荷率 p 、， ， p，

に 関す る制約領

域 を図 4（a ）に示す （△ の 部分）。図 4（a ）で 点 P 、

〜点 P
、
は 第 1案 〜第4案 に対応 す る．

　

年
平

均
利
益

RK　

芳
巴

嚇 合

苒

費
 
〔
円、’
本〕

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

（a ）年平均棚上使用面積SK と年平均利益RK （Cs ＝ 130，　　　　　　　　 （b）T − C 。 平面

　　 CN ＝ 200，α 6＝ 2，000 ，
α 7＝ 2，500 ，

　i＝ 1％ の 場 合）

　　　　　　　　　　　　　図 5　苗の 確保 と 2 つ の 方策 の 優劣

　 は じめ に 実行可 能領域 △ に対 し，（3）式で第K 案 に よ る年平均利益 （円） （以 下で 利益 と

記 す ）を R
。（k ＝ 1

，

…
，
4）とお く． また 第 K 案 に よ る 1生 産期 間あ た りの 年平均棚 上使 用面積

（  ）（以 ドで 棚 面 積 と記す） をSK とお き， 4 つ の 案 に よ る棚面積 S。 と利益 R 。 の 関係 を調

べ る ．

　 い ま 3。1で 方策 1 の 場合 に つ い て
， 出荷価 格 α

、，
α

，
に 数値 を与え ， さらに表 1

， 表 4 の 数

値 を適用 した場 合 を， 図 4（b）の S。
− R 。 平面 上 の 頂 点（SK，

　RK）で 示 す ．図 4（b）で 四角形の

頂点 A
、

〜頂 点 A
、 お よ び頂点 B 、

〜頂 点 B 、
は

， 出荷率 p、， ，p，
の 値 を図 4（a ）の 端点P 、

〜端点

P
、
で 与 えた場 合 を示す ． また 図 4（a ）の 端点 P

、，
P

，
は

，
4．5 号あ る い は 6号 の 各仕上 げ鉢 で

100 ％ 出荷で きる 場合 を示 し， こ の と きの 1生 産期 間あた りの 棚面積 SK と利益 R
。
の 関係

を図 4（b）の 頂点A
、 ，
A ，， お よ び頂点 B

， ，
B

，
で 示す．図 4 は

， 鉢の 大 きさが よ り小 （4 ．5 号あ
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る い は 6 号）の 時点で IOO9。 の 開花率が得 られ る よ うな品種が 出現 した とき， 最 大 （ある

い は最小）の 利益 が 得 られ る こ とを示す．

4．3　方策 の優 劣 と τ 一CN 平面

　生 産 に あた り， 外部 か ら改良品種 あ る い は新品種 を導 入す る場 合の
， 播種数 に 対す る苗

数の 確保 に 関す る経済的 な決定に つ い て
，
5．1の 4 つ の 案 を対 象に検討 す る，

　歩留 ま り率 τ の 実現値が 未知 で あ る こ とに対 し ，
こ こ で は種子 を購入 す る方策 （以下 で

方策 A とす る） と苗 を確 実 に得 る方策 と して
， 種苗 会社 よ り苗 を購 入す る方策 （以 下で 方

策 B とす る）を設定 し
，

こ れ ら 2 つ の 方策 の 経 済的 な決定に つ い て 検討 する ． こ の と き生

産す る 品種 は
，
2 つ の 方 策で 同 じb， 品種 とす る ．生 産計画期 間 T は 4 つ の 案 で 共 に 1 生産

期 間の 長 さと し
，

生 産 は 1 回の み とす る ． い ま
， 方策 A に 対 し歩留 ま り率 τ の 値 とこ の と

きの 種子 の 購 入量 を定め ， 方策 B に 対 し苗 費CN に 数値 を与える． こ の と き方策 B に 対 し，

（5）式 の 利益式で 種子費は苗費 （苗 の 購入量 （本） と購入単価 （円／本）の 積で 与える ）に

置 き換え
， 表 1

， 表 3 の 数値 を適用す る ．結果 は
， 方策 A

，
B に 対 し

， 第 K 案に よる棚面積

SKと利益 RK の 関係 を図 5（a ）に示す． 図 5（a ）で方策 B に よ る 4 つ の 案 に 関する棚面 積 S。 と

利益 RK の 関係 を四 角形 B
、
B

、
B

，
B

、
の 端点で 表す ． こ の ときこ の 四 角形で 示 した棚面積

に対する利益の 大 きさは
， 方策 B に 対 し

， 経済性 の 面 か ら
， 苗の 確保 に 方策 A を選択すべ

きか否か の 分岐点を表す．以下 で
，

こ の と きの 分岐点を求め る ．

　い ま（5）式 に対 し，2 つ の 方 策で 相 違 す る 要 因 は
， 方策 A で は播 種 数に 対 す る種子 費で

あ り， 方策 B で は苗 費で あ る． 2 つ の 方 策で 利益 RK が等 し くなる場合 は
， 歩留 ま り率 τ

の 値 が種子 費に対す る 苗費の 比 に等 しい 場合 で ，
こ の と きの 歩留 ま り率 τ の 値は表 3 の 数

値 を適 用 し 0．65 を得 る ． い ま（5）式 で 歩留 ま り率 τ と苗費 CN を外 生変数 と し， 2 つ の 方策

に よる利益 RK が等 しい 場合の 優劣分岐線を ， 苗費C
。
を歩留 ま り率 τ の 関数 と して 図 5（b）

に示 す． 図 5（b）で ，
R

。，
　R

。
は

， 第 K 案に対 し
， 方策 A

， 方策 B に よ る利益 をお の お の 表

す ．図 5（b）よ り，歩留 ま り率 τ が o，8 に 対 し，種 子 を購入 す る方策 A が 有利 とな る 条件 は

苗費が 163円以上 の 場 合 で あ り， 歩留 ま り率 τ に対 し，苗費 C 。 が C
。
＞ 130／τ の と きで あ

る こ とが わ かる ．

　発芽後の 生育の 良好な苗が得 られ る比率が 未知の 新品種ある い は 改良品種を外部か ら生

産 に取 り入 れ る に あた り， 確実 に計画 した苗数が得 られ る場合を もとに 導 き出した優劣分

岐線は ，種子 を購 入 する 場合 の 判 断 に有用 と考 える ．

4．4　購 入 する品種の 種子費 と案の優劣

　4．3の 検討結果 を考慮 し ，
こ こ で は 生 産計画期 聞 中は種子 の 自給 あ る い は （外 部か らの
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新品種あ る い は 改良品種 を含 む）種子 の 購入 に よ り， こ の 期 間中の 生 産 を安定 した状 態で

維持 して い くとす る ．以下 で 生産計画期間 T に対 し，
n 年（n ＜ T ）に 1 回種子 を購入 する と

した と きの
， 利益 RK が 最 大 に な る条件 に つ い て 検討 す る ，検討 に あた り， 種子 の 購入間

隔 n に対 し購入す る 種子 の 品種 は b、 かあ る い は b 、
の い ず れかの 場 合 と し，4．2 の 4 つ の 案

に 対 し
， 標準利率 i（％）と歩留 ま り率 τ は ， 生 産計 画期 間 中

一
定 とす る． い ま種子 の 購 入間

隔 n が 3（年 ）で 第 1案の 場合の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ーを図 2（b）に示す ．図 2（b）の 1生 産期 間あ

た りの 総 費用 （円／個） は
， 種子 費を含む場合 を C

。 N ， 種子 費 を含 まない （自給す る ）場合

を C
。
とお く． また（3）式の 利 益式で 総費用 （円 ！個）CmTを Cmbh（m ＝ 4．5

，
6

，
7

，
　b ＝ 1

，
2

，
　h

＝ 1
，
2）とお く． こ の と き総費用 Cmbhに つ い て ，購入 す る年 に購 入す る種子 の 晶種が b

、 （あ

る い は b 、 ）の と き下 付 き文字b に数値 1 （あ る い は 数値 2） を与 え， さ ら に下付 き文字 h

は
， 総費用 に種子 費を含む場合 は数値 1 を与 え ， 種子 費 を含 まない 場合 は 数値 2 を与える ．

こ の と き（3）式の 利益式に 対 し ， 以下 で 生産計画期間 T が 10．5 年の 場合に つ い て ， 第 K 案

に よる利益 R
。
が最 大 に な る 条件 を導 き出す．

　 以下 で ， 第2案 の 場合 に つ い て
， 利益 R ， を（6）式 に示す ．

　 R2 ＝ ［α 4．fip4．5｛［S→P】（i， 3．5）＋ …＋ ［S→P ］（i， 10．5）｝× ［P→M 】（i，10．5）

　　　 ＋ α6p6 ｛【S → P｝（i，　4．5）＋…
＋ ［S → Pl（i， 10．5）｝× ［P → M1 （i，10．5）

　　　 ＋ α 7p7｛［S → P｝（i，
5．5）＋ …＋ 【S → Pl （i， 10．5）｝× ［P → M ］（i，10．5）

　　　 − C
，．sb，p，．，｛1＋［S → P］（i， 3）＋ ［S→ P｝（i，

　6）】× ［P → M ］（i， 10．5）

　　　 − C4，sb2p4．s ｛［S→ P］（i，
1）＋ ［S→ P］（i，2）＋ ［S→ P1（i，4）＋ ［S→ P 】（i，

5）

　　　 ＋ ［S→P］（i，7）｝× ［P → M ］（i，10．5）一　C6，，p6　（　1＋ 【S→P】（i，
3）

　　　 ＋ ［S → P］（i，　6）｝×［P → M1 （i， 10．5）− C6b2p6｛［S → P1（i，1）＋【S → P ］（i，2）

　　　 ＋ ［S → P 】（i，
4）＋ ［S → P ］（i， 5）｝× ［P → M ］（i， 10．5）− C

，，，p7｛1＋ ［S → P】（i，　3）｝

　　　 × ［P → M1 （i，10．5 ）− C7b2p7｛［S → P ｝（i， 1）＋ 「S → Pl（i，2 ）＋ ［S → P ］（i，
4 ）

　　　 ＋ ［S → P1 （i， 5）｝× ［P → M ｝（i， 10．5）1x　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6）

　第 1案 ，第 3案，第4案 に つ い て も， 同様に して 示す こ とが で きる ．

　 は じめ に bl （ある い は b
、）品種 の 種子 を 3 年 に 1 回購 入す る と し， 他 方 出荷価 格 α

、，
α

，

が お の お の 2
，
000 （円／個），

2
，
500 （円／個））の 場合 とする ． こ の と き表 1，表 3 の 数値 を

適用 し
， 棚面積 SK と利益 RK の 関係 を図 6（a ）に

， 品種 b
、，
　b

、
に 対 し

， 四角形 の 頂点 A
、

〜頂

点 A
、
お よび頂 点 B 、

〜
頂点 B 、 で 示す ．次 に 購入 品種 b

、 （あ る い は b
、）に 対 し，出荷価格 α

、

， α， を外生変数 と し，
こ れ ら 2 つ の 変 数 に関 して 利益 R 。 が 最 大 に なる条件 につ い て ， 4 つ

の 案 に よ る 利益 を比較 す る こ と に よ り求め
， 表 1

， 表 3の 数値 を適用 した 場合 を図 6（b）の

α 、
一

α ，平面上の 領rk　E ，．
で 示す．図 6（b）に つ い て

， 実線お よ び破線で 示 した 2 つ の 領域の
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境界線は 優劣分岐線 を表 し， 表 5 に示す ． こ の と きこ の 平面上 の 領域 E
．，

は
， 品種b

、，
　b

、
に

対 し個別 に 導 き出 した α
、
一α

， 平面の 領域 EKb
、 ，

E
。 、 、

の 共通 領域（Erm， ∩ EKb2）を表す． こ の

と き出荷価格 α
，，

α
，
に 対 し点（α ，，

α
，）が 領域 EK

、
に ある と き， こ の 領域 内で 晶種b 、，

b、
の 種子

費 （あ るい は種子費　C 、が 0 ≦ C。、 ≦ 130 ）に対 し，常 に 第 K 案が 経済性 の 面で 最有利 とな

る こ と を示す ．

4 ． 5　種子 の 購 入間隔 と案の 優劣

　生 産計 画期 間中の 生 産 は ，4．4 と同 様に種子 の 自給 ある い は 外部か らの 種子 の 購 入に よ

り行 うとする ． こ こ で は 生産計画期 間中 に購 入す る 種子 の 品種 を b
、
とす る と き， 種子 の 購

入間隔 n に 対 し第 K 案が 最有利 となる条件 を，4 つ の 案を比 較す る こ とに よ り導 き出す．

　生 産計 画期 間 T は 4．4 と同 じ 10．5 年 C 一
定） とし ， 種子の 購入 間隔 n は

， 3年 と 6 年 の

2 つ の 場合 とす る ．種 子の 購入 間 隔 n を 3 （年） とす る 場合 の 利益 RK は
，
4．4 と同様 に し

て 定め る こ とが で きる ．以 下 で （3 ）式の 利益式 に 対 し，種予の 購入 間 隔 を 6 （年） と し ，

こ の と き第 2 案に よる利益 R 、 を（7）式 に示す。（7）式で
， 総費用 Cmbh （円／個） の 下 付 き文

字b は 購入品種b が b、
で ある こ と対 し ， 数値 1 を与 え た場合 を示す．

　R2　＝ ［a4．sp4s ｛［S→P1 （i， 3．5）＋
…

＋ ［S → P ］（i，
10．5）1× ［P → M1 （i， 10，5）

　　　＋ α 6p6 ｛［S → P ］（i， 4、5）＋
…

＋ ［S→ P］（i，　10．5）｝X ［P → M 】（i，10．5）

　　　 ＋ α 7p7 ｛［S → P ］（i， 5．5）＋ …＋ ［S → P ］（i，
10．5）｝× ［P → M ］（i， 10．5）

　　　− C4
． 1p4sll ÷ ［S → P ］（i，

　6）｝× ［P −・ M1 （i，　10．5）

　　　− C4512P45｛［S→ P 】（i， 1）＋ …＋ ［S→P1（i， 5 ）＋ ［S → P 】（i， 7）｝

　　　 × ［P → M ｝〔i， 10．5）− C6
，1　p6　（　1＋ ［S → P］（i， 6＞｝x ［P → M ］（i，10．5）

　　　− C6i2p6｛【S → P亅（i， 1）＋
…

＋ 「S→ P］（i， 5）｝× 【P → M ］（i， 10，5）

　　　 − C，uP7 ［S→ P1（i，　3）× 【P → M ］（i， 10．5 ）

　　　 − C7i2pT（［S → P 】（i， 1）＋ …＋ ［S → P ］（i，
5）｝× ［P → M ］（i，　le．5））1x　　　　　　　　　　（7）

　4．4 と同様 に して
， 種子 の 購 入 間隔 n が 3 あ る い は 6 の 場 合 を，第 K 案 に つ い て 出 荷価

格 α ，，α ，が お の お の 2，000 （円 ／個 ），2，500 （円 ／個 ）の 場合 の 利益 R 。 を求め
， 棚面 積 SK

と利益 RK の 関係 につ い て ， 表 1， 表 3 の 数値 を適用 し， 図 6（c）に 四 角形 の 頂 点 Al〜頂点

A 、 お よび頂 点 Bl 〜頂点 B
、
で 示 す． さ らに 出荷価格 α

、，
α

，
を外生 変数と し，利益 RK が 最 大

に な る 条件を図 6（d）の α
，

一
α

，平面に 示す．図 6（d）の 境界線 は優劣分 岐線を表 し表 5 に ・∫ミ

す ．図 6（d）の 領域 EKn は，種子 の 購 入 間隔 n が 3 （年 ）お よ び 6（年 ） に対 し，お の お の 個

別 に 導 き出 した α
，

一
α ，平 面 上 の 領域 EK、，　EK 、

の 共 通 領域（E ． ∩ EK 、）を表す ． こ の と き出荷

価格 α 、，α
， に対 し点（α、， a ，）が 領域 EKnに ある と き，

こ の 領域 内で 品種 b
、
の 購 入 聞隔 n の 値
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が 3 ≦ n ≦ 6 の 値 に 対 し
， 常 に 第K 案が経済性の 面 で 最有利 となる こ とを示す．

4．6 領 域 EK

　4．4 ， 45 の 検討で 得 られ た結果 を もと に ， b1ある い は b
、 品種の 種子 を購 入聞隔 n で 購 入

す る こ とに 対 し， 経済性 に 関 して
， 常 に第 K 案が 最有利 となる条件 を導き出 す．

　い まb
、
あ るい は b

、 品種の 種子 の 購 入 間隔 n が 3 ≦ n ≦ 6 の 値 に 対 し
， 常 に 第 K 案が収益

性 の 面 で 最有利 と なる 条件 を領域 E 。
で 示す。 こ の と き領域 EKは， 4．4，4．5 よ り，

E
。

＝ E
。、

∩ E ，．，で 与 え られ る ．表 1，表 3 の 数値 を適 用 した場 合の 領 域 EK を図 6（e ）に 示 し ， 図 6（e ）

の 境界線 を表 5 に示す． い ま出荷価 格 α 、 ，
α ， が α

，
　＝ 　2

，
000

，
α ，

＝ 3
，
000 の と き，出荷価格 α

、 ，

α
，
を座標 とす る 点 A （2 ，

000
，
3

，
000）を図 6（e）の α、

− a ， 平面 に打点 する ． こ の とき点A は A

∈ E
、
よ り，b

、
あ る い は b

、
品 種 （種子 費 C

，
が 0 ≦ C

，
≦ 130 の 範 囲の 値で ）の 購入 間隔 n が

3 ≦ 11 ≦ 6 の 値 に対 し ， 生産計画 は 6号 と 7 号 に仕上 げて 出荷 す る と き利 益 が 最 大 に な る

こ とが わ か る．
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表 5 境界線

5． お わ りに

　温室で 生産す る鉢花の 生産計画 問題 を，富山県内の 参考農家で 生産 してい る君子蘭の 場

合 に つ い て
， 経済性 の 面か ら優劣分岐分析 に よ り検討 した ．検 討 にあた り，

こ の 鉢花の 生

育上 の 問題点 と して 歩留 ま り率 τ と 開花率 を考慮 した． さ らに 生 産計 画期 間 は有限 と し
，

こ の 期 間 に毎年
一

定の 棚面積 を使用 し ， 開花率 に対 し仕上 げ鉢 の 大 きさを4．5号 ， 6 号お よ

び 7 号 と し
， 毎年等量つ つ 生 産 し出荷す る と した ．検討 は

，
は じめ に 開花率 を考慮 し2 つ

の 案を設定 し，種子 の 供給 に関 して 4 つ の 方策を設 定 し， こ れ らの 方策に対す る案の 優劣

を， 種子 費C ，
と 7号鉢仕上 げの 出荷価格 α， に関す る 優i劣分岐線で 示 した．次 に ， 外部か ら

生 産す る品種 を採 り入 れ る に あた り，
こ れ らの 品種の 歩 留 ま り率 τ が 不確 実の と き， 苗 の

購入 を 1 つ の 方策 と した と き ，
こ の 方 策 に対 し ， 種 子 を購 入 する 方 策が経 済性 の 面 で よ り

有利 と な る条件に つ い て 検討 した ．検討 は ，2 つ の 方策 で 相違が 出る費用 に着 目 し，結果

は案に よる利益が ，2 つ の 方策で 等 し くなる と きの 歩留 まり率 τ の 値 お よび歩留 ま り率 τ と

苗費 CNに関 す る優劣分 岐線 を導 き出 した．最 後に ， 4 つ の 案 に対 し ， 生 産す る 品種 と種子

の 購入 間隔 に関 して
， （a ）種子の 購入 間隔 を定め

， 生産 品種 に対す る案別の 利益 と案の 優劣 ，

（b）生 産す る品種を定め
， 種子 の 購 入 間隔 を 3年あ る い は 6 年 とす る場合 の 種子 の 購 入 間隔

に対 す る 案 別の 利益 と案 の 優劣 の
，

こ れ ら 2 つ の 場合 に つ い て経済性 の 面か ら検討 した．

結果 は（a ）， （b）に つ い て
， 第 K 案 が収経済性 に 関 して 最有利 とな る 条件 を出荷価格 α ，，α ， に

関す る α
，

一
α ，平面 に 領域 EKb ある い は領域 EK

、
で 示 した後 ， さら に領域 EK を導 き出 した．

　君子蘭の 生産上 の 問題 点 を考慮 した鉢花の 生 産計画問題 を検討す る こ とで ， よ り
一

般的

な鉢花 生 産 に関す る生 産計 画問題 を検討す る こ とが で き，
こ の こ とか ら他の 鉢花 （例えば

シ ャ コ （葉）サ ボ テ ン ， シ ク ラ メ ン 等）の 生 産上 の 問題点 を考慮 した生 産計画問題の 検討

に も応用 で きる と考 える ．
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      A  Study  on  Production  Pranning  of

C. miniate  Regel  from  Economic  Viewpoints

Yoshihiro Maruyama*

Abstract

  The production planning  problem  of  pot flowers in a  greenhouse  was  examined

concerning  profitability by  break-even  analysis.  The  present  model  study  was

made  on  production ofC.  miniate  Regel in a  definite period, Considering the  rate  of

fiowering, several  alternative  plans were  tested  using  various  sizes  of  finishing pot
ranging  frorp No.4.5 to No.7. Evaluation of  these pians were  made  according  to the

fo11owing three items for seed  supply:(1)  way  to supply  the  seed,  (2) way  to secure

the seedling,  (3) the purchase  price  hnd purchase  interval for the seed.  The

results  were  expressed  in a  chart  aecording  to the  location of  respective  items.

Regarding  the  first point, (1) seeds  cost  (Cs) and  the shipment  price (a,) were  deter-

mined  taking into account  the standard  rate  of  interest. The second  point (2), the

yield rate  (T) and  the seedling  eost  (CN) were  presented  paying  attension  to respec-

tive costs  diffbring among  those  p]ans,

  The  last point (3), the prices of  shipment,  a,  and  a,  were  estimated.  From  these

results,  it was  assumed  that  the values  for the  yie}d, the  rate  of  flowering and  the

shipment  price obtained  from the present study  might  be applicable  to production

planning  for other  kinds of  pot flower,

                            Key  Words

Production Planing, Break-even Analysis, Economy,  C.miniate Regel, Greenhouse,

Bench  Area.

 Submitted  June 1994
 Aecepted  July  1995.
*
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管 理 会計 学 1996 年 第 4 巻第 1 号

論 　文

補助 部門で 相互 に 用役授受が 無い 場合の

　　変動製造間接費差異分析に つ い て

今林　正明
＊

〈 論文要旨〉

　変動製造間接費の 原価 差異分析 を お こ な う場 合，従来の 方法 で は
， 総差異 を単に能率

差異 ， 予算差異 に 区分す る に と どま っ て い る ．こ れ は
， 製造部 門活動量 に対 し て 変動原

価が 線形的 に変化す る こ とを仮定 し
，

か つ 暗黙 的に 補助部門活動量 と製造部門活動量 も

また線形的 に変化す る こ とを仮定 し て い る た め で ある ． しか し
，

こ れ らの 仮定が 満 た さ

れ無い 場 合，例 えば，補助部門の 不能率に よ っ て 補助部門 に投入 され た原価 要素が 無駄

に消費され る とそ の 浪費額が予 算差異 に含まれ ，従来 の 方法は誤 っ た 原価情報 を与 える

こ と に なる ．

　そ こ で
， 本論文で は補助部 門相互 間に用役 の 授受が 無 い 場合に つ い て ，製造部 門か ら

補助部門 に い た る複数の 活動量 を考慮 した，変動製造 間接 費差異分析の 方法 を提案す る

もの で ある．

　本論文 で は，以下の 3 モ デ ル に つ い て 差異分析法 を提案する ．

モ デ ル 1　製造 部 門 に投 入 され た変動製 造 間接費要素 と製造 部門活動量お よび製品生 産

量 との 関係で差 異分 析 を試 み る モ デ ル ．

モ デ ル 2　1補助部門 と 1製造部門が 存在す る場合に つ い て，補助部門に投人 され た変動

製造間接 費要素 と補助部 門活動量，製造部門活動量 お よび製 品生産量 と の 関係で 差異分

析 を試み る モ デ ル ．

モ デ ル 3　 1 か ら m まで の m 補助部 門 と 1 か ら n まで の n 製造部門が存 在す る場 合 に つ

い て ，補助部門 に投 入 され た変動製造 間接費要素 と補助部 門活動量 ， 補助部 門か ら製造

部門へ 提供 され る用役 の 提供比率，製造部 門活動 量お よび 製品生 産量 と の 関係で 差異分

析 を試み る モ デ ル ．

　こ れ ら の モ デ ル に よ っ て 示 され た 変動製造 間接 費差 異分析法 に よ っ て
， 原価管理 に 有

用 な情報が得 られ る こ とを示 した ．

〈 キ ーワ ー ド〉

標準原価計算，差異分析 ，補助部 門費配賦 ，複数基準配賦法 ， 直接配賦法

1995年 11月 　受付
1995 年 12 月　 受理

＊ 東京理 科大学 諏訪短 期 大 学　 卑任 講師
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1．． は じめに

　製造 間接費 は 現実 に は複 雑 な関数 に よ りあ らわ され る に もか か わ らず ， 標準 原価計 算 に

よ る原価統制方 式で あ る製 造間接費差異分析 で は ，従来 は単に単純な線形性 を仮定 して 予

算差異 ， 能率差異お よび操業度差 異 に 区分す る方法に とど ま っ て い る． したが っ て ，
こ こ

で 変動製造間接 費差 異分析 に つ い て 議論 を限定す る な らば
， 従 来の 方法で は 製造部門の 活

動量 （操 業度 ）と して は単純 に直接 作業時 間や機械運 転 時間 が と られ て い る にす ぎず，そ

れ らの 差 異の 中 に は活 動量 に対す る補助部 門投入 材料 の 消 費能率差異や 投入要素価格差異

な どが混在 して い る が ， 必 ず しも差異発 生原 因別 に 原価差異 を識別 して る とは い えない ．

また
， 部門別変動製造間接 費 は各部 門の 製造部 門変動 固有費 と関連諸部 門変動費か らの 配

賦 額の 和 との 合計か らな っ て い るか ら ， 各補助部 門か ら各製造部 門に提供 され る用役の 消

費能率等の 諸 要因 の 変化か ら生ず る 差異 を把握す る必 要が あ る ．その ため に
， 補助部門か

ら製造 部 門に 用役が 提供 され
， 良品お よび仕損 品が 産 出 され る過程 を正 確 に 跡づ け る こ と

に よ っ て
， 原 因別 の 差異 を求め る方 法が必 要 とな る で あ ろ う．

　 標準 原価計 算 に お ける 製造 間接費差異分析 の 伝 統的方法 は，簡便で は ある が ど ちらか と

い えば粗略で あ る とい える． こ れ まで に ， 変動直接材料費の 差異分析に つ い て は片岡 ［2］，

変動直接労務費の 差異分析 に つ い て は
， 片岡 ， 今林 ［4］に よ っ て 原 因別差異 分析が 提案

され て きて い る ． また
， 配賦 は因果関係配賦 と合 目的的配賦 の 2 つ に 大 き く分類 され て い

る （片 岡 ［1】）．因果 関係 配 賦 は
， 財 貨用 役の 流 れ の 因果 関係 を物量 に よ り測 定 しそ の 比 率

で 配賦 す る 方法 を い い
， 投入量 と産 出量 の 因果関係 を重視す る た め

， 変動費が その 対 象 と

な る ．一
方 ， 合 目的的配賦 は ，投入量 と産出量 に 因果関係 の 無 い 原価 を 目的適合的 な い し

政策的にい か に製品に負担 させ る方法で あ り，固定費が そ の 対象で ある ．変動製造間接費

差異分析に お い て も因果関係配賦 を前提 と して 財貨 と用役の 流れ を正確に跡づ け る方法 を

用 い る こ とが で きる．

　 そ こで ，本論文 で は補助 部 門相互 間の 用役の 授 受が 無い 場合 の 変動製造 間接費差異 分析

に つ い て
， 各部 門 別 ， か つ 差異発生 原因別 に原価 差異 を識別 す る方法 を提案す る こ とを目

的 とする ．

　本論文の 構成は 以下の とお りで ある ．第 2 節で は製造間接費差異分析の 従来の 方法 とそ

の 問題点 を示 し
， 第 3 節で は提案す る 差異 分析方法 を説 明す る た め に用 い る 3モ デ ル を提

示 し，第 4 節か ら第 6 節 で は 各モ デ ル に 対す る具体 的 な差異分析方法 を提案 し
，

か つ モ デ

ル の 概 要 を示 した 各図 の 数値 に も とづ き差異 分析 の 計算例 を示 す ．第 7 節 は ま とめ で あ

る ．
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補助 部門 で 柑 互 に 用役授 受 が無 い 場 合 の 変動製 造 間擾 費差 異分析 につ い て

2． 変 動製造間 接 費差 異分 析の 従来の 方法 とその 問題点

本節で は
， 変動製造間接 費差異分析の 従来 の 方法の 問題点 を検討 す る ．

V

Va

Vs

  ：変動費予算差異

  ：変動費能率差異

 

 

　　　　　　　　　　 o 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h

　　　　　　　　　　　　　　　　　 hs　　ha

　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 図 1　従来の 差異 分析

　従来の 方法で は
， 図 1の よ うに 横軸 に製造部門活動量 ， 縦軸に変動原価 を とる と

， 変動

製造間接費は，能率差異  と予算差異  に 分 離され る． その 問題点は
， 補助材料費 を例 に

と っ て 片 岡 ［1］ に 示 され て い る とお り ， 補助 材料費が 本来 的 には 材料消費量基準 に よ っ

て
， 価 格差異 と数量差異 に 差異分析 され る べ きと こ ろ を ， 他 の 製造 間接費を

一・−t
括 して 直接

作業時 間 （もし くは 機械 運 転時 間） あた りの 配 賦 率で 配賦 され，予 算差異 と能率差 異 に 分

解 され る こ とで あ る ．片 岡 ［2］で は
， 補助材料 費 に つ い て

， 価格 差異 と予算差 異が 一
致

す る の は
， 直接作業時間 （もし くは 機械運転時間） と生 産数量が 正比例する場合の み で あ

り，そ の 仮定 が 満た され な い 場合 は原価管理上 の 意味 は少 な い と して い る ．

　横 軸 に製造 部 門 活動量 （直接作業時間，機械 運 転時間等）を と り変動製造 間接 費 の 差異

分析 をお こ な う伝統 的方法 で は
， まず，補助部門 活動量 と製造部門活動量の 関係 を明 らか

に す る こ と を怠 っ て い る ． その こ と を数値例 に よ っ て 示 そ う．

　変動費の 標準は以 下 の よ うに与 え られ る ，以 下の 数値例で は，用水部 門は外部購入 し た

電力 に よ っ て揚水 ポ ン プに よ っ て 井戸 水を汲み 上 げ，製造部門 に送 っ て い る．

　　 （物量 に つ い て ）

機械運転時 間標準 （h／Q）

用水消費量 標準 （q／Q）

補助 部門用 役産出能率標準 （λ）

補助 部門 電力消費量標準 （U ）

（原価 に つ い て ）

補助部門電力消費価格標 準 （p）

1　　 h／個

O．Ol　 kV 個

1　　 h／kl

O．5　 kwh ／h

200 　 円 ／kwh
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補助部 門消費電力費標準（U ）

　　　　200　（円塩 wh ）XO ．5（kwh ／h）＝

補助部門 （用水部 門）か ら製造部 門へ

　　　 　　　送 られ る 用水振 替原価

用水費標準

100 円 th

100 円／kl

　 1 円／個

　こ こ で ， 補助 部 門 変動費の 要素 は
， 電 力費の み で あ る とす る ．次 に実際値 が次 の よ う

に あ らわ され る ．

　　 （物量 に つ い て）

製品生 産数量 （Q 。 ）

製造部 門実際活動量 （h）

製造 部 門実際 用 水消費量 （y）

補助部 門用役実際投入 能率 （ε）

補助部門実際活動量 （h）

補助部 門用役実際産 出能率 （λ）

（原価 に つ い て ）

標準 原価

補助 部門実 際消費電力価格 （p）

補助 部門実際消費電力費 （Cs ）

100

100

1

0．8

100

1

個

h

kl

kwh ／h

h

h／kl

（補助 部門 で 用水 1 （kD を汲 み 上 げ る た め の 標準 ）

　　　 　　　　 　　　　　 　　 200 　　円／kwh

　　　200 （円 血 wh ）× 0．8 （kwh ／h）× 1 （h／kl）× 1（kl）＝ 160　 （円）

　 こ の 例 に お ける差異 を従来説 に よ っ て 求 め る と以 下 の よ うに なる．

　　総差異　用水費実 際原価 一用水原価標準 × 生 産量 ＝ 160 − 1 × 100 ＝ 60 円　（不利 ）

　　変動 製造間接 費予 算差異　60　円 （不 利）

　　変動 製造間接 費能率差異　　0　円

　数値例 に あ る よ うに
， 標準 に対 して 実際で は

， 補助部 門揚 水 ポ ン プ の 不 具合 に よ っ て
，

ポ ン プの 単 位運 転時 問あ た りの 水 の 消 費量 が 増 加 して い る ． しか し，従 来の 方法で は，

こ の 差異 は
， 予算 差異 に 含 まれ て しまう． また

， 補助部 門変動 固 有費の 標 準原価 と実際

原価 の 中に も，固有費 に 含ま れ る個 々 の 原価要素 に つ い て の 価 格差 異 ， 数 量差異 が混在

して い る ．

　片 岡 ［1］に お い て も述べ られ て い る よ うに ， 補助部門 原 価要素投入量 ， 補助 部門活動

量 ，製造 部 門活動 量 ，生 産 数量 の 間 に 線形 性 の 仮 定が 成 り立 つ と き以 外 は
， 予算差 異 と

能率差異の み に よ る差 異分析が 意味 をな さな い こ ととな る ．
．

　 また
， 製 品数量 と製造部 門活動量 の 間 に線形性 の 仮定が 満た され て い る場合で も，能
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率差異 の 中に
， 製造 部門が 標準 よ り多 くの 用役 提供 を要求 した こ とに 起 因す る 部分 と，補

助部 門が製造部 門要求量 以 上 の 用役 を無駄 に提 供 した こ とに 起因す る部分が 混在 して しま

うと い うよ うに ，性 質の 異 な る原 因 に よる差異が 一
つ の 差 異 に よ っ て あ らわ され る．

　以 ．ヒの よ うに
， 伝統 的方法 で は

，
生 産活動 に おけ る 用役 の 無駄 な消費を予算 差異 もし く

能率差異 で あ らわ して も原価統制 に有用 な情報 を得 る こ とは 困難で あ ろ う．そ こ で
， 補助

部門 間相互 の 用 役提供量 ， 補助部 門 か ら製造部門 へ の 用役提 供量 ， 製造 部門活動 量 と生産

数量 の 3段 階 に つ い て ，変動 製造 間接 費差異 分析 の 方法 の 検討 をお こ な う必要が あ ろ う．

3． 変 動 製造 間 接 費差 異分 析 法 モ デ ル の 構 築

　本論文で は ，3 つ の モ デ ル を用 い て 新 しい 差 異分析 方法 を提案す る ．

　以 下 の 3 つ の モ デ ル で は
， 製 造部 門 もし くは補 助部 門に 投 入 され る 多 くの 変動 原価 要素

の うち，
一

つ の 変動原 価 要素 に 着 目 し，そ の 各々 に つ い て 各活動量 （総 生 産量 Q 。 ，製 造

部門機械運 転時 間 h） との 関係 で 差異分析 を進 め て い く． なお ， 各モ デ ル で は
， あ る 部 門

に投入 され る原価要素 は 1種類 で ある と仮定す る が ，

一
般式 を しめす式 （1）か ら式 （20）に

お い て は複数 の 原価要素の 種類 を示す添字 iを付 して 分析 を進 め る．

　な お ， 本論 文で 用 い られ る 変数 に 添字 s を加 えた場合 は そ の 値 が標 準値で あ る こ と を示

し，
a を加 えた場 合は実 際値 で あ る こ とを示す ．

告 1亅 」1
衣 口口

Q 。 s
冨Q 、、

＋ Qds
＝ LOOO＋ 100＝ 1，100

1 製造部門

j＝1

（活動 量 　hs ＝LlOO （時間））

変 動 製 造 問 接費投 人 要 素 i

価格 Pls × 数量 qls

ニ1，000 ・550

＝550，000

製品bQ

。 s
ニQG＋ Qds

＝ 1，000 ＋ 105＝ 1，105

I　　　　　　　
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　
1　
i　　．

製造部門

　　　j＝1
I　
I　
i　l　　　　　　　　　I

（活動量 　ha＝1，220 〔時 間）〕

変動製造 間 接費投 入 要素 i

価格 Pl
、

× 数量 ql
、

＝1．050 ・577

＝605，850

　　　　　　　　　　 図 2　モ デル 1 （左 図 は標 準，右図 は実際）

　モ デ ル 1 で は ，製造部門 に投入 さ れ る あ る
一

つ の 変動製造 間接費要素iと，製造部門活

動量 h お よび仕損 じ品数量 Qd を含 む総生 産数量 Q 。
との 関係 に着 目 した差異分析 方法 を
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提案 する ．

　図 2 に モ デ ル 1 の 概要お よび数値 例 を示 す ．図 2 の 左 図は 標準値 ， また右図 は 実 際値 の

変 数お よ び 数値例 をあ らわ して い る ，

　モ デ ル 2 で は
一

つ の 製造 部 門 と一
つ の 補助部 門が存在す る場合 を仮定する ．製造部門 に

投 入 され る 変動原価 要素 i
， 補助部 門用役量 y ，製造部門活動量 h お よ び仕損 じ品数量 QD

を含む総生産数量 に つ い て ，
モ デ ル 1 と同様 の 分析 をお こ な う方法 を提 案す る ．図 4 は標

準 に つ い て の 変数 と数値例 ， 図 5 は実際 に つ い て の 変数 と数値例 をあ らわ して い る ．

　モ デ ル 3 で は ， さ らに 複数 の 補助部 門 と複数の 製造部 門が存在す る場 合 を仮 定す る． 図

7 は標準に つ い て の 変数 と数値例 ， 図 8 は 実際 に つ い て の 変数 と数値例 をあ らわ して い る ．

こ の 場合 ， 変動固 有費の 製造部 門 へ の 配賦 方法 と し て は
， 補助 部門相互 の 用役 の 授受が 無

い 場合 を仮定す る の で
， 計算形式的 に は直接配賦 法 を用 い る こ と となる ．

4． 1製造部門モデル （モ デル 1）の 場合

　図 2 に示 され よ うに，モ デ ル 1 にお い て は 製造 部 門 に投 入 され た あ る
一

つ の 変動製造 間

接費原価 要素 （例 えば
， 製造部 門の 機械 に 用 い られ る 潤滑油 ）に つ い て

， 製造 部 門活動 量

（例 えば，機械運転時間 h ）お よ び 製造部門生 産数量 Q 。 （良品数量 QG ， 仕損品数量 QD ，

生産数量 Q 。
＝ QG＋ Qd ） との 関係 に着 目 して 差異分析 をおこ な う．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 v ，　　v、

9

曜

G9

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 h　　 h

　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 図 3　 モ デ ル 1 の 差異

　図 3 に 示 され る よ うに
， 活動量 と して 3 つ の 軸 （総生 産量 Q 。 ， 製造部 門活動 量 h

， 変動

製造 間接費要素投 入量 h ’

） を とる ．なお ， 図 3 に含 まれ る 4 つ の グ ラ フ の 値はす べ て 正 の
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値 をとる ため
，

こ の よ うに 各 グ ラ フ の 座標軸 を結合す る こ とが 可 能で ある 、

　以下 の 説明で は 4 つ の グ ラ フ を便宜 的 に 「1 象限」〜 「IV象限」 と呼ぶ こ ととす る．通

常 は 第 1 象限 か ら反時計 回 りに 各象限の 名称 を つ けるが
， 本研 究で は後述す る モ デ ル 2 お

よ び モ デ ル 3 に お ける差 異分析 の 説 明 を明解 にす る た め に時計回 りに 各象限 名称 をつ け

る ．

　本 図で は ，図 3 に 示 され た 各変数の 標準値 と実際値 の 差 に よ っ て 生 じる 差異 に 展 開す る

方法 を，数値例 に もとづ きグ ラ フ に よ り示 した もの で あ る ，なお ，以下 の 3 モ デ ル と も、

数値は仮説例 で あ り，

一
般式 を示 した あ と

， 図 2
， 図 4

， 図 5
， 図 7 お よび 図 8 に 示 され た

各モ デ ル の 数値例 に よ っ て 各差異 の 計算 をお こ な っ て い る．図の 理 解 を容易にす る ため 差

異 は す べ て不利 差異 に な る よ うに数値例 が設定 され
， また 差異分析 方法 を示す図 （図 3 ，

図 6
， 図 9） もすべ て の 差異が 不利差異で あ る こ とを前提 と した作 図 と な っ て い る ．

　 1 象限に お い て ， 上方の 縦軸は 変動原価要素 iに つ い て の 変動製造間接費 Vi ， 右の 横軸

は総生産数量 Q 。 （＝ 良品生 産量 QG ＋ 不良 品生産量 Qd ）が 与え られる 。 よ っ て
，

こ の 象

限 の 点 （QG ，
Vi

， ）と原 点 を結 ぶ 直線の 傾 きに よ っ て 変動製造 間接費要素 iの 原価 標準 p 、、
が

あ らわ され る． R 象限 は 右 の 横 軸が あ らわ す総生産量 Q 。 と下 方の 軸が あ らわす製造部門

活動 量 hs か ら な る象限で あ り， 点 （Q 。 ，
h

， ）と原点 を結ぶ 直線 の 傾 き （Q 。
1hs ）に よ り製

造部門 の 産出能率 λ
、
をあ らわ す． 皿 象限で は下 方 の 軸 に 製造部門活動量 h が 示 され

， 左

の 横 軸 q ，
は製造部 門 に投 入 され るあ る変動製造 間接費要素 iの 投入 量 を示 し

， 点 （qi、 ，
h

、）

と原 点を結ぶ 直線の 傾 き ε 、 （＝ q　i、 ノh 、 ）は投入 能率をあ らわす． IV象限 にお い て は 上 の 縦軸

Q 。
は 1象限 と共通 ， 右 の横 軸製造部 門 に投 入 される ある 変動製造 間接費要素 iの 投 入量 が

示 され ， 点 （q、i。 ，
　Vi

。 ）と原点 を結ぶ 直線 の 傾 きは変動 製造 間接費 要素 iの 価格 Pi が しめ さ

れ る．な お
，

モ デ ル 1の 基本式は第 1式 に よ っ て あ らわ され る ．

V ，、
； Pi， ε

、s λ
， （QG＋ Qd， ）

・ ・・・・…
、鶚

・

論
・・・・

・・・ ・ ・・・… 55・・… 円 　 　 …

　 あ る製造部 門 へ 投入 され た製 造 間接 費要素 に つ い て の 原価標準が ，原 価要素投 入 価格，

投入 能率 ， 産 出能率 ， 良 品生 産量 ， 不 良品生 産量 に よ っ て あ らわ され て い る ．

　式 1 で しめ され た ，
モ デ ル 1 の 基 本式の うち ， 個 々 の 活動量が 標準値 と実際値 で 異 な っ

た こ とに よる差異 を しめす ， こ こ で は
， 良品生 産数量 を除 く全 て の 変数 を標準値で 置 い た

式 を もとに
， 漸次 ， 個々 の 活動量 をあ らわす変数 を実際値に置 き換え差異 を求め る方法を

とる ． こ の ため ， 混合差異 は 明示 されな い が ， 必要があ る場 合 は
， 基本式 の

一
つ の 変数 の

み を実 際値に置 き換 え純差異 を もとめ
， 残差 を混合差異 に再 差異分析す る 方法 も可 能で あ
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る ．以下 に 各差異 の 定義式 お よび その 意義 に つ い て 述べ る ．な お ，変flt　D ，．i　k は ，原 価要素

iの モ デ ル jに お け る k 番 目の 差異 とい う意味で あ る ，

　本論文 で は ，以下 の 差異 を表わ す す べ て の 式 に お い て ， 実際値 マ イナ ス 標準値 に よ り差

異 を表 わ すた め
， 不利差異の 場合 ， 式 の 値 は正 とな る ．

  製造部門仕損 じ差異

D
、11

＝ P 」、
Ei

、
λ、 （QG ＋ Qda）− Pi ，

ε ， 、
　X 。 （QG ＋ Qda）

＝ Pi 、
ε 」，

λ
。 （Qd。

− Qd， ）

・ ・
・
・・…

、
，
lll・（、斎1害。。、

・
… 5 − ・・… 2 ・… 円 　 　 　 …

　図 2 の W 象限の   の 大 き さに 表 され る の が製造部 門仕損 じ差異で ある ． こ の 差異 は 1象

限の 右 の 横 軸 に 表 され る 良品生 産量 QG に 対 して 仕損 じ品数量 Q ． が 標準 で 期 待 され る 数

量 を越 えた部分 に つ い て の 差 異をあ らわ して い る．

  製造 部門作業速度差異

D ，、2 ＝ Pis ε 、． （λ。

一λ
， ）（Qc ＋ Qd 。 ）

・ ・
・
・… 認 ｛、、，

。灘 。5、
一

、、諾 。。、1・・・
・・・… 5・・ 57

・
… 円 …

　1▽象限 の   の 大 きさに 表 され る の が 製造部 門作 業速 度差異で あ る． こ の 差異 は H 象限で

表 され る 製品総 生 産量
一

単 位当 た りの 直接作業時 間 λ（製造部 門産 出能率）が 標準値 と実

際値が 異 なる こ とに よ り生 じた 差異 をあ ら わ して い る ．

  製造部 門投 入 要素能率差 異

D 、、3 ＝ Pi 、 （ε ボ ε iα ）λ 。 （QG ＋ Qd 。 ）

・ ・・… ｛蕩 一
、lll｝、。諸1。5 ・・・・・・… 5… 5

・
… 円 　 …

　IV象限の   の 大 きさに表 され る の が製造部 門投 入要素能率差異で あ る ． こ の 差異 は 皿象

限で 表 され る直接作業時 間
一

単位時 間当た りの 製造間接 費投 入要素投 入量 ε （製造部 門投

入能率）が標準値 と実際値が 異 なる こ とに よ り生 じた差異 をあ らわ して い る．

  製造部 門投 入要素価格差異

Di 、4 ＝ （Pi 。
　
− Pis ） ε

、 、
λ

。 （Q σ ＋ Q 血 ）

　　・ ・・・
… 一・働 ・・

、il，1：9−19・、、鞴讐、。。，
・ （・・

・・・ ・ ・・・・・ … 25 ・ ・ 　 …

　 IV象 限の   の 大 きさに表 され るの が製 造部 門投 入 要 素価格差異で あ る． こ の 差異 は W 象

限で 表 され る製造 間接費投 入要素 の 価格 の 標準値 と実際値が異 なる こ とに よ り生 じた差異

をあ らわ して い る ．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 補助部 門 で 相彑 に 用 役授 受が 無 い 場合 の 変動製造 間接 費差 異 分析 に つ い て

5． 1製造部門 1補助部門モデル （モデル 2）の 場合

　 　 　 　 　 　 製凸III　　 　　　　 　　　　 　　　 　　　　 　　　 　　　　 　　 製品

　 　 　 　 　 　 Q 。 s
・Q、．・Qds 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Q・凶 ・．÷Qda

　 　 　 　 　 　 　 ＝1、000 ＋ 100＝1，100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝1．bDO ＋ IO5＝L105

　 　 　 製造 部 門

　 　 　 　 1＝1　 　 　 　 　 　 　 　 …

　 　 　 活 動量 　hs＝1Joo 時 「1：1）

↑
　 　 　 　 　 　 　 Yl［、一2．200m
変動 製造間接 費投人要 薫 1

価丗イ各PlsX 数 量qls

＝1．OOO ・550
＝550、eOO

　 　
’
　　　　　　 ＼

／ 。 助 iils　 r『　 ＼
ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 x

lt　　　　
d・］

　　　　
ll

！　　　　 嚥 気音躙 尹　　　　　 ノ

＼、

糠 即

／
1
　 　　

丶一．＿一＿＿＿一＿一〆
変動製造間接 費投入要素 1

‘山芽各P1
ド

X 数 邑 q
’
1、

三即 　 4，4〔即
；44．000

　 図 4　モ デル 2 （標 準）

変

佃「格P ［．し x 数壁 ql
は

≡1、050 ’62fi
＝656、ユ50

　　　／

一一一 ．一一．．⊥

だ∵
＼

丶
III
　 　 　 　 L蒸気告「；門 ［　 　 　 　 　 ［

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ／

，’
丶

ド∴ ∴／
変動 製造 間接費 投 人 要 索 1

‘曲書芥P
’
1aXitit購 q

、a

司 1　 「．1∬
＝．56、10S

図 5 　モ デル 2 （実際）

、476m

　 モ デ ル 2 は ，図 4 お よび 図 5 に 示 され る よ うに 1 つ の 製造 部門， 1 つ の 補助部 門 か らな

る モ デ ル を仮定す る ．そ の 補助部門に投 人 され るあ る 変動原価要素に 着 目し， そ の 原価に

つ い て 差異分析 を試み る．モ デ ル 2 の 基本 式は
，

以 下の よ うに あ らわ され る ．

殊 ＝ P 、，
ε、、

λ  ・、λ，（QG＋ Qd。）

　　． ．10 ． 4
・
400 ．　 200 ． 2

・
200 ．　 1

・
100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
（1，

000 ＋ 100）
　 　 　 　 　 　 200　 　 　　 　　 　 　　 　 2

，
200　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 1

，
100　　（1，

000 ＋ 100）

　　＝ 44
，
000 円 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6）

　補助部 門の 活動量 に 対す る 投 入能率お よび 産出 能率を考慮 し差異分析 をお こ な うた め ，

図 6 の よ うに 6 軸が 必 要 とな る ，活動量 と して 6 つ の 軸 （補助 部門変 動製造 間接 費 要素変

動 費v ， 総 生産量 Q ， 製造部門 活動量 h ， 補 助部門 用役 製造 部門 消費量 y ， 補助 部 門活動

量 h ’

， 補助 部門変動製 造 間接 費要素投 入量 q 、 ） を とる． な お
，

モ デ ル 1 同様 ， 図 6 に 含ま

れ る 6 つ の グ ラ フ の 値 は すべ て 正 の 値 をと る た め
，

こ の よ うな各グ ラフ の 結合が可 能で あ

る ．

　以 下の 説明で は モ デ ル 2 の グ ラ フ を図 6 に 示 した よ うに 便宜 的 に 「1 象限」
〜 「VI象限」

と呼ぶ こ と とする ．
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v ，

切、

曜

gl，，
ql

レ
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v
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尸己P

「丁
／

丶
丶　　　　

」
君，P

「pL　　　T尸
0

％ 1，、9川’
o

， 1
λ、ノ

八
1

＼

んb

ρ「
〔 IP

画ノ

9

ρ

v ，

　 　　　　 　　　　 　　　　 　　図 6　 モ デ ル 2 の 差異

　 図 3 の モ デ ル 1 の 1象限 と ， 図 6 の モ デ ル 2 の 1 象限 が 対応 して い る ．縦軸に 変動 製造

間接費 v
， 横軸 に 総生 産数量 Q 。 （＝ 良品生 産量 QG ＋ 不 良品生産 量 Qd ）か らな り 1 象限

の 上 方の 縦 軸上 の 点 と して Vs が 与 え られ る ． こ の 象限 の 点（Qs ，
　 Vs ）と原点 を結ぶ 直線 の

傾 きに よ っ て原 価標準 Pi、 が あ らわ さ れ てい る．

　 H 象 限は下 方 の 縦 軸 h は 皿 象限 と共通 で 製造 部門活動量 をあ らわ し， 右 の 横 軸の あ らわ

す総生 産量 Qo と合 わせ て ，点（Qo ，
　 hs）と原点 を結ぶ 直線 の 傾 きに よ り製造部門 の 産出能

率λをあ らわす．

　 皿象限は 下方 の 軸 h は H 象限 と共通 で 製造 部門活動量 をあ らわ し ， 左 の 横軸は 補助 部門

か ら製造 部 門へ の 用役提供 量 y を あ らわ して お り ， 原 点 と点（y ，
h）を む すぶ 直 線 の 傾 き

y／h は 製造部門 に お ける補助部門用 役投入能率 ε
’

をあ らわ して い る ．

　 1V象限 で は
， 左 の 横軸 は

， 補助 部門か ら製造部門 へ の 用役 提供量 y をあ らわ して お り，

上 方 の 縦軸に は補助部 門活動量 h ’

が しめ され
， 点（h ， y）と原点 を結ぶ 直線の 傾 きで 補助部

門用役の 産 出能率 λ
’

を表 して い る ．
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補助 部 門で 相 互 に用 役授受 が 無 い 場 合の 変 動製造 間接 費差 異 分析 に つ い て

　 V 象限で は上 方の 軸 に補助 部 門活動量 h ’

が示 され ，右の 横 軸 は変動製造間接 費要素の 投

入量 q
’

を示す ．直線の 傾 きは iの 補助 部 門活動量 に対 す る補助部 門投入 能率 ε
’

をあ らわ す ．

点（q ， h ’

）と原点 を結ぶ 直線の 傾 きは 補助部 門投入能率 をあ らわす．

　 VI象限にお い て は右の 横軸は V 象限 と共通，下 の 縦軸は 1象限の 縦軸 と共通 の 変動製造

間接費要素の 原価 V をあ らわ し
， 点（q ，

’Vs）と原点を結ぶ 直線の 傾 きに よ っ て補助部門 に

投 入 され る 変動 製造 間接 費要素の 価 格 Pi。 が しめ され る ．

　 モ デ ル 2 で は補 助部 門に投 入 され た 変動 製造間接 費要素原価 に つ い て 差異分析 を行 うこ

と とす る．モ デ ル 1 に ， 補助 部 門活動量 に つ い て の 投 入能率 ε
’
と産 出 能率 λ

’

の 標 準値 と 実

際値の 差 か ら生 じる差異が加わ る，

  製造部門 仕損 じ差異

D ‘，、
＝ Pis ε 詠   ε

、
λ

、（QG ＋ Q ，。 ）− P 誌 ε

’

is λ
。

ε
、
λ

。 （QG ＋ Qd。 ）

　　・ …
駕lll・，驪

・ 1：li9／2°。 ・
、、ホ謬i。。、

・（・・5 − ・…

　　 ＝ 200 円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

　 図 6 の VI象 限 の   の 大 き さに あ ら わ され る の が 製 造部 門仕 損 じ差異 で あ る ．意義 は
，

Dillと同様で ある，

  製造部門作業速 度差 異

1）i22＝ Pis ε、。
　 Xs ε

， （λa
一λs ）（QG ＋ Q ，，

・ … 讐器・

、ll8・1：1器1、、，
。1ぎ磐。，、

一
、、，

。諤 。。、｝・・・
・・・… 5・

　　＝ 4
，
600円 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （8）

　VI象限の   の 大 き さ に あ ら わ され るの が 製造部 門作業速 度差異で ある ．意義 は
，
　 Di、2 と

同様で あ る ．

  製造部 門投入用役能率差異

1）i23＝ Pi。 ε
’

i。 λ （ε。

一
ε。）λ

。 （Qσ ＋ Qd。 ）

・ … 讐88・。181囓 一1帶 、、，
。諤警。5）

（・・
・・・… 5・

　　 ＝ 720 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（g）

　 1▽象限の   の 大 きさ にあ らわ され るの が 製造部 門投入 用役 能率差異 で ある． こ の 差異 は

皿象限で 表 され る 直接作 業時間
L
単位 時間当た りの 補助部門用役投入 要素投入 量 ε

’

（製造

部 門投入能率）が 標準値 と実際値が異 なる こ とに よ り生 じた差異 をあ らわ して い る ．

  補助部門産出用役能率差異

　 D
、24 ＝ Pi。

ε
’

、，（λレ λ ） ε
。
λ

。 （QG ＋ Qd。）
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・…
孔lll鶸 一

。1器陛：lll・，漏響、。5、
（・脚 … 5・

　　 ＝ 　860 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （10）

　VI象限の   の 大 きさに表 され るの が 補助部門産 出用役能率差異で あ る。 こ の 差異 は IV象

限 で 表 され る補助部門用役一単位 当た りに消 費され る補助 部門活動量 λ
’

（補助 部門産出能

率）が標準値 と実際値が 異なる こ と に よ り生 じた 差異 をあ らわ して い る 。

  補助部 門投 入要素消 費能率差異

Di25； Pi， （・ 。

一
・

’

i、）λ  ・
。
λ

。 （QG＋ Qd。 ）

… 噸 一讐器伝繋 1：鑑 （、諸 告。5，
・・・

・・・… 5・

　　 ＝ 1
，
170 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （11）

　 VI象限 の   の 大 きさに表 され る の が 補助部 門投 入 要素消費能率差異で ある． こ の 差異 は

V 象限で 表 され る 補助部 門活動量
一

単位時 間当 た りの 補助部 門変動製造 間接費投 入要素投

入量 ε （補助部 門投入能率）が 標準値 と実 際値 が 異 な る こ とに よ り生 じた差異 をあ らわ し

て い る ．

  補助部 門投入要素価格差異

Di25＝ （Pia　
− pi．）ε

’

i。　？L
’

a ε。λ。（QG ＋ Qd。）

・… 一… 騰 、鬻
・1：lll・

，、，
。よ諤警。5）（・・

・・・ ・ ・…

　　 ＝ 5
，
155 円 　　 　 　　 　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 （12）

　 V［象限 の   の 大 きさ に表され るの が 補助部門投人 要素価格差異で ある ． こ の 差異は VI象

限 で 表 され る補助部門 製造 間接 費投 入 要素の 価格の 標準値 と実際値が異 な る こ と に よ り生

じた差 異をあ らわ して い る．

6． m 製造部門 n 補助部門 モ デル （モ デ ル 3）の 場合

　m 製造部 門 n 補助部 門の 場 合 を仮定 し
， あ る 補助部 門に 投 入 された変動 製造 間接 費要素

と，あ る製造部 門の 総 生 産量 との 関係で 差異分析 を行 う．補助 部門相互 に 用役 を授 受 して

い な い 場合 を仮定す る．

Vis＝ Pi。 ε
’

、， λい ， ε、 λ。 （（〜G ＋ Qds）

　 ． ．10 ． 4
・
400 ． 200 ．5

，
500 ． 2

，
200 ． 1

・
100

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　　 （1 ，
000 ＋ 100）

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 （1 ，
000 ＋ 100）　 　 　 　 　 200　　　　 　　　　 5

，
500　　　　 　　　　 　　　　 2

，
200　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 1

，
100

　 ＝ 44
，
000 円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

　モ デ ル 3 で は
， 第 5 節に よ っ て 提案 され た差異 に 補助部門 か ら 製造部門へ の 用役提供比
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率が 変化 した こ とに よる差異 を加 え る．補助部 門は
， 製造部門お よ び他 の 補助 部 門に 用役

を提 供 してい る ため
，

そ の 提供 比 率が 標準 と実際 で 異 な る こ と に よ る差異
，

補 助部門 用 役

提供比率差 異 を明示 す る こ と とす る ． な お
，

こ の r はあ る 補助部 門か ら特 定の 製造部門 に

提供 され た用役の 量 を分 母 ， そ の 補助部 門 の 総 用 役提供量 を分子 とす る．

　 製吊

　↑
　 QLP 二Qr←Q 醜、
　 　 ＝ll川 炉十lcx／；凵 岡

↑
亥動製造間接買投 入 要累

　の　 Pl．xkE ‘Els

：1器潤
゜

／
。 出 ，三 ，1

＼

’
　 　 　 　 　 　 　 　 　 己＝I
I
　　　　　　　 ロヨシぶ ドコ

ト芝 竺∴
変 勘 亠塾屯 隈 桜゚ 買 投 人妛舶
尸
曲昏各P 　l × 塩曇q 　I、
2川 　　44 〔1〕

＝44川P冂

1＝ユ

・ ／ 一
・
・ ＼

、
　 　 　 　 　 　 d−1
　 　 　
　 　 ，　　　　　　 i，tfi1・LCSI！／，H　l

／

＼1ご ン
　 　 乾 拗 裂 蚓 ほ朕 君畳 八’擾」・

　 　 「h
‘
菩Pls × 欽 堕『

コs

　 　 ；7疋レ　 ：o〔，

　 　 ＝14u 佃 II

図 7　モ デル 3 （標準）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 y’　 　 r」

　 さピドゐ

↑・

嫐 二． ms

「 癖

　　1漏 辱 1 − ・．i
下
一．
　　　　

−

　 　 　 　 　 24761頃
亥動 貰遣問棲呰批人簧素 1
而

ial
  axVtu

／『 1ユ
iI 嚠b5嚠l　 fi1／／
　 　 　 　 　 　 　 17141！1＝661r ／miI
　 　 　 　 　 　 Yls＝62 ［肋 11

ノ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　’
／

　　 袖 肪 ．r、 1
．・
】　　 ＼

ド　　　　　　 d＝1　　　　　 丶

I　 　　 　 　　 　　 　　 　 I」　　　　　　　
1撰 」・郎 r1．　　　　　　 ，

’
　　　 ロドゆほ h

’
du［ユ：v　　　 ノ

「・、〜 ＿

／

変動製，邑．凸 書瞬廿憐 へ礬！

’
曲 惰 ← bX 教 ：ES．91 、L
iII　「1气fi
＝　〜fi　1｛ト5「11

UV ，ド、 1、

＼ ／

＼
　　ヘ
　 ア

　 　 ア．

ド

　　／　　〆ド
．ノ
，1ノ

γ：
LP ， 6　　曲

ノ
へ

’
　　　　 ｝〜，

ゆ、

ノ
气
E

…　　 β 、
〆 ド

／／

ソン
，　　．　厂「

戸r陶

ガ
ソ」，「

q 駕

v ．

」

⊥
　 掣

コ

1is4kvrh

］

　 γ 「　　　　　　　　　 v 「
レ，　　　　　

1 ’21

　　　　　0

　　　　 〆．
　　　　ノP／t／．、1
　　　／
　　．〃

　／ll．
　 　 　 　 　 Cf

CNII

　 　 　 　 　 q．　　
Ci

図 9

1HCH ）Ltt・i1

／
〆
ピ
　　　　 れ　ヨお　ガ　ド

1　　 畆 1．

トぐ ∴
錠拗製 と閏接費椴 へ 要禦

魎 臼昌P ヱ♂ 鞴
Lq ユユ

三1 ！　 ！／／！
≡14E441L

図 8　モ デル 3 （実際）

　 　 　 　 　 　 　 Jr
r／．　　　　　　 ．IT「

　 　 　 　 　 tl

綬
＼

モ デ ル 3 の 差異 分析

ρ

ρ

こ

∵

　丿

33

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計学 第 4 巻第 1号

　 　　 　　 　 200　　5
，
500　　2 ，

200　　1
，
100

　 　 ＝ 200 円

  製造部 門作 業速度差 異

Di32　＝ Pis ε ，
λ、　r 、

ε
， （λ。

一λ
、 ）（QG ＋ Qd。 ）

　 　　 　　 4
，
400　　　　200　　5

，
500

　 　 ＝ 10 ・

　モ デ ル 3 の 差異分析 を図 9 に 示 した ．皿 象限に 以 下の 差 異が示 され る ．

  製造部門仕損 じ差異

Di3
、

＝ Pi，
ε

’

i、
λ冨 ε

。
λ

。 （QG＋Q ，。 ）一　P ，s ε

’

tS λ
、
　r

。
ε

，
λ

、 （QG＋Qd，）

　　　　　 4
，
400 　　　200　　5

，
500　　2 ，

200 　　　　 1
，
100

　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　（105 − 100）　 　 ＝ 10 ・

　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 （1，
000 ＋ 100）

　 　 　　 　　 200 　　5
，
500　　2

，
200

　　　（1，000 ＋ 100）＝ 4 ，600円

  製造部 門投 入用役能率差異

D 、33
＝ Pis ε 、

λ  r
、 （・a

−
・
， 〉λa （Qc ＋ Qd。）

・1：ll別 1，220 1，100

（1 ，
000 ＋ 105）　　（1，

000 ＋ 100）｝

（13 ）

（15）

一 …
，。。 5，，。纒 器罷；1− 1：1器｝、諞  、。5、

（・，
・・・ … 5・

　 　 ＝ 720 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （16）

　  か ら  まで の 差異は ，モ デ ル 2 の   か ら  の 差異 と同 じ意義を もっ て い る ．図 6 の 皿

象限 にそ れ の 差異 の 大 きさが示 され て い る ．

  補助 部 門用役提供比 率差異

D ‘34
＝ P 、， ε 、 λ （ra − rs ） ε

。 λ。 （QG ＋ Q ， 。 ）

・ …
41
器・

。1器騾 一1：1器ll：lll・、、，
。讃害。5）

（・・
・・・… 5・

　　 ＝ 80 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（17）

　W 象限の   の 大 きさに 表 され るの が 補助部 門産 出用役能率差 異で ある ． こ の 差異 は
， あ

る 補助部門が提供す る 用役の うち ， あ る 製造部門に提供 され る用役の 数量が標準 と実際で

異 な る こ と に よ り生 じた差異 をあ らわ して い る ．

  補助部 門産 出 用役 能率差異

Di3s＝ Pi。 ε 。（艦 一x．一）r 。 ε。 λ。（Q ． ＋ Q ．。）

・ … 讐器辰1器一

翻 ｝1：lll・1：lll・、、謐 。，）
（・・

・・・… 5・

　　 ＝ 780 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （18）

  補助部 門投入 要素消費能率差 異

Di36＝ P 、。 （ε 。

一
ε ， ）r。 λ  ε。 λ。 （QG ＋ Q ，。 ）
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． 1015 ・
1554

・
400

｝
229 　　6

，
200　　2

，
476 1

，
220

　　　　 　　 229　　　　200　　　6
，
200　　2

，
476　　　1，

220　　（1，
000 ＋ 105）

　　＝ 1
，
170 円

  補助部 門投入要素価格差異

Di37＝ （Pi。

− Pis）ら 篇 r。
ε

。 λ。 （Q θ＋ Qd。 ）

　　　　 　　　5
，
155　　　229　　　6 ，

200　　　2 ，
476 　　　　　1，

220
　 　 ＝ （11 − 10）

（1，
000 ＋ 105）

　　 　　　　 229　　 6
，
200　　2

，
476 　　　1 ，

220　　（1 ，
000 ＋ 105）

　 ＝ 5
，
155 円

  か ら  の 差異 は ，モ デ ル 2 の   か ら  まで の 同名の 差異 に対応 して い る．

（1，
000 ＋ 105）

（19）

（20）

7． お わ り に

　本稿で は
， 補助部門相互 の 用役授受 が無 い 場 合 を仮定 し

，
か つ

， 投入原価要素を 1 種類

で あ る と限定 して 分析 をすす め ，新 しい 差異分析 の 方法を提 案 した ．

　今後の 課題 として は，補助部門相互 間の 用 役の 授受 を仮定 した 上 で 精緻 な差 異分析法

を提案 す る た め に は
， あ る 補助 部 門用役 の 提 供量 が 他 の 補 助部 門の 提供量 に 与 える 影響

に つ い て 詳細 な分析方法を提案する こ とが あ げられ る ， よ っ て ， 用役の 流れ 通 りの 配賦

計算をお こ な う連立 方程式 法 に よ る 配賦 の 前提 とす る必 要が あ る ．

　また ，単
一

の 原価要素 に つ い て モ デ ル を作 成 した が ， 複数 の 原 価要素が 存在 しか つ ，代

替性 が存 在する場 合 につ い て
， 考慮 す る こ とが必 要 となるで あ ろ う．
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A  Variable  Overhead  Cost  Variance  Analysis                                          '

     when  Reciprocal  Services don't Exist

Masaaki  Imabayashi*

Abstract

 The  traditional method  of  a  variance  analysis  of  variable  overhead  costs  under

standard  costing  has simply  analyzed  the total variance  into an  efficiency  variance

and  a  budget varianee.  But  this method  implicitly assumes  a  linear function of  pro-
duction department  activity  and  of  service  department  activity.  Therefbre, a  budget
variance  may  include efficiency  variances  of  service  departments.

 The  purpose  of  this paper  is to propose  a  new  variance  analysis  model  under  mul-

tiple-activities which  are  quantities of  output,  quantities of  spoilage,  production
levels of  produetion  departments, quantities  of  service  department services,  pro-
duction levels of  service  department, quantities  of  service  department cost  ele-

ments,  and  prices  of  service  department  cost  elements.  This  paper  examines  these

items using  the following three models:

(1) on]y1-productiondepartmentmodel

(2) 1-production  department  and  1-service  department  mode]

(3) m-production  departments  and  n-service  departments  model

  The  proposed method  investigates the usefulness  of this model  by representing

the mathematical  formulation, and  provides the possibility to furnish useful  info-
mation  for cost  control.

Key  Words

Standard Costing, Variance Analysis, Service Departmental Charge, Multiple-
Based AIIocation, DirectDistribution Method
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日本管理 会計学会誌

管理 会 計 学 1996 年 第 4 巻第 1 号

事例研 究

高 シ ェ ア ・ 高収益 戦略 と コ ス ト ・マ ネジ メ ン ト

一 S社 の フ ィ
ー

ル ド
・ス タデ ィ

ー

伏見 多美雄 ＊

末松 栄一 郎 †

〈 研 究要 旨〉

　近年，伝統 的な原価管理 ・予算 管理 の シ ス テ ム が 企業実践 を適切 に サ ポ
ー

トで きな

くなっ て い る の で は な い か ，とい う認識 や批 判が 高ま っ て い る．その 対応 に は
， 制度

として の 原価会計や 予算管理 会計 と い っ た フ レ
ー

ム ワ
ー

ク を度外視 した改善策 もあれ

ば
，

こ の フ レ ーム ワ ーク そ の もの を改善 する と い うア ブ ロ ー
チ もあ り， さ ま ざま で あ

る ． しか し い ずれ に せ よ，そ の 成 否の 評価 は ，個々 の 企 業の お か れ た時代環境 と製品

特性 ，企 業 をと りま く競 争構造や企 業 の 収益構造 ，
そ して 経 営戦略 に マ ッ チ した もの

で ある か ど うか， とい う視点か らな され な けれ ば な らな い ． フ ィ
ール ド

・ス タ デ ィ が

重視 され る ゆ えん で ある．

　本稿 は
， そ の よ うな問題意識 か ら，自動化 の た め の 特殊な 制御機器 を専門 に 生 産す

る 日本 の 中堅 メ
ーカ ーS 社 の 事例 を と りあ げ，同社が 独 自に 開発 した 「基本原価」 お

よび 「独算制」と名付 けた コ ス ト ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム の 特徴 を，上 述の よ うな

視点か ら整理 し
， 基本的 な諸 問題 を論 じよ うとする もの で ある．

　第 1節 で 問題意識 と本 稿の ね ら い を述 べ た あ と，第 2 節 で ケ
ース 企業 の 概要 を紹 介

す る．そ して 第 3 節で は S社 を と りま く企 業環境 と製 品特性 ， 競争構造 ・収益構造 に

目 を向け，同社 が と っ て きた高 シ ェ ア ・高収益 戦略 の 背景 を明 らか にす る とともに，

基本原価 シ ス テ ム を導入する に至 っ た理 由を検討 する ．第 4節で は ，「基本原価 」 シ ス

テ ム の 考 え方 の 本 質 を分析 し，高 シ ェ ア ・高収益 戦略 をサ ポー
トす る仕組み を明 らか

にす る．第5
，
6 節で近 年の 企 業環境の 変化が 基本原価 シ ス テ ム に 与 えた イ ン パ ク トを

整理 し，基本原価 シ ス テ ム に 内在す る問題 点 を分析 ・提示す る ．

〈 キー ワー ド〉

コ ス ト ・コ ン トロ
ー

ル ， コ ス ト ・プ ラ ン ニ ン グ ， コ ス ト ・
マ ネジ メ ン ト，企 業環 境 ，

基本原 価 ，競争構造，経営戦略，マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル
， 収益構造 ， 標準原価

計算 ，

1995 年 8 月　 受付

1995 年 9 月　 受理
＊
東京 理 科大 学教授　経営学部
’
ト拓 殖大 学 専 任 講 師　商学 部
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1． 問題意識と本稿の ね らい

　近年 ， 標準原価計算を中心 とす る伝統的な原 価 管理 ・予 算管理の シ ス テ ム が ， 企業実践

を適切 に サ ポ ー トす る こ とが で きな くな っ て い る
，

とい う認 識が 高 ま っ て い る． こ う した

認識 を もっ た実務家 お よび研 究者の 対応 に は ， 大 別 して 2 つ の 方 向が ある と指摘 され る こ

とが 多い ．そ の 1 つ は ，制 度 としての 利益計算 や原価 会計そ の もの を見直 し ， その ロ ジ ッ

クや 仕組み を改善す る こ とに よ っ て
， 企業 の 計画 ・管 理 へ の 役立 ち を高め よ うとす る動 向

で ある ．米国で 考案 され
， 多 くの 企 業 に採用 され た直接原価計算や 貢献利益計算 ， さ らに

は 近年の ABC （活動基準原価 計算）や
，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー会計 ， 戦略 管理会計 の 提唱 な

どは
，

こ の 方 向の 代 表的 な もの と見 られ て い る． もう1 つ は
，

制度 と して の 原 価会計や 予

算管理 会計 とい っ た フ レ ーム ワ
ー

ク を度外視 した 管理 技術 を導入 ・展 開す る こ とに よ っ て

コ ス ト ・ダ ウ ン や 利益拡 大 をは か ろ うとす る 動 向で あ る ． 日本企業 の 場 合で い えば
，
IE

，

VE
，
　 QC ，

　 ZD
， さ らに は JIT か ら原価 企 画 とい っ た呼 び 名で 次 々 に 導入 され た 管理 諸技

法や シ ス テ ム は そ の 代表例 と され て い る ．

　 と こ ろ で
，

そ うい っ た コ ス ト低 減や 利益 拡大 を志向 した管理 技術 の 展 開や 会計 シ ス テ ム

の 改善努力 は，個 々 の 企 業 の マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ール ・シ ス テ ム （MCS ）の
一

環 と

して整 合的 に展 開 され る べ き もの で あ り， 制度 と して の 会計 の 枠 内か枠外 か と い っ た 議論

は 余 り建設 的 とは 思わ れ な い ．企 業 に 役 立 つ MCS とは
， 個 々 の 企業 の お か れ た時代環境

と
， その 扱 う製品特性 ， さ ら に そ れ ぞ れ の 企業を と りま く競争構造 と

， そ の 企業の 収益構

造 に マ ッ チ す る よ うに 設計 し運用 され るべ き もの で ある． トヨ タで の JIT や 原価企 画 ，
日

立 の 工 場 プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン ター
制，松下の 事業部制

… な ど， 各社 の MCS が 各種各様で

あ り， しか も企 業環境の 変化に伴 っ て 革新が繰 り返 され て きた の は，そ の た め で あ る．わ

れ われ は ， こ の よ うな考え方 の もとに ， 異 な る タ イプの 企 業 の MCS につ い ての フ ィ
ー

ル

ド ・ス タデ ィや 事例研 究 に大 きな関心 を持 っ て い る．

　本稿は
， その よ うな研究の

一
環 として

， 自動化機器の た め の 特殊な 制御機器を専 門に 生

産す る 日本の 中堅 メ
ー

カ
ーS 社 の 事例 を と りあ げ ， 同社 の MCS の 中で も特 に重 要だ っ た

コ ス ト ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム を 中心 に ，基本 的 な諸 問題 を論 じ よ う とす る もの で あ

る ．

　S 社 の コ ス ト ・マ ネジ メ ン ト ・シ ス テ ム は
， 同社が 「基本 原価」お よ び 「独算制」 と名

付けた方式 を中心 に展開 され て きた が ，
こ の シ ス テ ム の 特徴 を時代 背景 とか らめ なが ら検

討す る．分析 ・検討 の た め の 視点 と して
，

企 業環境 と製品特性
，

そ れ と関連す る競争構

造 ・収益構造 ， そ して 成功要 因 （KFS ） に見合 っ た経営戦略 に焦点 をあて ， そ の 戦略 をサ
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高 シ ェ ア
・
高 収益 戦 略 と コ ス ト ・マ ネ ジ メ ン ト　　 S 社の フ ィ

ー
ル ド ・ス タ デ ィ

ポ ー トす る ため の MCS の あ り方 に 注意 を向 ける ．

　第 2節で は ， S社 の 事例 を要約 的 に紹介し，本稿 の 対 象で あ る基本 原価 シ ス テ ム の 位置

づ け を説明す る ．第 3節 で は
， S社 をと りま く企業環境 と製 品 ・市場 特性 を整理 し ， 同社

が と っ て きた高シ ェ ア ・高収益戦略 の 背景を明 らか にす る ．そ の 上 で ，同社 が 「基本原価」

シス テ ム を導入す る に至 っ た理 由 を， 同社 の 経営戦略 との 関係で整理 す る．そ して
， 第 4

節 で
， 「基本原価」 シ ス テ ム の 本質 を分析 し， それ が なぜ 同社の 高 シ ェ ア ・高収益戦略 を

サ ポ ー トす るの に 役 だ っ たの か
， その 仕組み を明 らか に す る ．

　 さ らに第 5， 6 節で は ， 企 業環境 の 変 化 と基 本原価 シ ス テ ム との 関係 に つ い て 3 つ の 視

点 か ら検討 す る．第 1 に
， 近年の 企業環境 の 変化 と

， それが収益構造に 及ぼ した影響 を整

理 し ， 基本原 価 シス テム に 内在す る問 題 点を指摘 する ．第 2 に
， 株 式上 場 に と もな っ て 導

入 され た標準原価 シ ス テ ム と
， 当社独 自の 基本原価 シ ス テ ム との 関連 に注意 を向け る ．そ

して 第 3 と して ，い わ ゆ る 「バ ブル 景気」以 後 の 景気後 退期 に お ける 基本原価 の 問題点 を

明 らか にす る ．

　なお
， 本稿 は

，
主 と して 基本原価 シ ス テ ム が 当社 の 成長発展 を支援 する主 要 な ッ

ー
ル と

して役立 っ た い きさつ を事例研究論文 として 整理 した もの で ある ．こ の シ ス テ ム に 内在す

る 問題 点 の 分析や 企業環境 の 変化 に対応 した シ ス テ ム 改革 へ の 提案等 に つ い て は
， 別 に論

じる予 定で ある ．

2． ケ
ー ス の 大要

2．1　 ケー ス 企 業 の沿革

　S社 は
， 1959 年 に フ ィ ル ター用 焼 結金属 の 製 造 と販 売 を 目的 に 設 立 さ れ た． 同社 は ，

その 主要事 業領 域 を ，
1960 年代 後半 頃か ら， 自動 化設備 ・機器の た めの 特殊 な制御機器

に 絞 る こ とに よ っ て 成長 を とげて きた ．同社 は早 くか ら，「シ ェ ア を拡 大 しつ つ
， 長期 的

に は利益 も確保す る 」 とい う企業目標 を堅持 して きた．

　事業規模 の 拡 大 と業務 内容 の 拡大 に 対応 す る た め
，
1968 年 に草加工 場 を設立 す るな ど

，

積極的 に工 場 を増設 ，設備投 資 ， 営業網の 拡大 を行 っ て きた ．

　 また
， 海外 市場 の 開拓 も積極 的 にすす め

， 現在 で は
， 北 米 2 力 国 ，

ヨ
ー

ロ ッ パ 7 力 国 ，

ア ジ ア 6 力国 ，
オセ ア ニ ア 2 力国の 計 17 力国で 現 地法人 を

，
ア メ リ カな ど 5 力国で 現地 工

場 を併設す る まで に な っ た ，

　川頁調 に売上 高 ， 利益 を拡大 して きた S 祉 は
，
1987 年 に 東京証券取引所第 2 部 に上場 を果

た し， そ の 2 年後 に は ， 第 1部銘 柄 に昇格 して ，順 調 に 業 績 を伸 ば して きた ．そ して ，
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1990 年 まで に 匿界市場の 10 ％ の シ ェ ア を獲得 し，
プ ラ イス ・リ

ー ダ ー
の 地位 を確立 した

の で あ っ た ．同社 の 売上 と利益 の 推移 は 図 1 の ようで あ る．

　 　 　 　（億 円）

脚

 

蜘

跏

珊

 

跚

姻

獅

 

 

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 年 度
1978　　79　　　80　　　81　　　82　　　83　　　84　　　85　　　86　　　87　　　88　　　89　　　90　　　91　　 92

　　　　　　　 図 1　S 社 の 売上 高 と利益 の 推移

　 同社 の 経営 陣は ， 自らが独 自に開発 した コ ス ト ・マ ネジ メ ン ト方式 「基本原価 シス テ ム 」

が 経営戦略 と経営管理 とをサ ポ ー
トし， こ うしため ざましい 業績の 基礎作 りに役立 っ て き

た と 自負 して い た． しか し
， 経営 トッ プ は

， 株式 を上 場す る際 に制度 と して の 標準 原価計

算の 導入 を強制され た た め に ， 基本原 価 シ ス テ ム が歪 め られ て しま っ た と考えた． そ して
，

い わ ゆ る 「バ ブ ル 景気」崩壊 後 に 経営政策 を練 り直 して い る う ちに ， 同杜 の コ ス ト ・マ ネ

ジ メ ン ト ・シス テ ム が 有効 に 機能 して い な い こ と に
， 気づ か され た の で あ っ た．

2．2　 基本 原 価 シ ス テム

　 そ こ で まず ， 同 社が 基本原 価 シス テ ム と名付け た もの の 大要 を説 明 して お こ う．

2．2．1　基 本原価 とは

　 S 社で は，販売価 格 に よ っ て カバ ー
すべ き コ ス トを 2 つ の 要素 に大 別 して い る （図 2 参
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高 シ ェ ア
・高 収益 戦略 とコ ス ト・

マ ネジ メ ン ト　 　 S 杜の 7 イ
ール ド・ス タデ ィ ー

照）． 1 つ は 個 々 の 製 品の 開発 ・生 産 に 直接 か か わ る原 価 で あ り， こ れ を当杜 で は 「基本

原価」 と呼ん で い る ．基本原 価は 製品 1 単位 あた りの 原価 と して 計算 され る ． もう 1 つ は
，

製品との 個別的対応 が で きに くい 製造 間接 費 ， 販 管費 ，
金利 と い う コ ス ト

，
さ ら に必 要

利益 まで 含 む もの で ， こ れ を当社で は 「流 通 マ ー ジ ン 」 と呼ん で い る ．

購 　 入 　 部 　 品 　 費

外 　 注 　 部 　 品 　 費

梱 　　　　包 　　　　費

素 　 材 　 費部

品

費 直 接 人 件 費

内 作 部 品 費

加 　 工

人 件 費 間 接 人 件 費製
造
原

価

加 工 機 械 償 却 費

消 耗 工 具 ・ロ ス

組 立 消 耗 工 具 ・ロ ス

型 　　 償 　　　却

組 立 機 械 償 却 費
組
立

費

直 接 人 件 費

製

品

最
低
販

売

価

格

組 　 立

人 件 費
間 接 人 件 費

石升
’
究 人 イ牛 費

製 　 造 　 間 　 接 　 経 　 費

試 　験 　研 　 究 　 経 　 費

流

通
マ

ー

ジ

ン

販 　　 　　 　売 　 　　 　　員

お 　　　　　　よ　　　　　　び
一

　　般 　　管 　　理 　　費

金 　　　　　　　　　　　利

基 　　 　本 　 　　利 　 　　益

基 本 原 価

（工 場 の 共 通 固 定 費 ）

（開 発 コ ス ト）

（牛勿む充 コ ス ト）

（資 本 コ ス ト）

図 2　基 本原価 と流 通 マ ー ジ ン の 内訳

　基 本原価 とい う概念 は，製品 原価 （product 　cos 七）と して認識 され る コ ス トで あ り， 当該

製 品の 製造 に か か わ る すべ て の 直接費用 を そ の 製品 に 帰 属 させ る ．基 本原価 に は ， 製品

別 の 変動原価の 他 に ， 1会計年度 に発 生 す る 製造 直接 固 定費総 額が 各製品 の 安 定 生 産量

（生 産 ・販 売量 が安定す る 3 〜 5年先 の 生 産量 ）を基準 に して 配賦 さ れ る． し たが っ て ，

固定費を含 む プ ロ ダ ク ト ・
コ ス トで はあ る もの の ，年度 ご との 売上 高に比例 させ て 固 定
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費を製品原価に配分す る とい う財務会計の 思 想 とは異な る もの で ある．

　当社 で は
，

こ の よ うな基 本原 価 に適 正 な値入 率 を掛 け た もの を販 売価格 の 目安 と して

利用 して きた ． こ の 目安 に他社 の 動 向や 当社 の 競争 戦略 を加味 して
， 当杜 の 経 営 陣は 販

売価格 を決定 して きた ． 同社 に お け る値入率 に は ，製造部 門 の 共通 間接費 ， 販 売費 ， 金

利 ， お よ び基 本 利益 （必 要利益 ） まで 含 まれ ， 長年 に わ た っ て ，全 製品 に
一

律 の 値 入 率

をあて て きた ． 同種の 製品を同 じよ うな顧客に 販売 して い る の で
，

一
律の 値入率で 各製

品 に流通 マ
ージ ン を配分 して も問題が な い

，
と経営陣は考 えて い る と い う．

　 こ の よ うに して算定 され る販売価格は ，「基本利益」 を獲得す るの に最低限必 要 な価格

で ある と い う意味で 「最低 販売価 格」 と呼 ばれ ，
こ の 価格 以上 に実 際の 販 売価格 を設 定す

る ように 努め て きた． ただ し，競 争環境 の きび しい 品種で
， 最低販売価 格が高 す ぎる 場合

も少 な くな い の で
， その 場合 は

， 販売価格を与件 と して ， 開発課に 基本原価の 見直 しが 指

示 され
， 技術 的な工 夫で 必 要な レ ベ ル に まで 基本 原価 を低減す る 努力が な されて きた．
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図 3　基本 原価 管理 の 流 れ
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　こ うい う努力 の 結果，新規製 品の 基本原価が 経営 ト ッ プ に 承認 され る と
，

こ の 値 は各現

業部門の 目標原価 と して コ ス ト ・コ ン トロ ール に利用 され る ．基 本原価 に よ る現 業部 門の

コ ン トロ
ー

ル の 仕 組み は
， 「独算制」 と呼 ば れ て い る． つ ま り， 「基本原 価」が コ ス ト ・プ

ラ ン ニ ン グの 役割 をは た し
， 「独算制」 が コ ス ト ・コ ン トロ

ー
ル の 役 割 を果た して きた と

い える で あろ う （図 3参照）．

2 ． 2．2　基本 原価 を指標 に する コ ス ト ・コ ン トロ ール ー独 算制 一

　上 述 の よ うに ，新製品が 商品化 され る ときの 基本原価 は まず製品 ご とに 設 定 され るが
，

こ れが 設定 され たあ とで
，

こ れ を目標 原価 と して 各職能部 門 に分割 し， 部門別 の コ ス ト ・

コ ン トロ ー
ル が行 わ れ る．各部 門の 実際原価 は ， こ の 基本原価 と比較 され

， 部 門別 の 業績

が評 価 され る ．

　組 立部 門 ， 加工 部 門 ， 購 買部 門等の 職能部 門が
， 基本 原 価 どお りに 生産す れ ば

， 「基本

利益」 （必要利益 ）を獲得す る こ とが で きる はずで あ る． そ こ で ， 各部門が そ れ ぞ れ に 課

せ られた基本原価 内で 生産 す る よ う促 す シ ス テ ム が
， 「独算制」 の 基本的 なね らい で ある ．

独算制 と は
， 独立採 算制の 略で あ るが

， 職能別組織 を と っ て い る当社で は
， 各職能部 門の

コ ス トを 目標以 内 に 収め る た め の 採 算管理 を意味 して い る． そ して
， 採 算管理 の 単位 とな

る 各部 門 を 「独 算単位」 と呼ん で い る 。「独算制 」で利 用 され る基 本 原 価 は ， 各職能部 門

に と っ て 管理 可 能 な もの だ けが 扱 われ る
，

と考え られ て きた ．

　 こ こ で 注 目す べ きこ とは ，機械減価償 却費が 基本 原価 に含まれ ，人件費 と合わ せ て 「加

工 費」 と され て い る こ とで あ る．そ うす る こ と に よ っ て
， 生産過程 の 自動化が行 われ た と

き， 自動化に よる 人件費の 減分 と減価償 却費の 増分 とが比 較 され ， コ ス ト改善を評価 で き

る と考え られ たか らで あ る ．

単位 コ ス ト

生産量 ・時間

図 4　基本原 価 と実際原価 との 関係
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　ある 製 品を開発 し ， 製造 をは じめ た 当初 の 時期 に は
， 基本原価 よ りも実際原価 の 方が 一

般 に 高 い ．それ は
，
3 〜 5 年先 の 年間生 産量 を基礎 に して 基 本原価が 設定 され る た め で あ

る ．必 要 な利益 を稼得す る た め に は ，で きる だ け 早急 に実 際 原 価 を低減 し，基本原 価 以下

に 抑 えなけれ ば な らない ．独 算制 に よ る コ ス ト ・コ ン ト ロ
ー

ル の 中心 的課題 は そ こ に ある ．

基本原価 と実際原価の 関係は ，図 4 に 示す とお りで ある．

3 ． 拡 大 す る市場環境 の も とで の 基本戦略

　 「シ ェ ア を拡大 しつ つ ，長期 的 に は利 益 も確保す る」 とい う企 業目標 を堅 持 して きた S

社 は ， そ の 主要事業領域 を， 1960 年代後 半頃 か ら， 自動化 設 備 ・機器 の ため の 特殊な制

御機器 に 絞る こ と に よ っ て 成長を とげて きた （図 1参照）．

　 同杜の 経営陣は
， 自らが独 自に開発 した コ ス ト ・

マ ネジ メ ン ト方式 「基本原価 シ ス テ ム 」

が 経営戦略 と経営管理 とをサ ポ ー トで きた か ら
，

こ う した め ざ ま しい 業績 をあ げる こ とが

で きた とい う 自負が あ っ た． そ こ で ，同社 の 経営戦略 と コ ス ト ・
マ ネ ジ メ ン トは， どの よ

うな環境条件 ， お よ び ど うい う競争構造 ， 収益構造 の もとで 展開 され た の か とい う背 景に

目を 向け る こ とに し よ う．

3．1　ケ ー ス 企 業 の 製品 ・市場特性

　 こ の 時代 に ， 同社 に こ の よ うな成長 を もた ら した 制御機器の 製品
・市場特性を， フ ィ

ー

ル ド ・リサ ーチお よび ケ ー
ス 分析 を通 じて 整理す る と以下 の よ うで ある （ケ

ー
ス の 詳細 に

つ い て は
， 末松 ［20コ を参照 され た い ）．

（イ）総需要は 長期 に わ た っ て 拡大 して い た．油圧 に 比 べ 微妙な圧 力差 を生 み 出す こ と

　 が で き， しか も無公 害 の 特徴 を もつ こ の 制 御機器 は
， 粉塵 や 油滴 を嫌 う食 品産業や

　 超精密加工 分野 で の 各種 ロ ボ ッ トの 駆動 ， 制御 に利用 され やす く， 常 に需要拡大が

　 期待 され て い た ．

（ロ ） しか し， 個 々 の 製品 ご との 総 需要量 は小 さか っ た ．あ くまで 自動化設備 ・機器 の

　 部品で あ る の で
， 製品個別 の 需要量は そ れ ほ ど大 きくは な り得 なか っ た ．

（ハ ） しか も
， 高価 な 自動化設備 ・機器 に使用 され る 低価格の 部品で あ っ た ．た だ し，

　 そ の よ うな設備 ・機 器 に とっ て 必 需 品 で もあ っ た ．

（二 ）顧客 （自動化設備 ・機 器の メ
ー

カ
ー

）が ， 仕 様 を決定 した ．そ の 結果 ，次 の こ と

　 が 生 じた ：

　   多品種 ・少量 ：こ の 制御機器を利用する 自動化設備 ・機器 の 仕様は 多様で あ る
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　　 た め ， こ れ に対応 す る た め には
， さ まざまな種類 の 制御 機器が 求め られ た ． しか

　　 も， あ くまで 自動化 設備 ・機 器の 部品 に す ぎな い の で 少量 しか 必要 とされ なか っ

　 　 た ．

　   短納期 ：金額的 に は安 い コ ス トの 制御機器 だが
， 故障す る こ とに よ っ て 自動化

　　 設備 の 操 業が停 止され て しま う．そ の よ うな こ との な い よ う，
必 要 に応 じて す ぐ

　　 に制御機器が納入 され る こ とが 求め られ た ．

　   特 注品 ：自動化 設備の メ
ー

カ
ーは

， その 設計 の 最終段階 で こ の 制御 機器の 仕様

　　 を決定す る こ とが 多か っ た ．そ の ため ，制御 機器 メ ーカー
に と っ て は ，特注 品 に

　　 な る よ うな注文が しば しば生 じた ．

（ホ）顧 客企業 は
， 値段 よ りも仕様 と ニ ーズ の 満足化 を重視 した ．価格の 安 さ よ りも上

　 記 の よ うな仕様 を満 たす こ とを制 御機器 メ ーカ ーに求め て い た ．

（へ ）製品 ラ イフ サ イク ル は長 め で あ っ た ． 自動化 設備 メ
ー

カ
ー

の 仕様 は
，

ひ とた び標

　 準化 すれ ば
， 比較 的長期 間 に わ た っ て 市場 か ら支持 され た ． した が っ て ， その 部品

　 で ある 制御機器 の ラ イフ サ イ ク ル も長 くなる ．ほ とん どの 製品の ラ イ フ サ イ ク ル が

　 5 年 を超え
，
10年以 上 の ラ イ フ サ イ クル を もつ もの も珍 し くなか っ た ．

3．2　市場 での 成功 要因

　 こ の よ うな特徴 を もつ 製 品 ・市場 にお ける 競争構造お よ び収益 構造 を整理す る と以 下 の

とお りで あ る．

3．2．1　競争 構造

　製 品 ・市場特 性 をめ ぐる 以 上 の よ うな環 境条件 に よ っ て 形作 られ た 同社 の 競争構造 に

は， つ ぎの よ うな特徴が あ っ た ．

（イ）大 手企業 が参 入 しづ ら い 市場 で あ っ た ． こ の 制御機器 の 市場 に は
， 多品種 ・少

　 量 ・短納期生 産が 求め られ て い る ため ， 市場 の 拡大 が 予想 され る に もか か わ らず 大

　 手企 業が 参 入 しづ らい 業界で あ っ た．

（ロ ）顧 客 ニ ーズ の 満足 化 は
， 非価 格競争 に よ る 部分が 大 きか っ た．各 自動 化設備 ・機

　 器 に あわせ た特殊な製品で ある た め ，価格弾力性は そ れ ほ ど大 きくなか っ た．注文

　 をか ち取る には
， 多品種 ・少量 ・短納期生産や特注品の 受注 とい っ た顧客満足 を充

　 た す方が 重要で あ っ た ．

（ハ ） もち ろ ん 品質 と価格 に も注意が 必 要 で あ っ た ．価格 を ドげれ ば シ ェ ア が 伸 び る と

　 い うこ とは な い が ，市場 相場 は 低価格 で 安定 しが ちで あ る ． した が っ て
， 高品質 か
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　 つ 低価格 と い う基準 を充 たす企業で なけれ ば生 き残れ なか っ た ．

（二 ）特注 品 を嫌が らな い こ とが大切 だ っ た． こ の 制御機器 の 市場 で は
， 当初 は ば らば

　 ら に見 える特 注品 の ニ ーズが ，次 第に市場 に共 通 す る 大 きな需要 に収束す る 傾 向が

　 あ っ た の で
， 特注品 を積極 的に受注 す る こ とは

， 将来 の 大 きな需要確 保 に つ なが る

　 可 能性 が 大 きか っ た ．

（ホ）顧客満足の 充足が ，長期の 取引継続に つ なが っ た ．多品種 ・少量 ・短納期生産や ，

　 積極的 に 特注品 を受注 す る 結果 と して
， 「無 理 を 聞 い て くれ た 制御 機器 メ

ー カ ー
」

　 と して顧 客企 業 か ら信頼 され る よ うに な り，将来 の 交渉を有利 にすすめ る こ とが で

　 きる よ うに な っ た ．

3．2．2　収益構造

　以 上 の よ うな製 品 ・市場特性 と
， それ に よ っ て 形作 られ た競争構 造の な か で

， 同社 の 収

益 構造は ，次の よ うな特徴 を持 っ て い た．

（イ）基本 原価 に 占め る買入部 品費の 割合が 大 きか っ た． S 社 が 当市場 に参入 した 当時 ，

　 同社 の 製造ユニ程の ほ とん どが 組立作業で ， 基本原 価の 80％ 以一ヒが 買入部 品費で あ っ

　 た ．

（ロ ）販 売価格 の 中 の 流通 マ
ー

ジ ン が 大 きか っ た ．製造 間接 費 と販 管費 ， 金利 ，
必 要利

　 益 の 含計 を 当社 で は 「流通 マ
ー ジ ン」 と呼 ん で い る が

，
こ の 額が 販売価格 の お よそ

　 半分 を 占め て い た．

（ハ ）値下 げに よる拡販政 策はや りに くか っ た ．前項 で 指摘 した よ うに ，製 品の 相場 価

　 格 は 安 く， 価格弾 力性 も小 さか っ た た め
， 値下 げ 政策が 拡 販 に つ な が りに くか っ

　 た ．

（二 ） 短期 間で は 利益 が 出 に くか っ た ．多品種 ・少量 ・短納 期生 産や 特注 品受注 と い

　 っ た顧 客満足化 をす すめ る に は，販売量の 20％ 増程 度 の 生 産能力 を常 に 保持す る こ

　 とが必 要で あ り ， 需 要が 拡大す る 中で 先行投 資をすす め な けれ ば な らなか っ た ．そ

　 の 結 果 ， 各製 品 を 開発 し ， 商 品化 し た 年度 か らす ぐに 利 益 を 出 し て 投 資 回

　 収 を す る こ とは で きに くか っ た ． しか し ， 長期 的 な取引 関係 を維持す れ ば
， 製品

　 ラ イ フ サ イ ク ル が 長か っ たの で トー タル の 利益 は 出 しや す か っ た．

（ホ ）多様 な製 品 ト
ー

タ ル で み れ ば
， 年度 ご との 利益 お よ び キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー は プ ラ ス

　 に な りや す か っ た ．上 述の ように 成熟 した製 晶が利益 と資金 を生 み 出 して ， 新 しい

　 製品 の 赤字 をカ バ ー
し ， トー タル で は黒 字に な る こ とが で きた の で あ る ．
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（へ ）資産規模 が拡 大 して い っ た．需要 の 拡大 と業務 内容 の 拡張 に と もな っ て ，工 場 と

　 流 通 部門 ， 海外部 門等の 資産が 拡大 し ， 資金調達 の ニ ーズ も高 ま っ て い っ た ．

3．3　基本 ポ リ シ ー と戦略の 方向

　上 述の よ うに ， 個 々 の 製品の 開発 ・商品化の 段 階 で は利益が 出に くい
，

と い う収益構造

を S 社 は も っ て い た．そ こ で
， 長期的 な視点 か ら収益性 を確 保す る た め に ， 同社が と っ て

きた 基本 ポ リ シー と ， 経営戦略 の 方向づ け は ， 次 の よ うで あ っ た ．

（イ）顧客企 業の ニ ー ズ に 応 える た め
， 個 々 の 製 晶 ご と に 短期利 益 を追求す る の で は な

　 く， 長期 間取 引関係 を継続 させ る こ と に よ っ て 投 資 コ ス トを含 む直接 費 を回収す

　 る ，

（ロ ）その 直接 費 を平均 的 な市場価格 の 半 分程 度 に抑 え
， 残 りの 半分 で 間接費 と必要利

　 益 を賄 う．

（ハ ）新 し い 製品の 初期段 階 の 赤字 をカ バ ー
で き る よ うな タ イ ミ ン グ で

， 成熟 した製 品

　 か ら十 分 な利益 と資金が 生 み 出 され，年度 ご と の 経常利益 が 成 長す る よ うにす る．

4． 基本原 価 シス テ ム に期待 され る役割

　職能別組織体 制 を とる 当社 に と っ て
， 前 節の よ うな基本戦略 を よ りよ く実行 に 移す た め

に は
， 各製品の 営業政 策と生 産政策 をその よ うな方 向に うま く誘導す る よ うな コ ス ト ・マ

ネジ メ ン ト ・シ ス テ ム が不可 欠で あ っ た ．S 社 は
， そ の よ うな コ ス ト ・マ ネ ジ メ ン ト手法

と して 「基本原価 シ ス テ ム 」 を考案 した の で あ っ た ． S 杜が 基本原価 シ ス テ ム を導入 した

理 由 と， そ の 有効性に つ い て 検討 しよ う．

4．1　基本原価 シ ス テ ム に 期待 され た基本的役割

　同社が 基本原価 シ ス テ ム に期待 した基本的な役割 を整理すれ ば，次 の よ うで あ る ．

（1）長期的 （5年 をめ ど）に採算を図 れ る よ うな販売価格 と，そ れ に対応 す る 目標原

　 価 の 目安 とな る情報 を提 供す る こ とが 求め られ る ．

　　 4 万 品 種 に も及ぶ 多品種 ・少量 の 生 産 ・販 売 活動 を実施す る に は
， 個 々 の 製 品 ご

　 とに 月次 ベ ー
ス

， 四半期 ベ ース で 「標準原価1 を設定 し
， 改訂 して い くと い う伝統

　 的 なや り方は 難 しい ．
一

方，開発 ・商 品化 の 段階 で ，平均 5年以上 とい う製品 寿命

　 の もとで
， 十分 に確か ら しい と思 わ れ る 生産 ・販売 量 を予測 すれば

，
5年 間の 平均
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　 で み て
， 製品 1 単位 あた りの コ ス トが い くらで あ るべ きか

，
とい うこ とは推測 可 能

　 で あ る． こ の よ うな長期 的視野 で の コ ス ト ・プ ラ ン ニ ン グ の 指標 とい うこ とが ，基

　 本原価 の 発 想 で ある ．

（2） こ の 単位 当 た り基本原価 に 所定 の 流 通 マ
ー ジ ン を 上乗 せ して 販売価 格 を決定 す れ

　 ば
，
5年 間の トー

タ ル で は採 算が とれ る こ と に な るが ， 製品の 製造
・
販売 をは じめ

　 た 初期 に は，赤字が 生 じる とい う問題が あ っ た． そ こ で
， 製品の 開発 ・商品化後の

　 で きる だ け早い 時期に実際原価 を基 本原価 以 下に 抑え るた め の 現 業管理が 必要で あ

　 っ た ． こ の コ ス ト ・コ ン トロ ール の 仕組 み が ，独算制 と呼ば れ る シ ス テ ム で あ る．

　 こ の コ ン トロ ー ル が うま くい く と，新 しい 製 品 の 赤字 を成熟 した 製 品 の 黒 字で 補 い ，

　 全 体 と し て は 会計上 の 利益 が プ ラ ス に なる
，

と い う好循環 が 生 じる こ とが 期待 され

　 た の で あ る ．

4．2　基本 原価 シス テ ム が果 た した機能

　S 社の 経 営陣 は
， 基本原価 シ ス テ ム に 前項 の よ うな役割 を期待 して い た は ずで あ る が

，

その よ うな役割が 現実 に 果 た され や す か っ た理 由に つ い て 考えて み よ う．

4．2．1　 コ ス ト ・ プラ ン ニ ン グに お け る 目標原価

　 （5 年以上 とい う）長期的視 点で の 採算 を確保 で きる よ うな原価 目標 と販売価 格の 目安

となる 情報 は
，

　　　  長期的視 点か ら コ ス トの 可変 要素 を適切 に捉 え ，

　　　  資本投資 の コ ス トを確 実 に 回 収 し ， さ ら に

　　　  間接費お よび利益等の 流通 マ
ー ジ ン の 目標回収 額 を含む

もの で な けれ ば な ら な い ，そ こ で ，基本原 価 シ ス テ ム が こ の 3 点 を充 た し得 た か ，検 討す

る．

　 ［1］長期 的視点か らの コ ス ト把握 と単年度 マ ネジ メ ン トの 両 立

　基 本原 価 の 特 徴 の 1 つ は
， 製造 部門 の キ ャ パ シ テ ィ

ー ・コ ス トの うち ， 製品 別 に跡 づ け可

能な人件 費お よ び設 備費を直接費 と し て 算入 する こ とで ある ，

　図 5 が 示唆す る よ うに ， 5年 目の 予 測 生 産規模 の と きの コ ス ト合 計額 と原 点 を結ん だ 直

線 の 傾 きと して表 され る基本原価 は ， 長期的 にみ れ ば生産量 に応 じて変動す る費用で あ り，

製品価格 の 決定や 増産の 意思決定 な どに 有用 な直接 原価情 報 と考 え られ て い た 。

　 こ こ で 注 目す べ きこ とは ，長期 的視野 で コ ス トを と らえ る基本原価が ， 単年度 レ ベ ル の

意思決定に も有効 な情報で あ りえた と い うこ とで あ る ．80 年代 まで 増産 に つ ぐ増産 を続
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けて い た S 社 で は
， 設備投資や 生産部 門 ・営業部 門の 増員 が継続 的 に 行 わ れ て い た た め

，

1 年 とい う単年度ベ
ー

ス で み て も直接的な固定費 を叮変要素 とみ なすこ とが で きた の で あ

る ．

費用

定費

　 　 　 5年 目の 生 産規模　　　　 　　　 生産量

図 5　直接 固定費 を含 む基 本原 価

　 ただ し， （基本原価 に含 まれ る ）直接 固 定費 を安定 生産量 を基準 に して製 品単位 に負担

させ た り， （基本原価 に 含 まれ な い ）製造 間接費 ・販 管費 を，各製品
一一

律 の 値 入率 で 製 品

に 負担 させ る こ とは問題 が あ る．基本原価 に含 まれ る直接 固定費の 中に も，増加す る生 産

量 と等比 的 に増 加 しない もの もある し， 基本原 価 に含 まれ な い 固定費の 中 に も， 生産量 の

増 加 と等比 的 に 変動す る 直接 固 定費 （た とえば
， 流通 コ ス トと呼 ば れ る 費用 な ど） もあ る

か ら， 目標原価 を算定す る と きに は ， こ の 種の コ ス ト ・ビヘ イ ビア を的確に捉える こ とが

肝 要で ある か らで あ る ． しか し
， 需 要が 拡 大 し続 け ， 十 分 な速度 で 売 上 が増 加 した ため

，

こ の 種 の 費用 を詳細 に 管理 しな くて も， それ を賄 うに 十分 な利益が増 加 して い た の で
，

コ

ス ト ・ビヘ イ ビ ア を捉える上 で の 上述 の 問題 を経営陣は無視で きたの で あ る．

　 ［2］資本投 資の コ ス トを確実 に 回収 す る

　基本原価計算で は
， 基本原価 に含 まれ る機械 の 減価償却費を計 算す る と きに ， 償却期 間

を 5 年 ，資本 の 利率を 10％ と し， 5年間全体 の 資本 コ ス トを 50％ （10％ × 5年 間） と考 え

て ，
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　　 （投資額 × 1．5）÷ 5年 ＝投資額 × 0．3＝毎年 の 減価償却費

　　毎年の 減価償却費÷ 12 ＝ 投 資額 × O．025　・＝ 月当た り減価償却費

とす る． これ を月平均生産量 で 除 した もの を製品 1単位 当た りの 機械 償却費 とし，加工 費

に算 入す る の で ある ．

　 こ の よ うに して 計 算 され る年 間の 減価償 却率 0．3 を
， 経 済計 算 に お け る資 本 回収係数 と

比 較す る と図 6 の よ うにな る ． つ ま り， 資本 コ ス トが 10％ ，経 済寿 命が 5 年の 時 の 経済計

算 上 の 資本 回収係 数 と比べ て 149。 増 ， 6年の 時は 31％ 増 ， 7 年の 時 は 46％ 増 の 償却費が賦

課 され る． しか も
， 実 際の 製 品寿命は 5年 を超え

， 借 入利子 率 は 10％ を 下回る場 合が 多い

の で ， こ の よ うな投資 コ ス トを もとに販売価格を設定 し （ある い は
， 販売価格が 与件で あ

る 場合 に は
， 高め に 設定 され た資本投資 の コ ス トを前提 に 目標 原価 を設 定 し），

コ ス ト ・

コ ン トm 一ル を行 え ば ，ほ ぼ 確実 に 投資 を回収す る こ とが で きた の で ある ．

国
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　　　　　　　　　　　図 6　資本回収係数 と基本原価の 償 却率

　 ［3］間接費 と利益マ ージ ン の 目標回収額

　当社 の 経営陣は
， 基本 原価 に

…
定 の 値入率を掛 けた金額を販売価格 とすれ ば， 5 年間の

製造間接 費，販 管費，金利 の 総 額を回収 し，必要 な利益 を確保 で きる こ とが 経験上 分 か っ

て い た ．
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　 も っ と も， 間接費は必ず し も生 産量 と線形 の 関係 に は な い の だ か ら
， 基本原価 を も とに

販 売価格 を設 定 して も ， 理 論 的 には 間接 費を 回収 し必 要 な利益が 獲得 で きる と い う保証 は

な い ． しか し，上 述 の よ うに 売上 が 増加 し，十分 な利益が 自然 に 増加 して い た た め
，

こ の

よ うな理 論的 な問 題 を経営陣は無視で きた の で ある、

4．2．2　コ ス ト ・コ ン トロ ール に お け る 目標原価

　基本原価 に は
， 人件費や 減価償却 費 とい っ た直接固 定費の 割 り掛け計算が 含 まれ ，基本

原価 に 含 まれ な い 製造 間接費 や販管 費 は物 流 マ
ー

ジ ン と して 大枠で 管理 して い た か ら
， 単

年度 ベ ース の コ ス ト ・コ ン トロ
ー

ル に お ける 目標原価 と して は理論的 に 問題 が あ る ．

　こ の 問題 は
， もと もと当社 が ， 基本原 価 シ ス テ ム の 機能 に つ い て コ ス ト ・プ ラ ン ニ ン グ

に役立 たせ る側面 と
，

コ ス ト ・コ ン トロ
ール に役 立 た せ る側 面 との 二 面性 が あ る こ とをは

っ き り認識 して い なか っ た た め に生 じた
，

と考 え られ る．長期 的 に コ ス トを と らえる こ と

を主 眼 に お い た コ ス ト ・プ ラ ン ニ ン グ と異 な り， コ ス ト ・コ ン トロ ー ル は，単年度方式の

マ ネジ メ ン トだ か ら ， 固定 費が 可 変要 素と は な りえず ， 限 界利益 管理 が 重 要で あ る．

　と こ ろ が ，
S 社 は

， 固定費 を含め た基本原価 を単年 度 ベ ー ス の コ ス ト ・コ ン トロ
ー

ル に

も利用 して きた ．基本原 価 シ ス テ ム を考案 した 当時は，基本原 価の 内訳 の 8割以 上 が 買入

部品費や 材料 費で あ り，
しか も生産規模が拡大 しつ づ け る 当社で は，先 に指摘 した よ うに

固定費 を可変要素 とみ な して も大過 な か っ た． した が っ て
，

こ の 基本原価 を単年 度の 目標

原価 に して 原 価 改善 をすす め て も大 きな 問題 に は な らな か っ た の で あ る．

5． 環境変化 と基本 原 価 シ ス テ ム へ の イ ン パ ク ト

　前節 で 検討 した よ うに ， 基本原 価 シ ス テ ム は
，

こ れ を考案 した 1960 〜 70 年代 当時 の 市

場 環境 や
，
S 社 の 競 争構 造 ・収益 構造 に マ ッ チ した もの で あ っ た た め に

， 同社 の 高 シ ェ

ア ・高収 益戦 略 を十 分 サ ポ ー トす る コ ス ト ・
マ ネ ジメ ン ト方式 で あ っ た ，

　70 年代 頃か ら コ ン ピ ュ
ー

タ の 発展 と並 行 して ， さまざまな 産業 で 設備 の 自動化 が すす

め られ たが ，そ の 結果，S社 の コ ス ト ・
マ ネジ メ ン ト ・シ ス テ ム は ど ん な影響 を受けた の

だ ろ うか ？

5．1　 市 場環 境 と競争構 造 ・収益 構造 の 変化

　70 年代頃の 製品
・市場 特性 と競争構造 に は

， 次の よ うな特徴が み られ る よ うに な っ た ．

（1 ）産業設備 の 自動化 に とも な っ て
， その 重要 な部 品で あ る当制御 機器 の 需要は こ れ

　 まで 以 上 に 拡大 した か ら
， 参入企 業 は増加 して

，
コ ス ト ・ダ ウ ン の 要求は強 ま っ た．
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（2 ）各種産 業で コ ン ピ ュ
ー

タ を導入 した高度 な 自動化設備 ・機器が 利用 され る よ うに

　 な っ た結果，当制御 機器の 仕様の 多品 種 ・少量 化 と高度化が
一

層 進 ん で い っ た ．

（3 ）そ の 中 で 十 分 な シ ェ ア をキ ープす る た め に は ，需要 の さ らなる 拡大 と製品 の 多品

　 種化 に きちん と応 える必要が あ っ た．

（4 ）市場 の 多地域化 ， 国際化が 進展 した．

（5 ）市場の 多地域化 ・国際化に対応す る た め
， 国内 ・国外 各所に 生 産 ・販売拠点 を拡

　 張 して い くこ とが ，競争上 必要で あ っ た．

こ の ような変化の 結果 ， 同社 の 収益構造 には次 の よ うな変化 が生 じて きた ，

（1）従来の よ うに 部品 を外部か ら買い 入 れ て
， 自社で 組み立 て る とい う生産方法で は

，

　 需要の 拡大 と製品 の 多 品種化 に 追 い つ け な くな っ た． また
， 制御 機器の 仕様 の 高度

　 化 に対 応す る た め に は ，高度 な 生 産 設備が 必要で あ っ たが ，部 品の 外注 先で あ る下

　 請小企 業 に 生 産 設備の 導入 を期待 す る こ と は 困 難 で あ っ た ．そ こ で ，S杜 自身が 生

　 産設備 投資 をすす め
， 部品の 内製化 をすすめ ざる を得 なか っ た の で

， 加 工 費 に 占め

　 る設備費用 の 割合が増 加 した，

（2）市場 の 多地 域化 ・
国際化 に伴 う生産 ・販 売拠 点の 拡張 は ，製 造 間接 費や 販 管費

　 （い わ ゆ る流 通 マ
ー ジ ン ） を増加 させ た ． こ の よ うな 間接 費 の 増 加 に 対 し，S 社 で

　 は 部 品 の 標 準化 をすす め る な ど の 合理 化 努力 を続 け て きた が ，需 要 の 伸 び と製 品 の

　 多品種化 ・少量 化 ， 高 度化が 急激 に 進 ん だ た め
， 間接 費の 増加 を抑 え る こ とが で き

　 なか っ た．

（3）上 の こ とは
， 資産規摸 を大 き くし， こ れ に 見合 っ て 資金負担 を増大 させ た （後述

　 の 株式公 開に よ る エ ク イ テ ィ フ ァ イ ナ ン ス は ， こ の こ とと密接 な関係が あ る）．

（4）　
一
方で 生 産部門の 自動化 と合理化が 進み

， 他 方で 製造 間接 費や 販管 費が増 加 した

　 た め
， 基本 原価 以外 の 流通 マ

ー ジ ン を基本原 価 と同率 に す る こ とが で きな くな っ て

　 きた ．

5．2　基本原価 シス テ ム へ の 影響

　 上 述 の よ うな変化が ，基 本原価 シ ス テ ム に どん な イ ン パ ク トを与 えた か ，基 本 原価 に期

待 され て きた 2 つ の 役割 に関連 して 検討 しよ う．

［1］長期的採算性 を確保す る コ ス ト ・プ ラ ン ニ ン グへ の 影響
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　基 本原価 は投 資 コ ス ト／ 総生 産数量 とい う割 り勘 （配分 ）計算 的発想 で 設定 され る ため
，

前節 で 指 摘 した よ うな本 質的 な 問題 を は らん で い た． こ れ まで は 固定費が 比 較 的小 さ く，

実務 ヒ大 きな問題 に は な らな か っ たが ，加工 費 の 中の 設備費が増加 し ，
こ れ を きめ 細か く

把握 し管理す る 必要が大 き くな っ た こ とに よ っ て
，

こ の 問題 が露呈 して きた はずで あ る．

　 しか し， 売上 が 依然 と して 拡大 を続 けて い た た め
， 経営陣 は基本原価 の 本 質的問題 を認

識 す る こ とが な く， こ の や り方 の コ ス ト配 分 を続 け て い た． また，基 本原 価以 外 の 間接費

の 増加 に 対 し て も， 販売価格算定 の ため に基本原価 に掛け合 わ され る値入 率 を修正 す る こ

とで 対応 しよ うと し ， 先 に指摘 した 問題 を根本 的 に解決 しよ うとは しなか っ た の で あ る ，

　 ［2］独算 制 に よ る コ ス ト・コ ン トロ
ー

ル へ の 影響

　総生 産数量 を ベ ース に 配分 され る 固定費が 基本原価の 中に増 えて きた ため に ， 生産量が

増加 す る に した が っ て ， 実際の 原価総額の 増分以 上 に基 本原価総額が増 加 して い くこ とに

な る ． そ の た め
，

生 産量が 増加す る ほ ど
， 実態 と して の 原 価削減 と

， 増 産 に よ る 見 せ か け

の 原価 削減 との 混在が大 きくな っ て しま っ た．

費用

　　　　　　 「
　 　 　 　 　 　 　

増加 した 直接固定

L

実際原価　新 し い

基 本原価

こ れ まで の

基本原価

基準生 産量　　生産量

　　　 　　　　 　　　　 　 図 7　実際原価 と基 本原価 の 差異

　図 7 は
， そ の 様子 を示 して い る ．直接 固定費が増加 した こ とに よ っ て

，
い わ ゆ る基 本 原

価率が大 きくな り， 全 く原価改善が行 わ れ て い ない 状 態 （図7 に 示す実際原価 の 状態 ）で

あ っ て も ， 操業度が 増せ ば
， 不利差異が 縮小 （あ る い は

， 有利差異 が拡大 ）す る の で あ っ
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た ．

　 したが っ て （操業度差異 を把 握 しない 仕 組 み の 基本原価 シ ス テ ム で は）， 売上 が順調 に

拡大 して い た 当時は，実際 に は原価改善が は か られ て い な い に もか か わ らず，経営陣 も原

価改善が推進 され て い る よ うに信 じて しま っ た よ うで あ る ．

　 さ らに
， 株 式 の 上 場 に よる 豊富 な資金調達 を背 景 と した積 極的 な設備投 資 は

， 間接費の

増大 をも もた ら し， ます ます こ う した間接費管理 の 必 要性 を増 加 させ たが ，
一

方で 積極的

な設備投 資 に よ る 生産量 と売上の 拡大 は
， 基本原価 に よ る 間接 費管理 の 問 題 を しば ら くの

間 は覆い 隠 して い た よ うで ある ．

6 ． 株式上場と標準原価計算の 導入

　当社 に お け る もう 1 つ の 環境 変化は ，株式公 開 と， こ れ に 伴 う計算制度 へ の イ ン パ ク ト

で あ っ た．

　創業 か ら 28 年 目の 1987 年 に
，
S 社 は経営 陣の 長年 の 夢 で もあ っ た上場 を果た した． こ

の 上 場は ，
一方で は

， 巨額の 自己資本の 流 入 と企業の 信用力の 増大な どの プラ ス を もた ら

したが
， 他 方で は

， 公 開企 業 と して の 種 々 の 規制 ・制約 も受けなけれ ば な らなか っ た ． と

りわ け，本稿 に 関連す る大 きな 出来事は ，上場 の 条件 と して 標準原価計算制度 を導 入 しな

け れ ば な ら なか っ た こ とで ある． 制度 と して の 標 準原 価計算 を導入 した こ とに よ っ て ， 同

社 の コ ス ト ・マ ネ ジメ ン トは ，従来 の よ うな機 能 を十分果 たせ な くな っ た ， と同社 の 経営

陣は考えて い る ．

6． 1　株 式上場 によ る利益 目標 の変化 と経営戦略 へ の イ ン パ ク ト

　5年 間 とい う長期 的な視点で 利益 を確保す る とい う従来の 利益 目標 に加 え，株式 を上 場

した こ とに よ っ て ，財務諸表 に 表 れ る 年度利益 の 確保 も強 い 目標 に 挙げ られる よ うに な っ

た ． こ の 結果 ， 同社 の 経 営戦略は次の よ うな影響 を受け た．

（1 ＞株式の 上 場 に よ っ て
， 年度単位の 業績 を公 表財務諸 表 の ル

ー
ル （原価計算基準や

　 税法規定な ど） に従 っ て 標準全 部原価計算の 方式 で 報告 す る義務が 生 じた． また公

　 表財務諸表で の 「優良企業」で あ る必要性が 強 ま っ た た め ，経 営分析に 利用 され る

　 財務諸表 の 各数値 を無視 で きな くな っ た． その た め に ．製品そ れ ぞれ の 原 価差異 を

　 1％ 以 内 に抑 えた い とい うイ ン セ ン テ ィ ブ が経理 担 当者 に 生 まれ ， こ れ まで の よ う

　 な全 体で 利益 を生 め れ ば よ い とい う目標 （業績評価基準）が 薄 まっ て しま っ た ，

（2 ）そ の 結果 ， 個 々 の 製品 に つ い て 早 い 年度 に赤字 で あ っ て も後の 年度 に 黒字 に す る
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　 こ とで ト
ー

タル で 採算性 が とれれ ば よ い ， とい う長期 的視野 の 基本原価 に基づ くこ

　 れ まで の や り方が で きに くくな っ た。

（3 ）また ，株式の 上場 に よ る巨額 な 自己資金 の 流 入 は ，工 場 や 流通部 門，海外部門の

　 資産拡大 に つ な が っ た ．そ の ため
，

こ うした巨 額化 した 間接費 を きちん と管理 す る

　 こ との 重要 1生が 増 した．

6．2　 コ ス ト ・ マ ネジメ ン ト ・ シス テ ム に お け る問題

　利益 目標の 複数化は，S杜の 経営戦 略へ の 影響 を通 じて 同社の コ ス ト ・マ ネジ メ ン ト ・

シ ス テ ム へ の 反省 を うなが す こ とと な っ た．

　S社の 基本原価 シ ス テ ム は ， 販売価格の 設定 ， 投資採算性の 判 断 ， 生 産効率の 判定な ど

を長期的視点か ら行 うの に 適 した もの で あ るが
， 前述 の よ うに単年度 の コ ス ト ・コ ン トロ

ール の 指標 と して は
，

もと もと問題 が あ っ た ．

　 したが っ て ， 同社 の 経営陣 が感 じて い る よ うに標準原価計算制度 の 導入が 問題 を引 き起

こ した と い うよ りは
，

む しろ
，
h 述 の よ うに 年度利益 に も経営 陣の 強い 関心 が 向け られ る

よ うに な っ た結果，基本原価 の コ ン セ プ トに も とつ くコ ス ト ・コ ン トロ ー
ル の 問題点が 露

呈 して きた とい うべ きで あ る ．

6．3　景気後 退期の 墓本原価

　い わ ゆ る 「バ ブ ル 景気」 が 崩壊 した 1992 年度以 降 ，
い ま まで 常 に 拡大傾向 に あ っ た 当

社 の 扱 う制 御機器市場 に も停 滞期 が 訪れ た 。景気後退 は ，S社 の 基 本原価 シス テ ム につ い

て
， 次 の よ うな本質的な問題 を露呈 した ．

　第 1 に ，長期的視点か らの 可変的な コ ス トの 内容 と短期的視点か らの 可変的な コ ス トの

内容 との 乖離 で ある ．

　増産 に つ ぐ増 産 を続 け ，設備投 資や増 員が継続的 に行われ て い た時代 に は ，短期 的にみ

て も，直接固定費を可 変要素 として扱 うこ とが 可 能で あ っ た ．そ の た め ， 「基本原価」 シ

ス テ ム は
， 長期 の 意思決定 に も短期 の 意思決定 に も有効 な情報 を提供で きた の で あ っ た ．

　 とこ ろ が ，ひ とた び 需要が 低迷す る よ うに な る と，直接固定費は短期的 に不 変要素 とな

っ て しま うため
， 「基 本原価」 とい う 1 つ の 原価情報 で

， 長 ・短期 双方の 意思 決定 を十分

サ ポ ー
トする こ とは で きに くくな っ た の で あ る ． した が っ て

， 景気 後退期 に は， こ れ まで

の よ うに 製品別 の 直接 固定 費 を全 て 可変要素 と して捉 えず に ，条件 に応 じて 可変的 な コ ス

ト情報の つ か み 方を変えな け れ ばな らな い ．

　第2 に ， 景気後退 に よ っ て ，
こ れ まで の よ うな間接 費 をひ と まとめ に して 大 ざ っ ぱ に 管

理 し
，

こ れ を割 り勘計算 的に 各製 品 に配賦 す る コ ス ト情報 に は難点が 生 じて きた ．間接 費
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が増大 した結果 ， 販売価格 の 決定を直接費に比例 させ る と い う従来の 方式 は許 され な くな

り， 間接費 を種 々 層別 して 価格 に 反映 させ る必 要 が 生 じて きたの で あ る．

　 コ ス ト ・プ ラ ン ニ ン グ にお け る基 本 原価 の 内容 は
， 今 まで の もの に 比べ よ り詳 細 な もの

とな る，海外 で の 生産拠 点 も拡 大 した 同社 で は
，

生 産場所 に よ っ て 基本原価 に 含 まれ る 直

接 原価 も異 なる し
， 流通 コ ス トもか な り異 な る よう に な っ た．今 まで の 基 本原 価が 「何 を

どれだ けの コ ス トで 作 り， い くらで 売るの か」 とい っ たこ とを考慮 した もの だ っ た の に 対

し，今後の 基本原 価は 「何 をど こ で どれ だ けの コ ス トで 作 り，
ど こ で い くらで 売 るの か」

とい っ た こ と を考慮 した もの で あ る必 要が あ る．そ の ため に は，各製品 の 間接費 をひ と ま

とめ に して 把 握す る の で は な く，た と えば ABC （活動基 準 原価 計算 ）で 主張 され る よ う

に ， 層別 され た 間接 費 を製品 に 直接 跡づ け る ため の 工 夫 も必要 に な ろ う． さ らに ，設備投

資 を確実 に 回収す るた め の 計算 と して ，資本の 利率 と経済寿命 を設備 タ イ プ別に 考慮 した

経済計算の 手法 を取 り入れ る こ と も重 要 となる ．

　 また
，

コ ス ト ・コ ン トロ
ー

ル の 側面で も， 間接 費 をで きる だ け製 品に 直接跡づ け る コ ス

ト ・ドラ イバ ーを設定す る こ とに よ っ て ，過大な操業度差異の 発生 を抑 え，原 価改 善の 推

進 を よ り効 果的 にす る こ と も求 め られ る ．

　こ の よ うに
， 新 しい 競争構 造 と収益構造 に 見合 っ て コ ス ト ・マ ネジ メ ン ト方式 を再構築

す る問題 の 詳細は
， 本稿の 続編 と して 別に 論 じる 予 定で あ る ．
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Abstract

 Recently some  corporate  managers  and  Tesearch  specialists  are  beginning  to sus-

pect that  traditional  cost  management  methods,  which  are  based  on  standard  cost,

accounting,  mislead  management  with  regard  to decision-making  and  manage-

ment  control.  [[They suggest  many  kinds of  new  cost  management  methods  as  coun-

termeasures.  This  paper  analyzes  one  of  them,  KIHON-GENKA,

 This  unique  cest  management  system  was  developed  by  the top management  of  S

Corporation  to support  a  high-share, high-profitability strategy,  from  the stand-

point of  the  relationship  between the business  environment  and  the  cost  manage-

ment  methodology,

 Following a  summary  of  the history of  the company,  the aim  and  position of  this

paper  are  presented  in Sections 1 and  2. Sections 3 and  4 clarify  the mechanism  by

which  KIHON-GENKA  works,  and  analyze  how  it has  contributed  to the growth
and  profitability of  the  company.  Sections 5 and  6 discuss the  influence ofbusiness

environment  changes  on  KIHON-GENKA  systems.
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事例研 究

韓国企業の 部門別活動基準原価計算の 導入事例 ：

亜南産業 （株 ）

　

　

　
　

　エ
　

基

泳

坤

舜

健

達

金

李

金

〈 研 究要 旨〉

　半導体組立専門業者で ある亜南産業 （株）は ，ア メ リカ現 地法人 ，AMKOR か ら の

勧誘 に よ り1990 年 9 月に ABC 導入 を決め
，

1992 年か ら全社で ABC を実施す る よ う

に な っ た．半導体産業 に は独特 な取 引構造が あ り，そ の た め ，同社 の 総製造原価 で 占

め る製造間接費の 割合 は非常に高 く，同社 の 製造 間接 費の 配賦 基準 は製 品原価の 算定

に 大 きな影響 を与えて い る．こ の よ うな背景か ら， 顧 客 と の 製品価格 の 交渉で 他 社 と

の 価格差 に よ る 製品原価 の 妥 当性が 問題 に な り，営業側 か ら の 配賦基準 の 見直 しの 要

請が ABC 導入 の 契機に な っ た ．

　同社 は，ABC 導入にお い て予想 され る縦割部門組織で の 抵抗 とシ ス テ ム 分析にか か

る費用 ／便益 を考慮 し，同社 の 部 門を 中心 と した部門別活動基準原価計算 を行 な っ て

い る．同社 の ABC は，まず各部門 の 目標原価 として の 予 算額 を，部 門 の 活動分析 に よ

っ て 把握 され た部 門内 の 各活動に 割 り当て
， そ の 活動原 価 を コ ス ト ・ド ラ イ バ ー

に よ

り製品に 跡付 ける もの で あ る．既 存研 究で は 同杜 の こ の よ うなア プ ロ
ー

チ が平均 的 な

負荷量 に よる任意配賦 に も とつ くた め に問題 が あ る と批判 され て い るが
， 他方 で は部

門別 活動分析の 有効性 に対す る支持 も現 われ て い る．

　1司社 は
， ABC 導入 に よ り， 製品原価 の 歪 曲を是正 した．その 結果，顧客 との 製 品価

格交渉が ABC か ら の 情報 に基づ い て 行 な われ ，仕様 の 差 に よ る異 なる製品価格の 裏付

けが 容易に な っ た．同社 の 部門別活動基 準原価計算は
， 既存 の 部 門組 織で の 抵抗 を円

満に解決 しなが ら
， 活動分 析に基 づ く組織再 編成 に も有効 で あ る こ とが 実証 され た ．

〈 キーワー ド〉

ケ
ー

ス ス タ デ ィ，半導体産 業，製 品原価 の 歪 曲，部門 別活動基 準原価計算 ，活動報告

書，ABC に よる価格決定 ，組織再編成

1995 年 4 月　受付

1995 年 12 月　 受 理
＊ 西江 大学校経営 大学 教授，韓 国
t
大 阪産 業大学経 営学 部助教 授

‡西 江大 学校経営 大学 大学 院博 士 課程，韓 国
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1． は じめ に

　亜 南産業株式会杜 （以 下 ，「亜 南産業」 と略す ）は 半導体組立 専 門業者 で ，現 在，世界

半導体組立市場の 約 40％
1 ：

の マ ーケ ッ トシ ェ ア を もっ て い る会社で ある．亜 南産業は ， 同

社 の 米国現 地法 人で ある AMKOR2 〕

か らの 勧 誘 に よ り，
1990 年 に ABC シ ス テ ム を導 入 し

て 製 品原価 の 歪 曲 を是 正 し
， 顧 客か ら も大 変 よ い 評判 を得 て い る． 同社 の ABC は

，
まず

各部 門 の 目標原 価 と して の 予 算 額 を ， 部門 の 活動分 析 に よ っ て 把握 され た部 門 内の 各活動

に割 り当て
， その 活動原価 を コ ス ト ・ドラ イバ ー

に よ り製 品に 跡付 け る もの で あ る ．亜 南

産業 の ABC に 関す る事例研 究 に は筆者 ら （金舜基 ・
李健 泳 ［3］）と申洪哲 ら （申洪哲 ［5］，

申洪哲 ・呉承潤 ・李周媛 ［6］， ［7］） の 論文が ある が
， 本文 は

， 筆者 らが 1995 年 2 月に 再

び亜 南産 業 を訪 問 し
，

亜 南 産 業の ABC 導入 の 過程 お よ び成 果 を調査 し
， その 調 査 結果 を

整 理 した もの で ある ．

2． 亜 南産業 の ABC 導入背景

　亜 南 産業 の 企 画 室 は 1990 年 9 月中旬 AMKOR の 会計部長 ，
ロ バ ー ト ・

フ ィ リ プ ス キ

（Robert　Filipski）か ら次 の よ うな FAX を受 け取 っ た （申洪哲 ［5］ の 第 5 章を参照）．

　「現在 ，我 々 が使 っ て い る 製品原 価情報 に は多少 の 問 題 がある と思 わ れ る．そ の た め に，

営業上 で 相 当な トラ ブ ル が 発生 して い る の で ，来週渡米 して い た だ き，既 存の 原価計 算 シ

ス テ ム と代わ る新 しい シ ス テ ム と して の ABC シ ス テ ム に 関 して 議論 され る よ う願 う．」

　こ の よ うな提 案 を受け た亜 南産 業の 企 画室は
， 社 長 に 報告 し

，
ABC 企 画 チ

ー
ム を結成

す る と と もに
， 同 年 9 月 に担 当取締 役 1 名，企 画 室 か ら 2 名，そ して 電 算ス タ ッ フ 2 名 を

AMKOR に 送 り，AMKOR の 担 当者 と ABC シ ス テ ム に関 す る 協議 を 5 日間行 な っ た ．ア

メ リカで は， 5 日間の 滞在中， 主 に ABC 関連資料 の 収集 ，　 ABC 関連 ビデ オ 分析
3 ）

（申洪哲

［5］の 第 5 章を参照），
セ ミナ

ー
へ の 参加が 中心 で あ っ た ．AMKOR か ら帰国 した ABC 企

画チ ー ム は ABC シ ス テ ム の 導入準 備 に 取 りかか り，
こ れ が亜 南 産業の ABC シ ス テ ム 導入

の 背景に な っ た ．

3． 亜 南産業の 概要お よび事業内容の 特徴

3． 1　亜 南産業の 概要

　亜 南産業 は 1956 年 自転車メ
ー

カ ー と して 設 立 され ，
一

時に は国内の 自転 車需要の 80％
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 韓国企 業の 部 門別活動 基 準 原価 言「
’
算の 導 入 事例 ：亜 南 産 業 
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　を 占め る 大手 自転 車メ
ー

カ
ー

で あ っ た が ，
1969 年 に 韓 国で は初 め て 半導体組 立生産 を

行 ない
， 現在 に は

， 従 業員 4
，
500 人の 半導体組 立専 門の 大手企 業 で あ る．現在，亜 南産 業

は ，産業用 ，家電 製 品用 ，軍 事用 な ど の 半導体 を中 心 に ，約 3，500 種 類 の 製 品 を月 7，500

万個生産 し ， そ の うち ， 金 額ベ
ー

ス で 9割以上 を輸 出 して い る ．同社 の 売上高 とそ の 成長

推移は 表 1 の とお りで ある ．

　　　　　　　　　　表 1　売上高成長推移 （単位 ：百万 ウォ ン
，
％）

年度 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年

売上高 261562352
，
510482

，
361623

，
204 768

，
366

前年比増加率 一 35．0 367 292 23．3

出 所 ：亜 南 産 業 の 営 業報 告書

3．2　亜 南産業 の 半導体製造 工 程

　半導体の 製造工 程は ，通常，図 1 で 見 られ る よ うに ，五 つ の 工 程か ら構成 され る ．そ れ

に は
， 前工 程 と い わ れ る

，
シ リ コ ン ウ ェ ハ を生 産す る単結晶製造工 程 ，

マ ス ク ない しレチ

ク ル を製作 す る レチ クル ・
マ ス ク製造工 程 ，チ ッ プ を生 産 す る ウ ェ ハ 処理 工 程 が あ り，後

工 程 とい われ る
，

ウ ェ ハ の 切 断か ら製品 と して 仕 上げ る 組立 工 程 ， 検査工 程 が ある （大西

勝明 ［1］ の 第 4 章 を参 照）．亜 南産業 は後工 程 の 組 立工 程 と検査工 程 の み を専 門 に行 な う

業者で あ る ．

3 ． 3　半導体産 業構造で の 亜南産業の 事業内容

　半導体産業 は
， そ の 機能お よ び役割に よ っ て ， ウ ェ ハ 製造業者，組立専門業者，原材料

供給 業者 ， 最終製品製造業者 に 大 き く分 け られ る ． ウ ェ ハ 製造業者 は
， 半導体 回路 をデ ザ

イ ン す る業者で ， 半導体チ ッ プ を供給す る機能 を遂行 して い る ．組立 専 門業者 は
，

ウ ェ ハ

製造業者 か らウ ェ ハ の 供給 を受 け ， そ れ を各種 の 形態 の 半導体 に 組み 立 て る 業者で あ る ．

さ らに ， 原 材 料供 給業者 は半導体の 組立 に必 要 な原 材料を供給す る業者 で
， 最終 製品製造

業者は 組み 立 て られ た半導体 を利用 して 家電 製品 ，
コ ン ピ ュ

ー
タ

ー
， 通 信機器 な どの よ う

な最終製品 を生産す る業者 で ある ．
一

部 の 大手 半導体 メ
ー

カ
ー

が ウ ェ ハ の 製造 か ら半導体

の 組み 立 て まで を
一

貫 して行な うこ と もあ るが 、 機能お よ び役割か ら見 る と
，

こ れ ら業者

間の 相 互取引は ， 図 2 の よ うに表わす こ とが で きる ．

　まず，最 終製 品 製 造業者 とウ ェ ハ 製造業者 との 間 に 半導体供給の 取引契約が 結ばれ る と
，

ウ ェ ハ 製造 業者 は 組立専 門 業者 に半導体の 組立 を依頼 し
，

そ れ に必要 な ウ ェ ハ を供給す る．
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　　 　 注 ：数字 は取 引の 順 序

　　 　　　　　 　　　　 　　　 図 2　半 導体産 業の 構造

こ の 際 ， 組立 専 門業者 は 半導体 を組 み立 て る の に必 要 な各種の 原材料 を原材料 供給 業者か

ら仕入 れ る ．半導体組立 が 終わ る と，組立専門業者は組み 立 て られ た半導体 を ウ ェ ハ 製造

業者 に納 品 し ，
こ れ が 最終的 に最終 製品製造業者 に渡 り，

一
連 の 取引 は終 わる．

　
一
方 ， 組立専門業者が 使 うウ ェ ハ は ウ ェ ハ 製造業者か ら供給 され る が

， その 費用 は最終

製品製造業者が 負担す る の で
， 組立専 門業者 は ウ ェ ハ 加工 に必 要 な副 材 料の み を購 入 す る

こ とに な る． した が っ て
， 組立 専 門業者 の 原材料費 は他 の 原価 費 目 に比べ て そ の 割 合が小

さい ． こ の よ うな半導体産業構造か ら見 る と，亜 南 産業が組立専 門業者で ある こ とは前述

の とお りで ある ．

　 ウ ェ ハ 製造業者が 組立 専門業者に 半導体の 組立 を依頼す る主 な理 由は ， ウ ェ ハ 製造業者

が 直接生産す る に は少量で 採 算が 取 れ ない 場合が ある か らで あ り， また は 特定の 半導体の

組 立 に お い て 組立 専 門業者 の ほ うが技術水準 が優 れ て い る 場合 が ある か らで ある ．

　 こ の よ うな半導体産業の 構造か ら見 て ，組立専 門業者 で ある亜 南産業 は，他 の 製造 メ
ー

カ
ー と違 っ て ， 次 の よ うな特徴 を持 っ て い る ．

　（1）注文生産で
， 多品種大量生産で ある．

　亜 南産 業 は現 在 ， 世界 の 約 150 の ウ ェ ハ 製造業 者
4．

と取引 して い るの で ，
一

社 の ウ ェ ハ

製造業者 の 注文が 少量 で あ っ て も
， 同種すべ て の 注文 を全部合 わせ れ ば大量生産 に なる ．

　 （2）原 価費 目別構成で の 原 材料費の 割合が 低い ．

　重 要な原材料で ある ウ ェ ハ は 最終製品製造業者が 負担す る の で ，原材料費 と して は半導

体の 組立過程で 必要な副材料費の み で ある ．

4 ． 亜 南産業の ABC 導入 背景

亜 南産業が ABC シ ス テ ム 導入 に踏み 切 っ た の は，次の よ うな理 由に よ る．

　（1）設備投 資の 急増 など に よ り， 総製造原価で 占め る 製造 間接費の 割合が過 去 よ り大 き

くな っ たか らで ある．
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　 1980 年代 中盤 の 直／ 間接費の 対比 は 約 40 ：60 で あ っ た が ， その 後 の 自動 化設備投資

な どに よ りABC シ ス テ ム を導入す る段 階 で の 直 ／聞接 費の 対 比 は約 25 ：75 に な っ た ”／．

特 に ， 前述 の よ うに 主材料 と して の ウ ェ ハ は最終製 品製造 業者が負 担す るの で ，総 製 造原

価 で 占め る 原材料 費の 割 合が低 い こ とも間接 費の 比 重 を大 きくす る要因 に な っ て い る ．

（2 ）亜南産業の 最高経営者 と管理 者 は
，

1980 年代 中盤か ら既存の 製造 問接費の 配賦 方法

が 原価歪 曲を引 き起 こ して い るの で は な い か とい う疑問 を持ち始め たか らで あ る．

　原価 よ り生 産量が 強調 され た 1980 年代 中盤 まで は ， 原価歪 曲 に関 して それほ ど関心 は

な か っ た． しか し ，
AMKOR か らの 「製 品原価 が 間違 っ て 計算 され て い る よ うに 思 われ る 」

と い うフ ィ
ー ドバ ッ ク

， す な わ ち
，
AMKOR が 亜 南産業か ら提供 され た製 品原 価 デ ー タに

基づ い て 顧客 と価格交 渉を行 なうと き， 他杜 製品 との 価格差が 大 き く， その 妥 当性 を顧客

に理解 させ る の が難 しい な どの 苦情 が 相次 い で 現 わ れ た． したが っ て ， 最高経営者は 自社

で 算定 され た製品原価に 歪 曲が あるの で は な い か とい う疑 問 を持 ち始 め た ．

　 （3 ）製 品 ミ ッ ク ス や 顧 客 ミ ッ クス の た め に
， 正確 な製 品原 価の 算定 が必 要 に な っ た か

らで ある ．

　亜 南産業の 限 られ た生 産能力で 付加価値が 高い 製 品の 判定の た め に
， さらに同 じ製品で

も顧 客に よ っ て 提示 する 注文量 と価格 が 違 う場 合 ，
よ り有利 な顧 客 ミ ッ ク ス 戦略 の た め に

，

正確 な 製品原価情 報が必要 に な っ た ．

5． ABC シ ス テム 導入 の 準備段階

　前述 の よ うに ，AMKOR で の 5 日間 に わ た る打 ち合わせ を終え帰国 した ABC 企 画 チ
ー

ム は ， 1990 年 10 月に亜南 産 業の 現状 を踏まえて ，AMKOR の 協 力 を得なが ら 6　 （申洪

哲 ・呉承 潤 ・李 周媛 ［6］），
ABC シ ス テ ム の 構築 に 取 りか か っ た ．同チ ー ム が ABC シ ス

テ ム 導入 に 先駆 けて そ の 準備段 階 と して 考 えた の は， （1）ABC に 関す る 自社 の 概念の 確

立 ， （2）ABC 作業準備の た め の シ ス テ ム フ ロ ー
，業務 フ ロ ーの 分析 ， （3）活動分析方法

の 研究 ， （4）既 存 デ
ー

タ ベ ース と ABC シ ス テ ム で 要求 さ れ る 資料 との 連結 関係 に 関す る

分析 の 4段階で あ っ た．

　ABC 企 画チ
ー

ム が 特 に注意 を払 っ た の は ，　 ABC に 関す る 自社の 概念確立 で あ っ た． シ

ス テ ム 構 築の た め に は ，主 要用語 に 関す る定義の み な らず， こ れ ら を亜 南産業 に ど う適用

させ るか の 計画が 明確で な け れ ば な らな か っ た か らで あ る ． さ らに， ABC を適用す る に

は 多様 な情報 が 要求 され る が ， そ の 開発 期間 お よ び費用 を考えれ ば ，既存 の デ ー タ ベ ース

を有効 に利用 す る 方が 効果 的で あ る と い う判断 の もとで
， 既存 の デ

ー
タ ベ ー

ス と ABC に
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必要な資料 との 関係 の 究 明に重点 をお い た ．

　同社の ABC シ ス テ ム を導入 す る 前の 既存 の デ
ー

タ ベ ー
ス は

， 製 品デ
ー

タ ベ ー
ス

， 購 買

資材 管理 シ ス テ ム
，

生 産管理 シ ス テ ム
， 部 門別 原 価 管理 シ ス テ ム ，営業 シ ス テ ム の 五 つ の

シ ス テ ム で あ っ た ． こ の よ うな既存の デ
ー

タ ベ ース か ら ABC シ ス テ ム 構築に 必 要な デ
ー

タ が得 られ る こ とが わ か っ た ABC 企画チ
ー

ム は ， 図 3 の よ うに ，既存デ
ー タ ベ ース シ ス

テ ム を利用 して ABC シ ス テ ム を構築す る に至 っ た．

製品 デ
ー タベ ー ス

購買資材管理

シス テ ム

材
料
標
準

資材価 格

際

価

実

原

工

程
標
準

生 産管理 シ ス テ ム

ABC

製 品別の 標準／実際原価

製 品別の 収益性分析

図 3　既存 シス テ ム とABC の 連結

　 図 3 で の 製 品 デ ー タベ ース とは
，

あ る製 品が どの 工 程 を経 て作 業が行 な われ な けれ ば な

らない か に 関す る 各製品の 工 程 順序，資材 ，条件 な どの 明細が 入力 され て い る デ
ー

タ ベ ー

ス で あ る ．す なわ ち ， すべ て の 製品 は ， 製品 デ
ー

タ ベ
ー

ス で 示 され た工 程順 で 製 造 され ，

製品 デ
ー

タ ベ
ー

ス で 記述 され た原資材 を使用 しなけれ ば な らない ．生 産管理 シ ス テ ム は ，

各製品別 ，
工 程別 の 実 際作業 時間の 集計 シ ス テ ム で

， 各工 程 の 装備 に関 す る デ
ー

タ も入力

され て い る ．一
方 ， 購 買資材管 理 シ ス テ ム は

， 製品デ
ー

タ ベ
ー

ス に記 述 され て い る 原 資材

の 価格お よび使用量が 入力 され て い る シ ス テ ム で
， 標準価 格の み な らず実際価 格 も入力 さ

れ て い る．部 門別原価計算 シ ス テ ム は ，各 コ ス ト ・セ ン タ
ー ご と に使 わ れ て い る費用 を集

計 す る シ ス テ ム で ，下位 の シ ス テ ム と して給 与 シ ス テ ム
， 固定資産管理 シ ス テ ム な どが あ

る． そ して 営業 シ ス テ ム は販売価格 お よ び販 売量 に 関す る シ ス テ ム で あ る ． こ れ らの シ ス

テ ム か ら材料標準 ，
工 程標準 ， 資材価格 ， 実際原価 ， 標準 原価 ， 販売価 格 ， 部 門別 原価 な

どの 情報 を ABC シ ス テ ム に 提供 す る こ と に よ っ て ，全体 シ ス テ ム が統合 運営 される よ う

に な っ た ．
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6． ABC シ ス テ ム の 導入 過程

6．1ABC シス テ ム 構築の 推進方法

　活動分析 に先駆 け て ABC シス テ ム 構築 を円滑 に遂 行す る ため に
，
1990 年 11 月に は課

長 以 上 の 全管理 職 を対 象に ABC シス テ ム につ い て の 説 明会が 開か れ た 。 こ の よ うな ABC

説明会は ， ABC シス テ ム の 構築に あた っ て ， 各部門 の 協力が 得 られ や す い 雰囲気を作 る

の に役 立 っ た とい う．

　 さらに 、 各部門 の 活動分析は 2段階で 行な われ た ． まず各部門か ら肉部門で 行わ れ て い

る す べ て の 活動 とそれ に投入 され て い る 人員 を活動報告書 と して 書い て も ら う． そ して ，

それ に 基 づ い て イ ン ター ビ ュ
ーが 行 な わ れ る ． こ の よ うな イ ン タ ー ビ ュ

ー は一
日に 4 〜 6

部門 で 行な わ れ た ，

6．2　生産 部門の 活動分 析

　 生産部門の 活動 分析 は比較的 に や りや すか っ た と い う．それは既 存の 生産管理 シ ス テ ム

で 定義 され てい る工程 を
一一

つ の 活動 と して 分 類 した か らで あ る． した が っ て
，

こ の よ う な

活動分析 に 基づ き， 生 産部 門で の 間接費に対 して は ， 従来は 労働時間 に よ り配賦 され たが ，

もう
一

つ の 配賦 基準 と して 機械 時間が使 わ れ る よ うに な っ た ．

6 ． 3　生産補 助 ・支援部門お よび 管理 部門 の 活動 分析

　
一

般 に
，
ABC シ ス テ ム で は

，
工 場全 体の 観点か ら

， 製造 間接費が 活動別 に 割 り当て ら

れ
， 活動別 に集計 され た製造 間接費を コ ス ト ・ドラ イバ ー

に よ り製品お よ び顧客に跡付 け

る． しか し，亜 南産業で は，次の 二 つ の 理 由か ら
，

工 場全体 の 製造 間接 費 を まず部門別 に

集計 し ， 各部 門で の 製造 間接 費が ， 活動分 析 に基 づ き，部 門 の 各活動 に割 り当て られ て い

る．

　
一

つ は
， 工 場全体の 観点で の 総勘定元帳か ら活動へ の 集計は

， 分析 しなけれ ば な らない

デ
ー

タ量 が多 く， さ らに既存の デ
ー

タベ
ー

ス シ ス テ ム との 関連付けが容易で は なか っ た か

らで あ る． もう一
つ は

， 縦割の 部 門組織 に 基づ い て 行 なわ ない と
， 部門 間の 責任 所在の 不

明確さお よび部門 と活動の 関係 か ら生 じる混乱が 予想 され た か らで ある ．

　従来 ， 亜南 産業で は
，

こ れ らの 部門 の 費用 を間接費お よ び期 間費用 と して 取 り扱 っ た ．

しか し，活動分析 の 結果 ，
これ ら の 部 門活動 の 相当の 部分 が特定の 製品 に貢献 して い る こ

とが わか っ た． こ れ らの 部門の 活動分析は，前述 の よ うに
， 活動報告書 と イ ン タ ー ビ ュ

ー

に 基づ い て 行 なわ れ た．

　 まず，ABC 企 画 チ ーム は 社内文書 を通 じて 各部 門で 行 な っ て い る 活動 を活 動報告書 に
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列挙する よ うに 依頼 した．要求 した活動報告書 に は
， 各部門 で 行 なわれ て い る活動 と

， そ

れ を遂行 して い る 人員数お よ び各活動の コ ス ト ・ドラ イバ ー を当該様式に記 入 して もらう

もの で あ っ た ． こ の よ うに して
， 各部 門か ら回収 した活動報告書 の 資料 に基 づ き

，
イ ン タ

ー ビ ュ
ー

に 入 っ たが ， イ ン タ
ー ビ ュ

ー
の 対象 は課長 ，部長 ，担 当取締役 で あ っ た ． イ ン タ

ー ビ ュ
ー

で 最初 に 行 なわれ た の は
， 活動 の 人員把握 と費用 分析 で あ っ た が ， こ こ で は 1次

分析で 可 能な限 り詳細に把握する こ と を目標 と した ．イ ン タ
ー ビ ュ

ー
が始 ま っ て か ら生 産

補助 ・支援部門お よび管理部門の 活動分析 を終える まで には 2 〜 3 ヵ 月が かか っ た．

　イ ン ター ビ ュ
ー

の 結果 を整理 した資材部 門の 活動分析 の 例 を取 り上 げる と
， 表2 の とお

りで ある ．

　　　　　　　　　　　 表 2　資材 部の 活動分析の整 理結果

主 要活動 詳細 活動
百分率

（％ ）

人員

（人 ）

コ ス ト・

ドライバ ー

ウェ ハ 取扱

ウ ェ ハ 受取記録作成

ウ ェ ハ 受取／工 程 へ の 投入

ウェ ハ 保管／払 出

17815 6．83

，26

．0

発注回数

LOT 数

LOT 数

材料取扱

材料払 出

熱硬化樹脂の 受取／投 入／保 管

そ の 他の 資材受取／ 投入 ／ 保管

25201510．08

．06

．0

LOT 数

受取 回数

受取 回数

合計 100．040 ．0

　　　出所 ：亜南産業の 内部資料

　表 2 で 見 られ る よ うに
， 資材部 は 40 人で 構成 され て い て ， 彼 らの 主 な活動は ウ ェ ハ 取

扱，材料取扱の 二 つ の 活動 で
，

そ れ ぞ れ の 活動 に 対す る よ り詳細 な活動 は 三 つ で あ る．百

分率は 各活動に対す る投入 され た 努力の 程度で ，時 間で 換 算 して パ ー
セ ン トで 直 した もの

で あ る ． さらに投 入 され た努 力 に よ っ て 40 人 を割 り当て た の が 人 員 で あ る ．

　生産補助 ・支援部門お よび管理 部 門に 対す る 1 次活動分析 の 結果 ， 把握 され た活動は約

250 個で
，

コ ス ト ・ドラ イバ ーは約 70 個で あ っ た．

6．4　部門別 の 活動別 原価集 計

　 イ ン ター ビ ュ
ー

に よ っ て把 握 され た部 門の 各活動 資料 に基づ い て
， 各活動で 消費 され た

費用 を把握す る た め に ， 原 価の 集計が行 な わ れ た．表 3 は上 記 の 資材部 の 活動 別 に 集計 さ

れ た 活動原価
7 ）

で ある ．
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表 3　資材部の 活動別 の 活動原価

ウ ェ ハ 取扱活動 材料取扱活動 合計

金額 コ ス ト・ 金額 コ ス ト・ 金額
％

（＄） ドライバ ー ％ （＄） ドライバ ー ％
（＄）

労務費 56．0141 ，819LOT 数と 23．194546LOT 数 と 35．7236 ，365

減価償却費 0．71 ，749 発注 回数 1．76 ，996 受取 回数 L38 ，745

消耗品費 1．02 ，642
により齊［賦

0．41
，
761

により酉鰍
0．74 ，403

修繕費 02 405 0．1270 0，1 675

電力及び管理費 0．2 393 0．41
，
570 0．3L963

設備維持費 27．669 ，915 68．4279
，
661 52．8349 ，576

その他間接資材費 8．421
，
308 3．514205 5．4353576

その他製造経費 5．914918 2．49 ，945 3．824
，
863

合計 100．0253 ，149 100．0408 ，954 100．0662
，
166

　　　出所 ：亜南 産業の 内部資料

　表 3 の 合計額 662
，
166 ドル は す で に定 ま っ て い る予算額 で ，費 目別金 額 も予算 で決 め ら

れ て い る 金額 で あ る ． さ ら に
， 費 目別 金額 は そ れ ぞ れ の 合理 的な配賦基準 に よ っ て 活動 別

に割 り当て られ て い る が
， 同社 は多 くの 費 目別金額 を

， 活動分析 で 把握 した 人員比 を用 い

て ，活 動別 に割 り当て て い る ． こ の よ うに活動別 に割 り当て られ た 活動原 価 は，表 3 で 見

られ る よ うに
， 特 定の コ ス ト ・ドラ イバ ー よ っ て 各製 品 に跡付 け られ る ．同社 で は予 算額

が 目標 原価 と して 管理 され て い る．

6．5　活 動別 の 部門原価の 集計

　部門別の 活動分析を終えた後は ， さ らに 各部門で 行なわ れ て い る 活動 を工 場 全体の 活動

別 に 分類 ・整理す る こ とに よ っ て
， 重複す る 活動 を把握す る こ とに な っ た， こ れ は 同

一
活

動 を どの 部 門で 行 な わ れ て い る の か を把握 して
， 必 要で な い 重複活動 を除去す る ため で あ

っ た、 こ の 作業 にお い て ABC 企 画 チ ーム が 注 意 を払 っ た の は 各部門活動 の 定義で あ っ た．

もし活動が 重複 して もそ の 定義が 違 うな ら1司 じ活動で あ る とい えない し，定義で 重複 しな

い 限 りそ の 活動 を除去す る こ とが で きな い か らで ある ． ウ ェ ハ 活動 に対 す る各部 門原 価の

集計結果を見る と，表 4 の とお りで ある．

　 ウ ェ ハ 活動 は資 材部 門 と ウ ェ ハ 倉庫 部 門で 行 なわ れ
， そ の 費 目別 構成 も，表 4 の よ うに ，

重 複 して い る こ とが 判 明 され た ．実 際，同社全体 に お い て
， 活動分析 の 結果 ，

一
つ の 活動

に対 して 7 〜 8 部 門が 関 連 して い る こ と もあ っ た。
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表4　 ウ ェ ハ 活動の 部門別原 価

資材部門 ウ エ ハ 倉庫部門 合計

金額 コ ス ト・ 金額 コ ス ト・ 金額
％

（＄） ドライバ
ー ％

（＄〉 ドライバ ー ％
（＄）

労務費 56．0141 ，819LOT 数 と 42．047
，
845LOT 数 と 51．7189 ，664

減価償去陵 0，71 ，749 発注回数 1．01 ，123 発注回数 0，82
，
872

消耗品費 LO2 ，642
により配賦

0．4 435
により配賦

0、83
，077

修繕費 0．2 405 0，1 120 0，1 525

電力及び管理費 0．2 393 0．4 424 0．2 817

設備維持費 27．669 ，915 48．855 ，586 342125
，
501

その他間接資材費 8．421 ，308 6，16 ，908 7．728
，
216

その他製造経費 5914
，918 L3i

，
476 4．516 β94

合計 1（x，．o253 ，149 100．0ll3 ，917 100．0367 ，066

　　　 出所 ：亜 南産 業の 内部 資料

　こ の よ うな分析結 果 に 基 づ い て ，同
一

機能 を
一

つ に ま とめ る組織再調整 を ABC シ ス テ

ム の 導入 と と もに 行 な い
，

こ れに よ り， 決 済の 単純化 の み な らず部門間の コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ

ョ ン に もか な り役立 っ た とい う．

6．6　コ ス ト ・ ドラ イバ ー の 決定

　活動分析 を終 えて 今度 は コ ス ト ・ドラ イバ ー
を決定す る こ とに な っ た．ABC 企 画 チ ー

ム は コ ス ト ・ドラ イバ ー
を 「特定 の 活動 を招 く源泉 で ，原価 を発生 させ る 要因」で ある と

定義 し，次の よ うな基 準に もとつ い て 分析 に取 りか か っ た．

　 （1 ）活動 と コ ス ト ・ドラ イバ ー との 問 には 妥当な相関関係が存在す る の か．

　こ の 問題 に 関 して は 各部門の 管理 者 お よび熟練 τ との イ ン タ
ー ビ ュ

ー
に よ っ て 確認す る

こ とに した 。あ る 活動 に対 して は そ れ を遂行 して い る 従業 員が
一

番良 く知 っ て い る とい う

判断か らで あ る．

　（2 ）既存の デ ー タ ベ ー ス を活用す る こ とが で きる か とい う観点か ら コ ス ト ・ドラ イバ

ー を選定 す る．

　既存の デ ー タ ベ ース か ら コ ス ト ・ドラ イバ ーが 得 られ る な ら，それ が 費用／ 便益の 観点

で 最善で あ るか らで ある ．

　（3 ）既存 の デ
ー

タ ベ ース に資料 がな い と き ， 次善 の コ ス ト ・ドラ イバ ーは何で あ る か ．

　既 存の デ
ー タ ベ ース か ら コ ス ト ・ドラ イバ ーが 得 られ なか っ た と きは

， 次善の コ ス ト ・

ドラ イバ ー を既存の デ ー タ ベ
ー

ス か ら得る よ うに した ．
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　 こ の よ うな三 つ の 基準 に よ り分析 した結果，前述 の よ うに ， 1次活動分析 の 結果 で把握

され た約 250 個 の 活動 と約 70 個の コ ス ト ・ドラ イバ
ー一

は 整理 統 合 され ， 最終 的に は 43個

の 活動 と 12個の コ ス ト ・ドラ イバ ー
に まとめ られ た 8ト

．た と えば
， 前述 の ウ ェ ハ 取扱活動

で の ウ ェ ハ 受取記 録作成は
， 発注回数が コ ス ト ・ドラ イバ ー と して 望 ま しい が ， 整理統合

の 過 程 で
，
LOT 数 を コ ス ト ・ドラ イバ ー と して 使 っ て も大 差 は な い とい う理 由か ら

，

LOT 数 を コ ス ト ・ドラ イバ ー と して 使 うこ と に した．

　
一

方，他 の 部 門の コ ス ト ・ドラ イバ ー
の 例 を上 げ る と，生 産管理 部 門の 主 な 活動 は ス ケ

ジ ュ
ール 管理 で ， 同

一
製 品 群 ご とにそ の 活動が定 ま っ て い る． した が っ て ，

こ れ らの 活動

に よ り発 生す る原価 は製品原価 に 直接賦課す る こ と に改め た ． さら に
， 休 日明 けの 段取 り

費用 は
， 特定の 製品を生 産す る ため の 活動で な く， さ らに コ ス ト ・ドラ イバ ー

を導 き出す

の も困難で あるの で
，

工 場 レ ベ ル の 設備維持活動 と看做 し ， 従来の 直接作業時 間か ら別途

の 配賦基準 を適用す る こ と に した．

　一
方 ，活動分析 の 結 果 を原 価管理 目 的 に 使 うた め に ， 80 ／ 20 分 析 を行 な っ た 。 80 ／

20 分析 とは ， 全体の 活動 の うちに ， 約 20％ の 活動が全 体原 価 の 約 80％ を発生 させ る とい

う経験 ル ー
ル で あ る ．同社 の 分析結 果 に よ る と

， 把 握 され た活動 原価 の うち
， 約 80％ の

原価が全 体活動 の 26．53％ の 活動 （全 体活動数 43 個 の うち
，
13 個に 該当）に よ っ て 発生

して い る ． した が っ て
， 上位 26．53％ の 活動 （13個 の 活動 ） を集 中管理す る こ とに よ っ て

全 体 原価 の 約 80％ が 管理 で きる こ と に な り， コ ス ト ・ドラ イバ ー
分析 も，経 済性 の 観 点

か ら ， 上 位 13 個 の 活動 を中心 に 行 な うよ うに な っ た ．

6．7　活動分析 とコ ス ト ・ ドライバ ー の 決定後の 過程

　ABC 企 画 チ
ー

ム が 活動 分析 と コ ス ト ・ドラ イバ ー
を分析 して い る 問 ， 電算 チ

ー
ム は

，

1990 年 10 月か ら，ABC シ ス テ ム の 電 算化作業 を始 め た． さら に ABC 企画チ ー
ム は

， 今

まで の
一

連の 過程 を検討 す る た め に，同年 12 月に 当時主 力 製 品で あ っ た PLCC （Plastic

Leadless　Chip　Carrier）をパ イ ロ ッ ト ・パ ッ ケ ー ジと して選定 し ， 標準作業時間に対す

る再検討 を行な っ た ． そ して 活動 と コ ス ト ・ドラ イ バ ーの 関係 を検証 す る た め に
，

1991

年 2 月に は ロ ッ ト追跡／ プ ロ セ ス 観察 （Lot　Tracking　／　Process　Observations）を行な っ

た． こ れ は ウ ェ ハ が金 浦 （KIMPO ）国際空 港に 到 着 して か ら完 成品 と して 組み 立て ら れ
，

再 び金浦国際空港で 積 み 込 まれ る まで の 実際の 活動 を観察 し
， 修正 する た め の もの で あ っ

た．

　 こ の よ うな過程 を経て ， 1991年 5 月に は
， ABC シス テ ム の 導入 を決定 して か ら 8 ヵ 月

ぶ りに電 算 プロ グラ ム が 完成 され
，

試 験 稼働 に入 っ た ． さ ら に
， 同年 6 月 に は ABC に よ
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る PI．CC 製品の 原価計算が 行 な われ
，
1992 年か らは全製品 に 対 して ABC が適用 され る よ

うに な っ た ．

7． ABC 導入 に よ る効 果

7．1　製品原価の 歪曲の是正

　亜南 産業が ABC を導入 した の は ，前述 の よ うな AMKOR か らの 苦情 もあ っ て
，

正 しい

製 品原価 計算の ため で あ っ た．同社が ，1992年上半期の デ ー タに基づ い て
，
ABC を適用

して 算出 した 製品原 価 は
， 表 5 の よ うに

， 既存の 原価計算方法 に よる結果 とか な りの 差 異

を表わ して い る ．

表5　ABC と既存原価計算方法による製品原価歪曲の程度

製 品原価差異 の 範囲 製品の 数 比率

（％） （個 ） （％ 〉

60〜80 78 2．31
40〜60 226 6．69
20〜40 338 10，01
0〜20 946 28．01
一20〜0 742 21．97

一40〜− 20 574 17．Ol
一60〜− 40 155 4．59
一80〜− 60 149 4．41
一80以 下 169 5．00

合計 3
，
377 100．00

出所 ：亜 南 産業 の 内部資料

　表 5 で 見 られ る よ うに
，
ABC と既存の 原価計 算方 法 に よ る 製 品原価 の 差異 を見 る と

，

全体製 品の 約 50％ の 製品が ± 20％ 以内の 差異 を表わ して い る． しか し，残 り50％ の 製 品

が ， 原価計 算方法 を変 える こ とに よ っ て
，

± 20％ 以上 の 原価 歪 曲を示 して い る．

　 こ の よ うな差異は 間接費 の 配賦基準 の 変更 に 起 因 して い る が
， 原価歪 曲の 要 因は主 に 製

品 の 多様性 ， 複雑性 に あ る ．す なわ ち ， 特別 な部品 を必 要 とす る製品 ， LOT サ イ ズが 小

さい 製品 ， 少量 生 産製品の 場 合 に は
， 既存 の 原価計算 シ ス テ ム で は 原価 が過小計 上され て

い る．反 面 ，大量 生 産製 品 の 場合 に は，原 価 が 過 大計上 され る結果 に な っ て い る ． こ の よ

うな要 因 に よ り，
ABC を適用 す る こ と に よ っ て

， 既存 の 原価 計算 シ ス テ ム で は原 価が 過

大計上 され て い る 製品が 全体 の 約 47％ の 1
，
588 個 で

， 原価 が 過小計 上 され て い る 製品が全

体の 約 53％ の 1
，
789 個 と集計 され た。
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7．2　製品 ミッ ク ス お よび顧 客 ミッ ク ス の 意思決定 へ の 影響

　同社が ABC を導 入 した こ と に よ っ て 生 じた顧客の 収益性 の 変化 を見 る と
， 表 6 の とお

りで あ る ．表 6 は ， LC − 068 と い う製品 に 対 して
，
　 ABC 導 入前後 の 顧客 の 収益性の 変化

を示 した もの で あ る．

表6　ABC 導 入前後 での 顧 客の 収益性 の 変化

上 位順位顧客 下位 順位顧 客

既存原価計算 ABC 既存原価計 算 ABC

順 会社名 収益率 順 会社 名 収益率 川頁 会社 名 収益率 順 会社 名 収益率

位 （％ ） 位 （％ ） 位 （％ 〉 位 （％ ）

1MTP 65．561ODMI66 ．011ESSEY4571EME 一90．47

2ODMI65 ．422 齟 47．162TICE 10．702TCN 一 L44

3YRS 48．373YRS 47，1  3 麗 14．473TICE 4．94

4 齟 47，754TONG41 ．414HISA ｝4，524ESSEY5 ．66

5P へNA46 ．255PANA40 ．915SAGU15525 盟 6．89

6TONG46 ，256MTP40 ．026PIPS 16．U6NUSAlL20

7ASTIN40 ．187PRES39 ．757OSI 16，187CLOG1383

8DAW 39．548CORK36 ．488TEI ．A16908SAGU13 ．97

9PRES38 ．649ROTH34 ．699WETC17 ，259TERA1626

10CORK38 ．1810GEVE34 ．3310GRATE17 ．9210OSI 17．75

出所 　亜 南 産 業 の 内部資料

　表 6 で 見 られ る よ うに ，従来 の 原価計算 シ ス テ ム で 1 位 の 収益性 を見せ た MTP 社 91 は ，

ABC を適用 した結果 ， そ の 収益性 が 約 25％ 下 が り，
6 位 に な っ た ．　

一
方 ， 下 位j11頁位顧客

を見 る と
， 既存 の 原価計 算 で は す べ て の 企 業 に お い て プ ラ ス の 収 益性 を 見せ て い た が ，

ABC を適用 した 結果 に よ る と， マ イナ ス の 収益性 を見せ て い る 企業 も2 社が 現わ れ た ．

特 に ，EME 社は ，従来の 原価計算 に よ る と
， 下 位順位 の 10 位以 内 に は 入 っ て い なか っ た

が ，ABC を適用 した結果 ，

一
・90．479。 とい う収益性 を見せ て い る ．

7．3　製 品価 格設 定へ の 影響

　ABC に よ り算定 され た製 品原価 に も とつ い て ， 同社 は顧 客 との 製品価格交渉で ，次の

よ うに価格戦略 を変 えた （中洪 哲 ［5］の 第 5章 を参照 ， 類似例 は古 川武男 ・ジ ョ ン イネ

ス ・フ ォ
ー

ク ナ ー
ミ ッ チ ェ ル ［8］の 第 10 章 を参照）．

　 （1）LOT サ イ ズが 小 さい 顧 客 に は LOT チ ャ
ー

ジ を負担 させ た．
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　ABC を通 じて 段 取 りに 必 要な費用 分 析が 可 能 に な っ たの で ，　 LOT サ イズ が 基 準値 で あ

る 500 個 を下 回る と きには
，
ABC シ ス テ ム か らの 情報 に基づ い て LOT チ ャ

ー ジを負担 さ

せ
，
LOT サ イズ に よ り発 生 す る間接 費 を補 うこ とに した ．

　（2）特 別な原材料 お よ び部品を必要 とす る製品 に対 して は，価格を上 向 きに調 整 した ．

　同社が 定め て い る 原材料お よ び一
般的 に使用 し て い る 標準原材料 を使用 しない 特別 な原

材料 を 要請 して い る顧 客 に 対 して は
，
ABC 分析 に よ っ て 把握 され た追 加費用 （標準外 原

材料お よ び部品の 使用に よ る 追加負担分 ）を価格に 反映 した ．

　（3）信頼度検査 を要求す る製品 に対 して 価 格調整 を行な っ た．

　従 来 は信頼 度検査 に よ る検査 費用 は 間接 費 と して す べ て の 製品 に 配賦 したが ，ABC シ

ス テム の 導 人後 は
， 信頼度検査 を要求す る 製 品の み に検査費用 を負担 させ る こ とに した．

7．4　その他の ABC 導入 に よ る効 果

　 同社は
，
ABC 導入 に よ り， 次の よ うな効果 を上げる こ とが で きた ．

　 （1） 同社 は
， 活動分析 を遂行す る 過程で

， 各部 門の 活動 を比較的 に 止確 に把 握す る こ と

が で き た． い い か え る と，活動 分析 に よ りどの 部門で どの 活動が 行 なわ れ
， その 結果， あ

る特定 の 活動 が どの 部門 で 遂行 され て い るか を正確 に把握 で きた の み な らず ， どの 活動 が

重複 され て い る か を も把握す る こ とがで きた．実 際 ， 同社 は
， あ る 活動が 7 〜 8 部門 で 行

なわ れ て い る こ と を分か り，重複する業務の 特性 に よ っ て 組織を統合 した り再 調整す る こ

とが で きた ．

　 （2） ABC を導 入 して か ら最 高経営層 の 各種会議 で の コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン が 円滑 に 行 な

うこ とが で きた ．従来 は原 価 自体 の 止 確性 に 関す る 論議 が 多 か っ た が ，ABC 導 入 に よ っ

て 算定 され た原価 を基礎 に ス ム ーズ に 会議 を進め る こ とが で きた ，

　 （3）間接的な 効果で は ある が
， 価格交渉 に 臨む外国の 購買者は

，
亜南 産業が ABC を導

入 して 製 品原価 を算 定 して い る こ と を分か っ て
， 賛 辞 を惜 し まなか っ た と い う． 同社 は

ABC が 企 業 の イ メ ージ を向上 させ た の み な らず ，製 品の 信 頼度 に も影響 を与 え て い る と

見てい る ．

8． む すび

　亜 南産業の ABC は
，

正確 な製品原価計算に そ の 導入 目的をお い て い る が ，
　 ABM と して

の 効果 も付 随的 に 現 わ れ て い る ． 同社 の ABC は
， 従 来 の 部 門別原価 集計 シ ス テ ム を利 用

して ，部門 別 に 活動分析 を行 な い ，部 門別の 目標原価 と して の 予算額 を部 門の 活動 別 に割

り当て る部 門別 活動基準原価 計算を行 な っ て い る と こ ろ に特徴が ある ． こ の よ うな ア プ ロ
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一 チ は ， 当社 の 部 門 組織 で 予 想 され る抵 抗 を回 避 す る と と もに シ ス テ ム 分 析 に か か る費

用／便益 の 考慮か ら生 まれ た もの で あ り， 部門効 率の 向上 の 直接的 な効果 を期待 し， さ ら

に 従来の デ
ー

タ ベ ー
ス か らの 資料 をで きる 限 り有効 に使 い た い と い う考 え方 に も とつ い て

い た ．

　 こ の よ うな部門別活動基準原価計算 には 経営資源の 消費に お ける 平均的な負荷量 に よ る

任意 配賦 の 問題が ある と批判 され て い る （Cokins，
　C．　Stratton

，
　A 　and 　J．　Helbling［4］

の Section2を参照 ）． しか し， こ の よ うな批 判 に対 して ，亜南 産業 の よ うなア プ ロ ーチが ，

組織 で の 抵抗が 少 な く， 部 門 の ABC に 関 す る 情報 を提供す る こ とが で き， さ らに 部 門別

費用の 集計が容易で ，フ レ キ シ ブル で ある な どの 支持 （Keys ，
　D ．　E ．　and 　R ．　J．　Lefevre ［2］〉

もある こ とは注 目に 値す る ．

　
．一一

方 ， 同社 は原 価管理 目的 に 活動 分析 の 結果 を利 用す る 80 ／ 20 分析 を行 な っ て い る ．

同社の 分 析結果 に よ る と，把握 され た 活動原 価 の うち ，約 80 ％ の 原 価が 全 体活動 の

26．53％ に相当す る 13 個 の 活動 に よ っ て 発生 して い る ， こ れ は
， 同社 の 全 体活動 43 個の

うち ，
13 個 の 活動 に 対 す る コ ス ト ・ドラ イバ ー

に よ っ て 製品原価の 約 80％ の 跡づ けが 可

能で ある こ とを意味する．す な わ ち，主 な活動の コ ス ト ・ドラ イバ ーの 分析に よ っ て 製 品

原 価 の か な りの 部分 の 跡づ けが 可能 で あ る こ と に なる ． したが っ て
， 企業 は

，
ABC 導入

の 目的 に 合 わせ て ，費用／効果 な どの 観点 か ら活動 分析 の 精度 を決 め る必要が ある と思 わ

れ る．

　 亜 南産業の ABC シ ス テ ム は，現在の と こ ろ ，そ の 主 な 目的 を正 確 な製品原価計 算 に お

い て い る が ， 同 社で は 毎年 1 回の ABC シ ス テ ム に 関す る 教育 を行 な い な が ら
， 同社 の

「
ABC シ ス テ ム の 改 善 を図 っ て い る． 1993 年 と 1994 年に は 部門予算の 活動へ の 割 り当て

をで きる 限 りダ イレ ク ト ・チ ャ
ージ させ る よ うに し， さらに 1995 年か らは 部門 を責任セ

ン ター とす る活動 基準予算 を編成 して 使用 して い る こ とを付言 して お きた い ．

注
1） 40 ％ と は ，ウ ェ ハ 製造 業者 が ，半導体組立 工 程 を 持 ち な が ら ，特定 の 製 品 に お い て そ の 収 益 性 な ど に

　 よ り外注す る場合 を含 ん だ半導体組立 市場 で の 市場 占有率を表す．亜 南産業 と取引 し て い る 半導体組 立

　工 程 をもつ ウ ェ
ハ 製造業者 は，平均 的 に 自社 の 組立製 品 の 約 15 ％ を外注 して い る．

2） 1973 年 ア メ リ カ の フ ィ ラ デ ル フ ィ ア に 設 立 さ れ た 半 導 体 マ ーケ テ で ン グ 専 門 会 社 で ，AMKOR は
，

曲

　南 産業 が 提供 す る 製 品別製造 原価 に 基 づ い て 顧客 と 交渉 し条件 が 合 う場 合，亜 南産業 に 生 産 を依 頼 す る

　半 導体組立顧客 の 紹 介を専 門 と す る 会社 で あ る．

3 ＞ こ の ビ デ オ は ABC 　 Technologies 　 lnc ．が 制 作 し た 「ABC 　 Learning 　 Series 」 で
， 第

一．一
章 は Robin

　Cooper の
“Getting 　Started 　 with 　Activity −Based 　 Costing ，Parti ： Planning 　 and 　Organizing，

”
第 2

　章は Peter　B．B ．Turney の
“Introduction　to　Activity−Based 　Costing”で あ っ た．

4） Intel社 ，　 Motorola 杜 な ど の 欧 米 企 業 か ら の 注 文 が ，同 社 の 全 体半導体 生 産 量 の 90 ％ 以 一L を 占 め て い

　 る ，［韓 国経 済新 聞，1994 年 正2 月 15 日］
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5）亜 南 産業 の 半導体売上 に は ，前 述 の 組 立 依頼 に よ る 生 産 と LIC （Letter 　 of 　Credit ： 顧 客 と の 直 取 引）

　生 産があ る ．L〆C 生産 と は ，顧客 の 注文 に 基 づ い て 亜南 産業が ウ ェ ハ を購 入 し組 立 て た後，完 成品 を顧

　客に 渡す販売形 態 で あ る ．しか し，同 社 は ，管理 会計の 目 的 で ，L／C の 製造 原 価か ら ウ ェ ハ の 購 入 価格

　 を 差 し 引 い た 加 工 費 の み を 原 価 管 理 の 対象 と し て い る．

6） 1990 年 10 月 に ロ バ ー
ト

・
ブ イ リプス キ （AMKOR の 会計部 長）が亜 南産業 を訪閤 し，1週 間 に わ た っ

　て ，亜 南産業 の ABC 企 画 チ
ー

ム と共 同 で ，活動分 析 の た め の 基 本様 式の デ ザ イ ン と ABC シ ス テ ム ーフ

　 ァ イ ル の デ ザ イ ン を行 な っ た ．

7）金額 の 具体 的な数字 は ，外部公表 の た め に ，加 工 され て い るが ，そ の 比 率は原資料の 比率 と
一

致す る ．

8） コ ス ト ・ドラ イ バ ー
の 詳 細 は

， 筆者 ら の 本 を 参照 さ れ た い ．

9）会社 名 は 仮 名 で あ る，
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The  Departmental  Activity-Based Costing

         System  of  a  Korean  Company:
                                '

   The  Case  of  Anam  Industrial Co., Ltd.

Soonkee Kim", Gunyung  Leet, and  Talkon Kimt

                             Abstract

  Anam  Industrial Co., Ltd., a  world  leader in packaging and  testing  semiconduc-

tor products, adopted  Activity-Based Costing(ABC)  in 1992. This was  the  culmina-

tion of  nearly  two  years of  experimentatipn,  ABC  was  recommended  initially by

AmKor  Electronics, Inc., a  subsidiary  ofAriam  in the  U.SA

Semiconductor products assemblers  have their uniqueness  in that manufacturing

overhead  costs  consume  a  significantly  higher percentage  among  total manufactur-

ing costs.  Therefore the rnanufacturing  overhead  allocation  procedure  can  greatly
inffuence the determination of  the production eost  of  an  individual product. In this

regard,  Anam  has decided to adopt  ABC  to obtain  mere  accurate  production cost

information, which  is essential  to succesSfuIIy  negotiate  with  the  customers  the

price of  the particular product.

  This company  implements  the  departmental  activity-based  costing

system(ABCS),  which  is a  simplified  version  of  ABCS.  Under  this  systern,  the

entire  budgeted amount  of  a  particular department is first allocated  to the related

activities  of  that department. Then  the allocated  activities  cost  in turn  is assigned
to related  products  based on  the cost  driver.

  This simplified  cost  assignment  procedure  was  critieized  in some  previous stud-

ies in that it resulted  in some  arbitrarineSs  in the allocation  process. However  at

the same  time, their effectiveness  was  highly evaluated  in some  other  studies.

Through  the use  of  ABCS,  Anam  corrected  the distorted product  cost  information

which  had  obtained  from the existing  costing  system.  The  more  accurate  cost  infor-

mation  obtained  from  ABCS  was  effectively  used  by  Anam  in price negotiations

with  its customers.  Also ABCS  made  it easier  to figure out  how  cost  would  vary

with  changes  in the product  design, Additionally, its departmental  ABCS  turned

out  tD be very  effective  in restructuring  Anam's  organization,  mitigating  the conse-

quent  organizational  resistance,

                                 Key  Words

    Case Study, Semiconductor  Industry, Distortion of  Product  Cost, Departmental

    Activity-Based Costing, Activities Reports,  Product  Pricing  based  on  ABC,

    Restructuring of  Organization
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ラ ム

航空会社 の 事業環境 と収益 構造の 変 化

林 　逸子 ＊

は じめ に

　航空業 は ，製造 業や 流通 業 ，
あ る い は他の サ ー ビ ス 業 と比 べ て ，独特 の

収益構造 を持 っ た 産業で あ る ． こ こ で は
， 主 と して 日本航空 と全 日空 を比

較 しなが ら， 70 年代後半 か ら 80 年代 前半 に か け て と，80 年 代後半 か ら現

在 に 至 る まで の 大 きく 2 つ に分 け ，航 空 会社の 収益 構造 の 変 化を追 っ て み

た ．第 1 節で 航 空会社 の 収益 構 造の 特徴 を挙 げた 後 ， 第 2 節 で は
， 70 年 代

後半か ら 80 年代前半 に か けて
， 航空 各社の 事業分野 （すみ分 け）が 明確 に

定め られ て い た時代 の 収益 構造 に つ い て 分析 した ． こ の 時代 の 航 空業は
，

航空 機 の 大型 化 と と も に 事業規 模 を大 き く拡 大 し，営業収益 は順 調 に 成 長

した ． しか しオ イル シ ョ ッ ク に よ る 燃 油 費の 高騰 や そ の 他 の 固 定費の 増 加

に よ っ て
， 経 常利益 や キ ャ シ ュ フ ロ

ー
（営 業利益 ＋ 減価償 却 費 ＋ 引 当金 増

分 ）の 伸 び は 取 り残 され た ．固 定費型 の 収益構造で ある に もか か わ らず，

ス ケ
ー

ル メ リ ッ トを十分に 享受す る こ とが で きなか っ たの で あ る ．第 3 節

で は 80 年代 後半の 収益構 造 に つ い て 分析 した ．バ ブ ル 期 に は
，

旺盛 な需要

と燃油 費の 低下 に 支 え られ ， 各社 と も好 業績 を誇 っ た ． ス ケ ール メ リ ッ ト

を最大 限 に 享受 した 時代 で あ っ た 。 しか しバ ブ ル 崩壊 と と もに ，費用 が 減

少 し難 い こ とや 国際線 の 価格競 争等 ， 固 定 費型 で あ る が た め の 弱点が 露 呈

し ， 収支 は 著 し く悪化 した ．現在 も厳 し い 収 支状 況 が 続 い て い る ．以 下 ，

主要な財 務指標 を提示 しなが ら ， その 大 要 を説 明 しよ う．

1996 年 1 月 受付
”：

凵本 航空株式会祉　経営企 画室　課 長補佐
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1． 航空業 の収益構造の 特徴

　下 の 表 1 ，表 2 は ，有価 証券報告 書 よ り抜粋 した 日本航 空 の 1994 年度損益計 算書 と

1994年度末時点で の 貸借対照 表で あ る．

　財務諸表 な どの 会計情報 か ら見 る と
， 以下 の よ うな特徴 が挙げ られ る ．

　（a ）「棚卸資産」が ほ どん どな い ．

　（b）「運転資本」 （＝＝ 他 流動資産 一他流動負債）が マ

　　 イ ナ ス に な る ．

（c）「航 空機」，そ の 他 の 固定資産 が 資産 の 70％．

　（d）借 入金依存度が 高い ．

　（e）収入 は ほ とん どが 航空輸送 に よる もの ，

　（D償却費負担 ， 金利負担，人件費負担 が重 い ．

　（g）運航 回数 に応 じて 増減 す る 変動費は 約 4 割程度．

　（h ）1 回 の 運 航毎 に つ い て ，旅 客数 （ま た は 貨物 量 ）

に比例す る 変動費は
， 約 13％ 程度 ．

表2　 日本航 空　賃借対照 表

（tg94 年度末 ）

　 　 　 　 　 単位 ：億 円

（資産） （負債 ・資本）

現金預金 iI 」77 社債借入金以外の

　 　 　 　 　
，
r　
．
　　

・

有価証券 　　　　569
　 9

流動負債　 　　 　　　 　 2，690
　　　　．．一．．．…i…．

他流鞭 産 i 濫128
　．

　　　　　　　　　 ．幽一・

社債借入金　　 9，440
　 　 　 　 　  

航空機　　　　5，674
　　　　，

　 　
…・・

　
…・i……一・…

他固定負債 i　 891
　　　　， 膠 ・P

他固定資産 i6   4 資本 　　　　　3，231

合 計 　 i　 16，252 合　計　　　　16，252

　 「固定費型」 の 収 益 構 造 を持 つ ため に ， ス ケ ー ル

メ リ ッ を享受 し易 い 一
方 で ，利益 の 振 幅 が 激 し くな り

が ちで あ り， 殊 に最 近 の 航 空会社 の 収益 は ，
こ の 特 徴

表 1　日本航 空　損益計 算書

（1994年度末）
　 　 単位 ：億 円
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を如実 に 表 して い る，

て きた ．

しか し企 業 に よ っ て ， ま た時代 背景 に よ っ て
， 収益構造 も変化 し

2． 80 年代前半 ま で の 収益構造

　航空業 は 1986年 に新航空 政策に 移行す る まで
， 俗 に航空 憲法 とも呼ばれ る 「45 ・47

体 制」の 下 に あ り，航空 各社 の 事業分野 は 以 下 の よ うに 定め られ て い た ．

・日本航 空 は 国際線定期航空 を 一・
元的に 運営

・日本航空 と全 日空は 国 内幹線 を運 営

・全日空 と東亜 国内航 空は 国内 ロ
ー

カ ル 線 を運営

・全 日空 は近 距 離 国際 チ ャ
ー

タ

ー
便 を運営

2．1　 日本航空 の 収益構 造

　1986年度 まで の 日本航 空 の 営

業 収益 と経常 利益 の 推 移 を示 し

た もの が
， 図 2．1 の グ ラ フ で あ

る ． また 図 2．2 は ，営業収益 と

キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

（営 業稼 得資 　200

金 ＝ 営業利益 ＋ 減価 償却 費 ＋ 引
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 150

当金 増分）の 推 移 を
，
1976 年 ＝

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 100

100 と し て 表 し た もの で あ る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 50
1976 年 度 か らの 10 年 間 で ，営

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0
業 収益 は 約 2 倍 と順 調 に 拡 大 し

て きた もの の
， 経 常 利益 や キ ャ

ッ シ ュ フ ロ
ー は そ れ に 伴 っ て 増

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 180
加 して こ な か っ た こ とが わか る ． 170

　図 2．3 は
， 航 空 会 社 の 事 業 規

160

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 150

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 500
8，000
　 　 　 　 300
6，000
　 　 　 　 100

4，000 　 　＿100

2，000　 −300

　 0　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　 −500
　 　 73　74　75　767778798081 　82838485 　86

　 図 2、1　 日本航空 ：事業収益 と経常利益の 推移

73　　74　75　 76　　77　78　79　80　81　 82　 83　 84　85　86

図 2．2　日本航空 ：営業収益 とキ ャ シ ュ フ ロ
ー

の 推移

模 を表 す有 効 座席
キ

、， （座 席 数 に 140

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 130
距 離 をか けた もの ）の 推 移 を示
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 120

した もの で あ る ．供給量 は営 業 110

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 100
収益 と同様 ， 大幅に伸 び て きた．
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 76

　 しか し こ の 間 ， 生 産手 段 で あ

77　　 78　　79　　80　　 81　　82　　83　　 84　　85　　86

図2．　3　日本航空 ：供給量 と機材大型化 の推移
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る航空機の 機材数は ほ とん ど変化 して い な い ． こ れ は ジ ャ ン ボ ジ ェ ッ ト機の 就航等 ，
航

空機材 の 大型化が 進展 した こ とを示 して い る ．図 2．3 に 見る よ うに ， 供 給量増 の 大部分

は
，
1機 当 り供 給量の 増 加 に よ る もの で あ っ た ．航 空機大型化 は

，
座 席 当 りコ ス トの 低

下 を もた ら し，ス ケ ール メ リ ッ トを存分 に 享受 させ ，有効座 席   増 以 上 の 利益 及 びキ ャ

ッ シ ュ フ ロ
ー

の 伸 び をもた らす こ とが期 待 され る もの で あ っ た ． しか し現 実 に は
， 収益

増が 順調 で ある の に 比 べ
， 経常利益や キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ーは振幅が激 し く
，

あ ま り伸び な

か っ た．

　 この 原 因を費用の 面か ら見る と
，

以 ドの 3 点が 挙 げ られ る．

　 まず第 1 に
，

オ イル シ ョ ッ ク に よ り航空 燃油費が 高騰 した こ と，

　第 2 に ， こ の 間に運 航 施設利用 費 （着 陸料等）の 負担が 重 くな っ た こ と，

　第 3 に
， その 他 の 固定 費が収益 とほ ぼ 同 じペ

ース で 増加 して い っ た こ と　等 ．

　図 2．4 は
， 日本航空 の 「有償旅客   当 り旅客 収入 J （以 後 「単位 当 り収入」）の 推移 を

　 示 した もの で ある ．

　 こ の 間は イ ン フ レ下 に あ り， 国内線 の 運 賃 は 40 ％ 近 く上 昇 した ． 国内線 の 単位 当 り

収入 は ， 運 賃の 上 昇 と と
　　　　 　　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　　 1976 年＝100

もに比 較 的順調 に 上 昇 し　140

て きた が
， 国際線の 単位

当 り収入 は ほ とん ど上 昇

して い ない ．大 量輸送 時

代 を迎 え ， 海外旅行が 一

般 化 した た め
， 図 2，5 に

見 る よ うに
， 日本航空 に

お い て も利用 率 （有償 旅

客  ÷ 有効座 席   ）は上

昇 し，収入 の 大幅増 を実

現 した ．

　 しか し固定費の 増加 に

は ， イ ン フ レの 影響 が 少

な か ら ず あ っ た と 思 わ

れ ， イ ン フ レ を加味 した

実 質ベ ース で 考 え る と
，

こ の 収入増 も旅客数増 に

120

100

80
　 76　　77　　78　　79　　　80　　81　　　82　　83　　 84　　85　　　86

　　　 　　　図2．4　 日本航空 ：単位 当り収入

70

60
　

　

50

　 76　　77　　 78　　 79　　80　　81　　 82　　83　　 84　　85　　 86

　　　 　　　 図2，5　日本航空 ：利用率推移
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伴 っ た もの で は な か っ た と言

える ．

　 経 常利 益 ・キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ー
の 伸 び が小 さか っ た 原 因は

，

順 調 に 見 え た収 入 面 に もあ っ

た と考 え られ る．

2 ． 2 全 日空の 収益構造

　 図 2．6 は 国内線 を専門 に運航

し て い た 全 日空 の 営 業 収益 ・

経常利益の 推 移で あ る ． 日本

航 空 に 比 べ
， 極 め て 安 定 的 に

推移 した こ とが わ か る．

　 た だ し営業利益 は ， 第 2 次

オ イ ル シ ョ ッ ク 時 の 1979 年 と

81 年 ， 赤字 を計上 して い る ．

燃 油 費負 担 の 増 加 が 収 支 を 圧

迫 した た め だ が ，収 支 状 況 が

苦 しい 峙 に は 資 産売 却等 に よ

っ て
， 経 常 利 益 の 平準化 を図

っ て い た よ うで ある ．

　全 日空 の こ の 間 の 費 用 増 の

内 訳 は
， 日本航 空 と ほ ぼ 同 じ

で あ る．

　（a ）オ イル シ ョ ッ ク に よ る燃

　　 油費の 高騰 ，

　（b）空 港使 用 料 （着 陸料等 〉

　　の 上 昇 ，

　（c ）そ の 他の 固定費の 増 加

140

120

100

80

250

200150100

50

　 0

億 円

5，000

4，000

3，000

2，000

1ρ00

　 0

　　　　　　　　　嬬

蹴
゜°

　　　　　　　　　1嬬
74　75　76　77　78　79　80　81　82　83　84　85　86

図 2．6　全 日空 ：営業収益 と経常利益 の 推移

1976年＝100

76　　77　　78　　79　　80　　 81　　82　　83　　84　　85　　86

　　　 図 2．7　全 日空 ：運賃 と単位当り収入

1976年＝100

74　 75　 76　 77　 78　 79　 80　 81　 82　 83　 84　 85　 86

　図 2。8　全 日空 ：営業収益 とキャ シュ フ ロ ーの 推移

　特 に 国 内線 主体 の 全 日空で は
， 空港使用料の 負担増 が 非常に大 きか っ た ．

　しか し， 国内線で は こ うした不 可避 的 な費用増 を価格 に転嫁 しや すか っ た と言 える で

あろ う．前述 の よ うに 運賃は 40 ％ 近 く上 昇， さ らに 図 2．7 の よ うに 運賃の 上 昇 に伴 い
，

81

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計 学 第 4 巻 第 1 号

単位当 り収入 も上 昇 して い る ． 日本 航空の 国内線 と比較 して も，極め て 順 調 に単位 当 り

収 入が 上昇 して きた こ とが わ か る ．

　こ の 結果 ， 経常利 益が 安定 し
， また キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ー も（十分 な伸 び とは言 えな い ま

で も）， 日本航空に 比べ れ ば安定 して 伸びて きた （図 2．8）．

　総 じて 言 えば
，
80 年代前半 まで の 航 空業 界 は

， 収益 規模 は 順 調 に成 長 して きた もの

の ，「固定費型」で あ る に もか か わ らず，利益水準 や キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
の 伸 び は取 り残 さ

れ て きた． こ れ は ， オ イル シ ョ ッ ク に よ る燃 油 費の 高騰 運 航施設 利用 費等の 不可避 的

な費用増 に加え ， 人件費 な どの 「固 定費」 も収益増 と共 に増加 して きた こ とに よる もの

で あっ た．

　加 えて 国際線で は 費用増 に もかかわ らず，単位 当 り収入 は横ばい に推移 した た め
， 国

際線 主体 の 日本航空 で は ，利益 ・キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

の 伸 び は小 さ く， また不安定 で あ り，

全 日空の 収 支は比 較 的安定 して い た

3． 80 年代後 半以 降 の 収 益 構造

　80 年代後半に 入 り， 航空会社に と っ て
， 次の よ うな大 きな環境の 変化が起 こ っ た ．

　 （a ）1985 年の プ ラ ザ 合 意以

　降の 急速 な 円高の 進 行，

（b）1986 年 の 新航 空 政策 実

　施 ，

一 「国際線の 複数社制」，

　 「国内線 の 競争促進」，

　 「日本航 空民営化」

（c ）い わ ゆ る テ ン ミ リ オ ン

　計画 （海外 旅行者 を 5 年

　で 1千万 人 に する ） の ス

　 タ
ー

ト， 等

3．1　 「バ ブル 期 」に お け

る 日本航空の 収益 構造

　3．1 は 80 年代後半以 降 の 日

本航 空 営 業収益 ・経常 利益 の

推移 で あ る ．

億 円

12，00010

，0008

．0006

，0004

，0002

，000

　 　 D

営業収益

経常利益

84　 85　 86　 87　 88　 89　 90　91　 92　 93　 94

図 3．1　 日本航空 ：営業収益 と経常利益の 推移

6004002000
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70
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　　 　　 図 3．2　日本航空 ：国際線単位当り収入
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　上 記 の 環境変 化 は
， 80 年

代後 半の 国 際線旅客需 要 を

急 速 に増 加 させ た ． また 円

高 の 影響 で
一旦 は 低 下 し た

国 際 線 の 単 位 当 り収 入 も ，

バ ブ ル 景 気 を追風 に フ ァ
ー

ス トク ラ ス ・ビ ジ ネ ス ク ラ

ス 需要が 伸 び， 図 3．2 の よ う

に 回復 して きた ．

　旺 盛 な需 要 を受 け ， 利 用

率 も上 昇 （図 3．3），収益 は

順 調 に 増加 して い っ た ． 営

業 収 益 は 1984 年 か ら 1989

年 まで に 28％ 増加 した．

　
一

方 費用 面 で は ， オ イ ル

シ ョ ッ ク 以 降悩 ま さ れ て き

た 燃 油 費が 円 高 と価 格の 低

下 に よ り，大 きく減少 した ．

75％
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65％

　 84　 85　 86

　 　 　 　図 3．3
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　図3，4　 日本航空 ：営業収益 とキ ャ ッ シュ フ ロ ーの推移

　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 1989 年の 燃油 費は ， 1984 年 の 約 2／3 まで 減少 して い る ．

　 こ う して い わ ゆ るバ ブ ル期 に は ，航空業各社 は まさに ス ケ ール メ リ ッ トを存分 に 享受

し， 日本航空 も 1989 年 に は 「空前 の 経常 利益」 527 億円 を計 上 した． 図 3．4 の よ うに，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー も 1984 年比 で 約 2 倍近 くまで 膨 らん で い る．

　 しか しこ の 影で
， 実際は 各種の 問 題 も抱 えて い た．

　1 つ は
， 「空前 の 利益」 の 影で 「固定 費」 も増 加 して い た こ とで あ る．1989年の 営業

費用 は 1984 年 に 比べ ， 25％ 増加 して お り， 収入増 を下回 っ て い た た め
， 大幅な利益増

とな っ たが ，燃 油費以外の 営業費用は ， 1984 年比 で 44％ も増加 して い た の で あ る．

　2 つ め は 急増 した 国際線需要 に ， 日本の 航空 会社 は 十 分 に対応 しきれ て い な か っ た こ

とで ある ．「機材の 大型 化」 も限界が 近づ き日本航空の 生 産能力 は急速 に は拡大 で きず ，

国際線 に 参入 した ば か りの 国 内他社 の 供給力 も未 だ小 さか っ た． そ の た め， 国際線 が複

数社体制 に な っ た とは い え，急速 に 伸 び た需要 に 応 え た の は 海外 の 航空会社で あ っ た．

3．2　 「バ ブル 崩壊 後」の 収 益構造

　バ ブ ル 崩壊後 ， 「空前 の 利益」の 下 に 隠れ て い た 「弱点」が
一

挙 に 顕在化 した．
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　 日本航空 を含 め
， 各航空会社が 需要増 に 応 え よ うと供給拡 大 を図 っ た ため ，景気後退

と ともに需給 は急速 に緩 み ，図 3．3 の よ うに利用率 は急低 下 した ．

　航空業は 「固定費型」で あ るが ため に 「値下 げに よ る拡販 」の 効果が 大 き く， また海

外航空会社 が 円高を背景に コ ス ト競争力 を高 め た こ と もあ り， 国際線 は激 しい 価格競争

に突 入 した ．単 価の 高い ビ ジ ネス 需要 の 落 ち込 み が 激 しか っ た こ と とあ い ま っ て ，単位

当 り収入 も急速 に低下 して い っ た ．

　
一

方で膨 らん で い た 「固 定費」 は 減少せ ず ，
1992 年 に は 「空前 の 赤字」 538 億 円に

転 落 した ． ピ ー
ク 時か ら わ ず か 3 年 ，

1000 億 円以 上 の 減益 で あ る ． キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

の 悪化 は さら に 激 し く， 1989 年 と 1993 年 を比較 す る と，約ム 85％　 1700 億 円程度 の

減少と な っ た ．

　80 年代後半以 降 ， 国際線 は海外航 空 会社 との 問で 自由競争 に 近付 き
， 価格 は市場原

理 に基 づ い て 決 定 され て きて い る ． こ の た め ，国 際 線 を主 力 とす る 日本航 空 は， 「固定

費型」 の 収益構造が 持 つ メ リ ッ ト ・デ メ リ ッ トを，短期間の 内に 十分過 ぎる ほ ど経験 し

た，

3 ． 3 全 日空の 収益構造

　
一

方 ， 図 3．5 の よ うに 80 年代

後 半 に な っ て も， 全 日空 の 収 支

は非常に安定 して い る．

　 国際 線 に 参 入 した と は い え ，

主 力 は 国 内線 で あ り， 上 述 した

よ うな 国 際線 の 環 境 変 化 の 影響

が小 さか っ た の で あろ う．

　 しか し日本航空 と同 じよ うに
，

収 入増 と燃 油 費 の 減 少 に よ り，

1989年に は 315億 円の 経 常利益

を計上 した も の の
，

そ の 後 は低

迷 ， 1994 年の 経 常利 益 は 11 億

円 まで 減少 した．

　 図 3．6， 3．7 の よ うに
， 全 目空

国 内線 もバ ブ ル 崩壊 後 の 利 用率

と単位 当 り収入 の 低下 は 顕著で

億円
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図3．5 　全 日空 ：営業収益 と経常利益 の 推移
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　　 　図3．　6 全 日空 ： 国 内線利用率推移
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ある．

　国 内線 の 競争促進 の 結 果 ，

費用増 を価格 に転嫁 す る こ と

が 難 し くな り， 「安定 し た 国

内線」 と は必 ず し も言 えな い

時代が 来 て い る の で あ ろ う．

　80年代後半の 環境変化は
，

「固定費 型」 構 造 の 航 空 会社

が ，持 っ て い た 強 さ と もろ さ

を顕 著 に示 した ．

110

100

90

80

1984年＝100

84　　85　　86　　87　　88　　 89　　90　　91　　 92　　93　　94

　　　　 図 3．7 全 日空 ：国内線単位 当 り収入

　1995 年は両社 と も増収増益 を見込 ん で い る が ，依然厳 しい 状況 は続 く．

　今後規制 緩利 が進 み競争が 厳 し くなれ ば
， 航空会社の 収支 は ます ます不安定 さ を増す

で あろ う．

　世 間を騒が せ た 「契約制 ス チ ュ ワ
ー

デ ス」等，現在航空 会社が 打 っ て い る 各種施策 も，

単 に費 用 の 削減 に留 ま らず ，「固定費」 の 変動費化等 ，収益構造 を変化 させ る こ とを通

じて 安定 した収支 を得 られ る もの で な くて は な らな い と思 う
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書 　評

吉川武男 ， ジ ョ ン ・ イネ ス
，

フ オ ー クナ ー ・ ミ ッ チ ェ ル 　著

　　　　　　　　　『ABC マ ネ ジ メ ン ト』

　　　　　　　　　　　　　　　 （中央経済社 、A5 判，217 頁 f994 年　3，900 円）

評者　木島　淑孝／中央大学教授

　 こ れ は ABC の 入 門 書で あ り，ABC の 導入 を考慮す る 人 に と っ て の 指 導書 で あ り， か つ

ABC 研究者 に と っ て の 参考書 で あ る と と もに 問題提 起の 書で あ る とい っ て よ い ．そ の 記述

は広範な事例 と文献渉猟 に よ る裏付 け が な され ，信頼性 と示唆 に 富 む書で あ る ．

　本書 は 全 12 章か ら成 る が
， 内容的 に は 以 下 の 3 部 か ら構成 され て い る とい っ て よい ． 1

部 （1 〜 3 章）は
，
ABC の 沿革 と基 本原理 の 説 明で あ る ． まず ，

　 ABC の 中心 的課 題 とな る

共通費の 配分問 題 に つ い て の 歴 史的鳥瞰 を行い ， そ の 延長線 ヒで ABC が 出 現 した 理 由を

解説す る ．そ して ABC の 基 本 型 を示 しなが ら読者 の ABC に 関す る 共通理解 を 目論 む ．2

部 （4 〜 10 章）は ， ABC （ABM ） 適用 に 関す る 多面的 な展 開 を試み 本書 の 中核部 分 に あ

た る ． つ ま り，
サ ー ビ ス 業 へ の 適用 ，

ABC に よる プ ロ ダ ク ト ・コ ス トの 利用 ， 予算管理 ，

ア グテ ィ ビ テ ィ ・コ ス ト分折 ，
リス トラ も し くは リエ ン ジ ニ ア リン グ

， 業績 評価 ， 顧 客別

収益性分 折 をそ の 内容 とす る． 3 部 （11 〜 12 章） は ，わ が 国の 実 情 と今後の 展望 で あ る ，

こ こ で は
，

わが 国 にお ける ABC の 導入状況 ， 導入条件，戦略問題 へ の 貢献可能性 を示唆

し
，

バ リ ュ
ー ・チ ェ

ー ン 分析 お よび重要成功要 因分析 と ABC の 統合 を提案 する ．

　 1部で は
， まずABC を ， 製造間接費で な しに 共通費 （固定費）の 製品割 り付 け問題 の 延

長線上 に 位置付け ， 説得力 に 富む展開を行 っ て い る．た だ ， ABC 提唱の 理 由もし くは背景，

伝 統 的原価 計 算 と ABC の 比 較説 明 に つ い て は
， 評者 な りの 疑問 も抱 く． まず ， 本 書 は

，

ABC が 出現す る 基礎 を企業環境 の 変化 に だ け 求め て い る ．現 象的 視野 で い えばそ の 指摘は

正 鵠 を えて い る ． しか し，評者 は
，

そ れ の み を ABC の 出現 論拠 とす る見解 に は直截 に は

組み す る こ とは で きな い ．す な わ ち ，
い わ ゆ る 伝統的原 価計算の 構造 と機能の 内に 潜む硬

直性 が ABC 出現 の 論理 的理 由で あ る こ とが 看過 され て い る よ うに思 うの で あ る ． その 硬

直性 は期 間損益計算へ の 過度 の 従属 に 由来す る．期 間損益 計算思 考 に 完全 支配 され た 製品

原価計算が まず 下 地 として あ り，そ こ に企業環境の 変化 が作用 す る こ とに よ っ て ，い わ ゆ

る レ リバ ン ト ・ロ ス トが 増輻 した とい え る ．期 間損益計 算 は期 間比較 性の 確保 に専心 す る ．
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そ こ で の コ ス ト計算 は
， 製 品原価 の 透明牲 （著者た ち に よれ ば 「確か ら しさ」）で は な く

て ，継続性原則に 支 えられ た 期間比較性，換言すれ ば原価の 期間配分の 合理性 に 焦点が あ

っ た はずで ある ． そ うした視 点か ら把握 され た コ ス ト情 報 を期 間損益 計算以外 の 目 的に も

援用 す る こ とを時代が 許 して きた の で ある ． と こ ろ が ，近年 の 環境 変化 は 経営 に 高 い 戦略

性 を要求 し， ひ い て 製 品の 収 益性 も し くは プ ロ ダ ク ト ・
ミ ッ クス に 有効 な コ ス ト情報 の 必

要 を顕 在化 させ る こ とに な る． こ こ に 旧来 の 期 問 配 分型 製 品 原 価計算の 構造 と機能 は そ の

部分 に限 り不適 合 を起 した と考 える べ きなの で は ない か ．

　他 方 ， 伝統的原価計算に対 す る ABC の 優位性 を示す 事例 に用 い る 前者の モ デ ル が 単純

す ぎる ．その モ デ ル は わ が 国の 相応 な企業が 採用 す る製 造 間接 費配賦方法 の 実 情か らの 乖

離 輻が 大 きす ぎる の で あ る． こ の 様 な比 較で 実務 家の 共鳴 を得 られ る で あ ろ うか ． こ うし

た 単純 化 しす ぎた比較 モ デ ル が 実務 家 を して 「今更なぜ ABC な の か 」 と言 わ しめ る原 因

の ひ と つ に な っ て い る ．伝統 的原価 計算 の 比較 モ デ ル と して は 複数 配賦 基 準 に よ る部 門別

原 価計算程度の もの を使用 す べ きで は な い か ．

　2部 は 「企業経営 に際 して 有益 で 貴重 な洞察力 を提供 して くれ るj と い う著者の ABC に

対 す る深 い 信頼 を基礎 と して 具体的 な展 開が な され
， 企 業関係者 に 多 くの ヒ ン トを与えて

い る ．惜 しむ ら くは ， 個 々 の 課題 に つ い て の 説 明 に は 若干 の 食 い 足 りな さ を感 じ させ る 箇

所が 散 見 され る ．例 え ば
， 第 4 章の サ

ー ビ ス 業 へ の ABC の 適用 に つ い て の 説 明で は ， 金 融

業，輸送業 ， 病院
，

小 売業 を取 り 上げ るが
，

こ れ らは 各々 が 章 だ て に値 す る 内容 と興味 を

内含す る 問題 で あ る ．恐 ら く紙 幅の 関係 と思 わ れ る が ，
こ れ ら を圧縮 しす ぎた嫌 い が あ る ．

ABC の 具体的適用が 本書 の ハ イラ イ トで あ る が ゆ えに 惜 しまれ る ．

　3 部は ， 普通 な ら抽象的展 望に 陥 りや す い と こ ろ を
， 極 め て 具体 的な提 唱 をも っ て締 め

括 っ て い る． こ れ に つ い て も紙 幅の 制約 を感 じ させ る の で あ るが ， も う
一

歩著 者た ちの 深

い 識見 に接 して み た い 気分 を抱か せ るの で あ る 。 こ れ に つ い て は別の 機会を期待 した い ．

　以上 ， い ずれ の 部 も， 平易 な 文章で
， 豊富 な実例 ， 極 力単純化 した モ デ ル

， 図表を多用

し読者 の 理解 を容易 に させ て い る ． に もか か わ らず ，そ う した記述 の 仕方 が往 々 に して 陥

りや す い 浅薄 さ とか 皮相 を見事 に 回避 し， む しろ それゆ えに こ そ 極 め て 明瞭な形で 著者た

ちの 深 い 含蓄を読者に伝えて い る．流 石 とい うべ きで あ る．

　 さて
，
ABC が

，
　 ABC 論者 が 意図 した よ うに ， 製品原価の 歪 み を真に 払拭 しえた か ど う

か未 だ決着 は つ い て い な い とみ るべ きで あ ろ う． そ もそ も， 会計情報か らそめ種の 歪 み を

完 全 に払拭す る こ とが 可能な の だ ろ うか ． ま たそ れが 必要 なの だ ろ うか．製 品がア クテ ィ

ビテ ィ を消費 し
，

ア ク テ ィ ビテ ィが 資源 を消費す る とす る の が ABC の 原理 で あ る ． しか

しABC で あ っ て も原価 要素 は資 源 と 一一
体 で あ る ． 各ア クテ ィ ビ テ ィ の コ ス トは その 集計
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「ABC マ 烹 シ メ ン ト
’

値 で あ る． しか も，ABC は こ の 原始的 コ ス ト情報の 源泉 を総勘定元帳に求め る．け れ ど も，

総勘定元脹 に盛 られ た コ ス トは ，損益 の 期間比 較の 合理 性だ け を視点 と して 極 め て 人為操

作 的に 確定 され た 数値 を 多 く含 む ．それ らは
，

ア ク テ ィ ビデ ィ の 変数 とは な しえ な い ．そ

うした構造 の 現 在の ABC が ，果 た して ABC 論者が 意 図す る結果 を 1』分 もた ら して い る の

か
， 疑 問 は依然 と して 残 るの で あ る ．研 究 者の 視点 か らす る と

， そ う した ABC の 構造 か

ら くる 限 界 に つ い て の 言 及 も欲 しい の で あ る． 著者 が 「ABC は 万能 で は な い 」 と して
，

ABC に対 して
一定の 慎 み を保持 しなが ら本 書を展開 して い る がゆ えに ， なお さ らそ う した

言及が期待 され る の で あ る ．

　 ま た
，

わ が 国で は未 だ ABC の 導 入事例 は 僅 少 か つ 部 分 的で しか な い ．そ の 導入 を 阻害

して い る 要因 は何か ．それ を 明 らか に す る こ と も ABC 論者 の 責 任の 範疇で あろ う．

　ABC は 3世代 を経て ， 現 在 第 4 世代 に 入 りつ つ あ る とす る所論 が あ る。著者 は い かなる

第 4 世代 ABC を構想 して い る の だ ろ うか ．
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　 　 日本 管理 会計 学 会誌

　 　 管理 会計 学 1996 年 第 4 巻第 1 弓

書　評

岡野　浩著 『日本的管理会計 の 展開
一 「原価企画」へ の 歴 史的視座』

　　　　　　　　　　　　　　 （中央 経 済社 ，A5 判 ，183 頁 ，1995年 ，2
，
800 円）

評者　清水信匡／桃山学院大学助教授

　書名 と は異 な り， 本書 が 取 り組 む 課題 の ス ケ ール は非常 に 大 き い ．本書 を読 む もの は
，

岡野氏 の そ の 巨大 な パ ワ
ー

に 圧 倒 され る で あ ろ う．本 と して は 比 較 的短 い に も関 わ らず ，

そ の 内容は お お よ そ 管理 会計 で 問 題 に され る ほ とん どの 実践 的 ・理 論的課題 に関 わ っ て い

る ．未 だ に 外 国文献 を紹介す る こ と を研 究 と考 え て い た り， 「会計」 と い う世界 だけ に 閉 じ

こ も っ て い る ， ひ弱な 管理 会計研 究者 は ，
こ の 本 に接す れ ば ， か な りの シ ョ ッ ク を受け る

こ とに な る で あ ろ う．

　著者 が 目指す の は 「世 界標準 と して の 管理 会計 」の 構築で あ る。 目標 は 非常 に高い ．未

だ著者 もそ の 頂 上 に た ど り着 い て い ない ． しか し ， そ こ に た ど り着 く大 まか な ル
ー

トを本

書 は示 して い る ． こ こ で 著者 が言 う 「世 界標準 と して の 管理会計」 と は， あ る べ き理想 の

管理 会計 で は な い ．「世界標準 と して の 管理 会計」 とは ， 評者が 推測す る と こ ろ で は ，管理

会計の 理 論 ・実践 を統合 す る 「理 論」の こ とで あ る よ うだ ． さ らに
， 著者の 構築 しよ う と

す る理 論 とは
， 従 来 の 企 業 レ ベ ル に お け る説 明理 論 だ け で は な く， 社会 レ ベ ル に お け る管

理 会計の 説 明理 論 も含め て い るの で あ る． さ らに， こ の 2 つ の 説明 理 論を統 合 した理 論構築

も志 向 して い る ．著者 は 本 書 をこ れ らの 大 きな課題 へ 挑 むべ き準備作 業 と して 位 置づ けて

い る 。本書 の 章建 て は以 下の 通 りで あ る ．

　　序章

　　第 1 部　管理会計の 歴 史的視座

　　　第 1章　管理 会計 史研 究 の 課題

　　 　第 2 章　管理 会計 史 と管理会計論 史

　　　第 3 章　会計 史 と方法一
考古学 と系譜 学

　　　第 4 章　エ マ ー ソ ン 標準原価論 の 再評価 一会計の 不 可視性 の 萌芽

　　第 ll部　 日本的管理 会計 の 構想

　　　第 5章　目本的管理 会計の 可 能性
一

会計 にお け る可視性 と不 可 視性

　　　第 6 章　原 価企 画 と製品開発マ ネジメ ン トー会計 機能の 分散化 と統 合化

　　　第7章　管理 会計研 究の 射程
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管理 会計 学 第 4 巻第 1 号

　　　終章　 「ナ レ ッ ジ」 か ら 「ウ ィ ズ ダ ム 」 へ

　 こ の 準備作 業 は，大 き く2 つ に 分 か れ て い る．　
・
つ は ，「管理 会計理 論」 に お け る歴 史研

究の 方 法論 を確立 す る作業で あ り， も う
一

つ は 「可視性 」 「不 可視性 」 とい う 2 つ の 分析概

念 を用 い て 「管 理 会計理 論 」 を構築 す る 作業 で あ る ． 前者は 主 に 本 書の 第 1 部の 課題 で
，

後者は 主 に 第 H 部の 課題 で ある ． こ の 書名に ある 「目本的管理 会計」は
， 主 に後者の 課題

に取 り組 むた め の 材料 と して登場す る ．

　著者 に よれ ば
， 社 会理論 と して の 「管理 会計 理論」 を構築 す る た め に は

， 社 会お よび組

織 の 断面 を切 り取 る分 析視 角が必 要 で あ り， こ の 分析視 角は歴 史研究 か ら得 られ る とい う

の で あ る ． こ の よ うに歴 史研 究 を位置 づ け る こ とか ら ， 従 来多 くの 論者 が 主張す る 「管 理

会計 史」 と 「管理 会計論 史」 との 区別 を著者 は 退 け る ．そ の 代 わ りに
， 管理会計 に 関わ る

言説が ， 時代時代の い か な る杜会 的 ・組織的 コ ン テ クス トにお い て 語 られ た の か を，明 ら

か にす る作業 の 必要性 を説 い て い る ．

　 「可視性」 「不可 視性」 の 両概念 は ，本書 を 貫 くキ ー
ワ

ー ドで あ る ．会計 の 可視性 とは
，

会計 とい う認 識枠組み を通 じて 視る こ とが で きる可 能性 を意味 し ， 逆に不可 視性 とは ， 会

計 の 認識枠組 み で は 視 る こ とが で きな い こ と を意昧す る． つ ま り， 世 界 は 会計 で 視る こ と

が で きる 部分 と視 る こ とが で きな い 部分が あ る こ と に な る ． こ こ で 注意す べ きこ とは
，

こ

の 「可視性」「不可 視性」が特 定 の 管理 会計技 法 とそ れ が稼動 してい る杜会 的 ・組織的 の コ

ン テ ク ス トに よ っ て 異 なる こ とで あ る ． つ ま り ， 同 じ管理 会計技法 で あ っ て も， そ れ が 稼

動 す る社 会的 ・組織的 コ ン テ クス トが 異 な れ ば ，管理 会計 を通 して 視 る こ とが で きる世界

が 異 なる 目∫能性 の あ る こ と を ， 者 者 は 主張 す る ， こ こ に 第 1 部で 明 らか に した管理 会計 の

歴 史研 究の 方法論が生 きて くる こ と にな る ．

　 こ の 両概念 を用 い て ，著者は 「世界標準 としての 管理 会計」 を今後構築 して い くもの と思

われ る が
， 本書 は取 りあえず 「目本 的管理 会計」 を両概念 に よ っ て 分析 して い る．著者 が こ

の 2 つ の 概念 を使 っ て 明 らか に した 目本 的管琿 会計 の 特 質 と は
， 会計 の 不可視 性 の 部分 を

JIT や改善活動な ど他の 管理 シ ス テ ム に よ っ て 代替 させ て い る点 と，意図的に 会計 の 不 可視

性 を管理 シ ス テ ム に 組 み 入れ て い る点 で あ る ，後者 の 代表が 原価企 1由iとい うわ けで ある ．

　 「世 界標準 と して の 管理 会計」 の 構築 と い う大 きな 山に 挑戦 して い る著 者が ， 実際 に登

っ た の は 未 だ五 合 目程度で あ ろ うか ．著者 の 言 う通 り，本 書 は準 備作 業で あ る ． しか し，

残 りの ル
ー トを著 者 は確 定 して い る ．今 後， こ の ル

ー
トに 沿 い な が ら， 岡 野 氏が い か に こ

れ ら大 きな課題 に登 り詰 め て 行 くの か 非常 に 楽 しみ で あ る．管理会計 を極 め たい 研究者や ，

目本 だ けで な く 「世界」で 勝負 し よ うとす る 研究 者は
，

こ の 本の 中で 岡野 パ ワ
ー と対 決す

る こ とをお勧め した い ．
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